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序     文 
 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）政府は 1978 年以降、30 年以上にわたり拡大予防接種

計画（EPI）を展開しており、子どもを中心としたワクチン予防可能感染症（ポリオ、麻疹、B 型

肝炎、日本脳炎等）の感染制御に大きな役割を果たしてきました。特にポリオに関して、わが国

は世界保健機関（WHO）や国連児童基金（UNICEF）と協調しつつ、1991 年より無償資金協力や

技術協力を通じて中国側関係者の能力向上と体制整備に寄与してきており、2000 年には中国にお

ける「ポリオ根絶宣言」を達成するに至っています。 

しかしながら、中国では近年、都市部と農村部の経済格差が拡大化しており、感染症対策にお

いても農村部における感染拡大の潜在的リスクが高まっています。また、2005 年に開催された

WHO 西太平洋地区の大臣級会合では、ポリオフリーの維持、2012 年までの麻疹排除、及び B 型

肝炎感染抑制が合意されており、これら目標の達成に向け、特に農村部における予防接種事業の

改善が強く求められている状況です。 

このような背景に基づき、JICA ではポリオ対策を代表とするそれまでの中国における予防接種

部門への協力成果を基盤としつつ、中国衛生部（日本の厚生労働省に相当）及び疾病予防コント

ロールセンター（CDC）をカウンターパート機関とし、技術協力プロジェクト「ワクチン予防可

能感染症のサーベイランス及びコントロールプロジェクト」を 2006 年 12 月から 2011 年 12 月ま

での 5年間の予定で開始しました。 

今般、本プロジェクトが 2011年 12月で終了するにあたり、JICAでは先方政府と合同でプロジ

ェクトの実績と計画に対する達成度を確認するとともに、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）の観点から評価を行うべく、終了時評価調査団を派遣しました。同調査団

では評価結果に基づき、残りの活動期間における提言を行うとともに、協力期間終了後の方向性

について先方政府と協議を行いました。本報告書は、これら終了時評価調査の一連の結果を取り

まとめたものであり、今後のプロジェクトの推進に活用されることを願います。ここに、本調査

にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表します。 

 

平成 23年 8月 

 

独立行政法人国際協力機構 

中華人民共和国事務所長 中川 聞夫 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：中華人民共和国 案件名：ワクチン予防可能感染症のサーベイランス及びコン

トロールプロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト（JICA直営方式） 

所管部署：JICA中国事務所 協力金額（評価時点）：5.65億円 

協力期間： 

2006年 12月～2011年 12月（5年

間） 

先方関係機関： 

中国衛生部、中国疾病予防コントロールセンター（CDC）、

対象省・自治区の衛生庁及び CDC 

日本側協力機関： 

国立感染症研究所、国立国際医療研究センター 

１－１ 協力の背景と概要 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）政府は 1978 年以降、30 年以上にわたり拡大予防接

種計画（Expanded Programme on Immunization：EPI）を展開しており、子どもを中心としたワク

チン予防可能感染症（ポリオ、麻疹、B 型肝炎、日本脳炎等）の感染制御に大きな役割を果た

してきた。特にポリオに関して、わが国は世界保健機関（WHO）や国連児童基金（UNICEF）

と協調しつつ、1991 年より無償資金協力や技術協力を通じて中国側関係者の能力向上と体制整

備に寄与してきており、2000年には中国における「ポリオ根絶宣言」を達成するに至った。 

しかしながら、中国では近年、都市部と農村部の経済格差が拡大化しており、感染症対策に

おいてもサーベイランス能力及び体制の不備を背景として、農村部における感染拡大の潜在的

リスクが高まっている。また、2005 年に開催された WHO 西太平洋地区の大臣級会合では、ポ

リオフリーの維持、2012年までの麻疹排除及び B型肝炎感染抑制が合意されており、これら目

標の達成に向け、特に農村部における予防接種事業の改善が強く求められている状況である。

このような背景に基づき、JICA ではポリオ対策を代表とするそれまでの中国における予防接種

部門への協力成果を基盤としつつ、中国衛生部（わが国の厚生労働省に相当）及び疾病予防コ

ントロールセンター（Center for Disease Control and Prevention：CDC）をカウンターパート（C/P）

機関とし、技術協力プロジェクト「ワクチン予防可能感染症のサーベイランス及びコントロー

ルプロジェクト」を 2006年 12月から 2011年 12月までの 5年間の予定で実施中である。 

本プロジェクトでは、農村部におけるサーベイランス水準と予防接種サービスの質向上を目

標とし、中西部の 5 省・自治区（江西省、四川省、甘粛省、寧夏回族自治区、新疆ウイグル自

治区）において、①フィールドサーベイランスの強化、②実験室診断機能の強化、③関係機関

間の連携・協調体制の確立、④予防接種サービスの改善、⑤教育・啓発活動の強化の 5 つを成

果に据えて活動を展開している。2009 年 3 月の中間評価では、多岐にわたるプロジェクト活動

の選択と集中が図られ、特に麻疹排除に関連する活動に優先度を置くこととなった。 

麻疹は予防接種率が 95％以上に到達しているにもかかわらず、依然として発症率低下の傾向

が確認されず、各地で周期的なアウトブレイクを繰り返している状況である。そのため、プロ

ジェクトでは流動人口や少数民族などを含む、児童の予防接種へのアクセス困難を原因のひと

つと推定し、中間評価以降、「入園・入学時予防接種証検査及び補足接種事業」（以下、「接種証

検査及び補足接種事業」と記す）への支援に重点を置き、教師用マニュアルの策定・試行、研

修実施とモニタリング、住民啓発教育の促進などに取り組んできた。プロジェクトでは、これ

らの活動を通し、教育部門（教育局、小学校、幼稚園）との連携強化及び研修サイクル・マネ

ジメント手法の導入を図っており、個別の疾病対策アプローチの適用による弊害を最小化し、

横断的な行政能力の強化と仕組み構築のための工夫を施してきている状況である。 
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１－２ 協力内容 

（１）上位目標：プロジェクトの実施による関連疾病のコントロールを通じて、対象省・自治

区の子どもの健康が向上する 

 

（２）プロジェクト目標：対象省・自治区におけるサーベイランスの水準と予防接種サービス

の質が向上する 

 

（３）アウトプット： 

１）フィールドサーベイランス（定期モニタリング、監督指導、報告システム等）が強化

される 

２）ポリオ実験室ネットワーク、麻疹 IgM 診断機能が強化され、日本脳炎実験室に関する

協力が継続される 

３）EPIに関する国際機関を含めた関連機関の連携・協調体制が確立される 

４）予防接種サービスが改善される 

５）予防接種に関する教育、啓発活動が強化される 

 

（４）投入（評価時点）総投入額：5.65億円 

日本： 

長期専門家派遣 6名 機材供与 9,224,468元1 

短期専門家派遣 のべ 43名 現地活動費 9,323,779元 

研修員受入 45名 携行機材費 401,340元 

 

中国： 

人員配置 144名 ローカルコスト負担 180,205,900元 

土地施設提供 中国 CDC事務室 

 

２．評価調査団の概要 

評価者 

 

 

 

 

 

総括／団長 倉科 和子 JICA中国事務所 所長代理 

中国側団員 李全楽 衛生部疾病予防コントロール局免疫計画処 処長 

感染症対策 吉倉 廣 厚生労働省医薬食品局食品安全部 参与 

国立感染症研究所 名誉所員 

EPI行政 仲佐 保 国立国際医療研究センター 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）アウトプットの達成状況 

１）アウトプット１：フィールドサーベイランス（定期的モニタリング、監督指導、報告

システム等）が強化される 

プロジェクト前半に、ポリオ AFP サーベイランス、麻疹サーベイランス、B 型肝炎サ

ーベイランスに係る研修が実施された。衛生部が各級 CDCの職責として定めているルー

チンのフィールドサーベイランスは、ポリオと麻疹の WHOによる査察結果が既定水準に

達していることから、的確に実施されていると判断できる。また、麻疹に関しては、接

種証検査及び補足接種事業に対する支援がプロジェクトの後半に実施されてきたが、パ

イロット県・区ではこの事業自体が重要な疾病監視の一環と認識されている。さらに、

教育と衛生の連携強化によって、学校における麻疹等の感染症疾患の流行が直ちに衛生

系統へ報告されるようにもなった。本事業はサーベイランスの一環であると同時に、サ

ーベイランス実施における 1つのプラットホームとして、学校と CDCや衛生院等の衛生

部門との連携を強化した。よって、上記トレーニング並びにフィールドサーベイランス

の実施は質的及び量的にも適切であったと判断される。 

 

２）アウトプット２：ポリオ実験室ネットワーク、麻疹実験室の IgM 診断機能、日本脳炎

実験室が強化される 

中間評価以降、ポリオ実験室と麻疹実験室の強化に向けて、中国 CDCと省 CDCから、

国立感染症研究所にて実施された本邦研修「ポリオ根絶のための実験室診断技術の習得」

に 3名、「ポリオを含むワクチン予防可能疾患の世界的制御のための実験室診断技術の習

得」に 3名、「麻疹ウイルス検査及びウイルス遺伝子検査技術の習得」に 3名が参加した。

研修受講後、参加者はルーチン研修や新人研修の講師として、研修で習得した検査技術

を所属組織や下部組織に移転するなど、本邦研修の成果の広がりがみられている。これ

らの実績に加え、WHOが実施したポリオと麻疹に関する実験室査察や熟達度試験の結果

はいずれも規定水準に達しており、実験室機能は順調に強化されている。また、プロジ

ェクトで供与した実験機材は適切に使用され、本プロジェクトに係る診断技術の向上に

貢献していることが確認された。なお、日本脳炎分野の実験室協力については、中間評

価時点で満足するべき達成度に到達していると判断され、現時点においてもその水準は

維持されている。 

 

３）アウトプット３：EPIに関する国内外の関係機関の連携・協調体制が確立される 

プロジェクトは年間 1～2回の頻度で「5省プロジェクト年度会議」を実施しているが、

同会議を通した対象省・自治区間の経験共有が各地域の EPI事業の現状分析につながり、

活動の改善に貢献している。また、EPI 専門諮問グループ会議や全国麻疹対策会議、機

関間調整委員会会議（Interagency Coordinating Committee）への参加を通して、WHO や

UNICEF等の他ドナーとの連絡・協調体制が一層強化されるに至っている。 

 

４）アウトプット４：予防接種サービスが改善される 

プロジェクト後半では、ルーチン接種を逃した児童（接種漏れ児童）をカバーするこ

とを目的に、各省から選定されたパイロット県・区（各省 2 カ所）を対象として、接種

証検査及び補足接種事業の支援を実施してきた。2009 年には 5 省で実施可能な方案（方

針、手順、役割分担等を示す行政通知）が作成され、2010 年にはプロジェクトで「入園

入学時予防接種証検査に関する教師向けマニュアル」が作成された。これら方案やマニ
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ュアルの活用により、接種証検査及び補足接種事業に係るトレーナー育成研修及び参加

型の実施者研修を実施し、各級の教育及び衛生部門の関係者の知識とスキルの強化に貢

献した。研修参加者は対象省・自治区で合計 12,969名にのぼっている。 

その結果、教育部門と衛生部門との連携体制が強化され、各部門の業務分掌が明確に

なり、本事業がより徹底されるようになった。現在では、すべての対象パイロット県・

区で、ほぼ 100％の入園入学児童に対して接種証検査が実施されるようになっている。補

足接種についても、全省・自治区と比較してパイロット県・区では高い割合で実施され

るようになった。特に麻疹ワクチンの補足接種状況が改善している（全省・自治区平均

値：89.05％、パイロット県・区平均値：96.8％）。しかしながら、上記のとおりパイロッ

ト県・区では成果が上がっているものの、省全体の事業の改善には至っていないのが現

状である。また本調査によって、接種証を持たない児童への接種状況の確認方法や補足

接種完了までのフォロー方法等の改善点が明らかになった。 

上記事業のほかに、予防接種サービスの改善に係る成果として、EPI疫学行政の強化を

目的とした本邦研修が実施され、研修参加者はプロジェクトを主導するリーダーとして

活動にあたっており、成果の産出に貢献している。また、日本側から供与されたコール

ドチェーンは有効利用されており、特に 2010年 8月に発生した甘粛省舟曲県における土

石流災害の際にはワクチン保存用冷蔵庫とワクチンキャリアが迅速に供与され、被災地

でのアウトブレイク発生予防に貢献した。 

 

５）アウトプット５：予防接種に関する教育、啓発活動が強化される 

プロジェクト後半では、接種証検査及び補足接種事業に関して、各省・自治区 CDCが

ポスターや宣伝グッズを作成し、テレビ CM やショートメール等の媒体も利用して宣伝

活動を実施し、本事業の周知を図ってきた。また、アウトプット４で既述の接種証検査

及び補足接種事業に係る研修を通して、教師の予防接種に関する知識を深めるとともに、

教師や村医が主体となって保護者に対して接種証検査、補足接種、及び予防接種に係る

情報を積極的に発信するようになった。その結果、どの省・自治区においても保護者が

接種証検査及び補足接種に積極的に協力するようになっていることが現地調査より確認

された。 

 

（２）プロジェクト目標（対象省・自治区におけるサーベイランスの水準と予防接種サービス

の質が向上する）の達成状況 

ポリオ、麻疹、B型肝炎の報告接種率はそれぞれ高い水準が保たれており、WHOレビュ

ーの結果でもポリオと麻疹のサーベイランスは適切に実施されていることが確認されてい

る。また、プロジェクト後半で実施した接種証検査及び補足接種事業により、ポリオ、麻

疹、日本脳炎、B 型肝炎を含む対象疾患に対するワクチンの接種漏れ児童への補足接種も

強化されている。よって、プロジェクト目標の達成見込みは高い。対象疾患の報告接種率

は以下のとおり。 

＊ポリオ（2010年）：江西 99.81％、四川 99.33％、甘粛 99.80％、寧夏 99.56％、新疆 99.41％

＊麻疹（2010年 1回接種率）：江西 99.70％、四川 99.03％、甘粛 99.55％、寧夏 99.46％、

新疆 95.99％ 

＊B型肝炎（2010年第一針適時接種率2）：江西 95.40％、四川 87.71％、甘粛 93.05％、寧

夏 95.92％、新疆 86.30％ 

＊B型肝炎（2010年 3回接種率）：江西 99.86％、四川 99.33％、甘粛 99.80％、寧夏 99.52％、

                                                  
2 第一針適時接種率とは、B型肝炎ワクチンの初回接種が出生後 24時間以内に完了した割合を示す。 
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新疆 99.27％ 

 

（３）上位目標（プロジェクトの実施による関連疾病のコントロールを通じて、対象省・自治

区の子どもの健康が向上する）の達成見込み 

衛生部の指導の下、全国各地で一連の EPI 事業が行われ著しい成果を上げている。ポリ

オフリーは維持されているが、2010 年に隣国のタジキスタンでポリオの大流行があったた

め、野生株ウイルス輸入感染に対する予防の強化が必要である。麻疹発症数は測定史上の

最低レベルまで減少しているが、麻疹消除には至っていない。B 型肝炎の感染は適切にコ

ントロールされており、特に 5 歳未満児の B 型肝炎表面抗原陽性率は 1％以下に低下して

いる。日本脳炎も現在良好にコントロールされている。以上を踏まえ、対象省・自治区の

EPI関連疾病は有効にコントロールされており、子どもの健康水準が継続して向上していく

ことが見込まれる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトの目標は、中国の予防接種事業に係る関連政策、並びに日本の対中国経

済協力方針、日中を含む WHO西太平洋地域の関連方針と整合しており、妥当性は高い。具

体的には、「第 11次 5カ年計画」（2006～2010年）及び「医薬衛生体制計画」（2009年～）

において EPI強化政策が位置づけられているほか、WHO西太平洋地域でも、ポリオフリー

の維持、麻疹消除、B 型肝炎のコントロールが域内共通目標に掲げられており、本プロジ

ェクトの対象と合致している。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。フィールドサーベイランスと実験室分野の強化に関し

ては、プロジェクト前半ではおもに専門家派遣と資機材投入による支援、後半では本邦研

修を通じた支援が実施された。また、中国衛生部によって行政レベルでの業務体制の整備

が図られ、上位レベルから下位レベルに対しての技術指導やモニタリングが規定され、中

国独自で疾病コントロールに係る事業を管理できる体制が強化されている。他方、プロジ

ェクトの後半から支援を開始した接種証検査及び補足接種事業に関しては、教育と衛生と

いった異なる部門間の連携を強化し、業務フローの整理や両部門の業務分担の明確化が図

られた。また、「入園入学時予防接種証検査に関する教師向けマニュアル」の作成と教師へ

の研修実施により、パイロット県・区においては、接種漏れ児童の発見とその後の補足接

種のフォローが的確に実施されるようになっている。教育と衛生部門の連携の強化により

教師の子どもの健康管理への意識が高まり、教師が健康管理に係る情報を学校から以前に

も増して発信するようになったことにより、保護者の予防接種への意識が向上している。

中国の経済発展による健康管理への意識の向上と上記プロジェクトの成果の相乗効果によ

り、接種漏れ児童の補足接種に結びつき、麻疹をはじめとする感染症の減少に一定の効果

が認められる。以上により、アウトプットはプロジェクト目標達成に十分なものであり、

外部条件の大きな影響もみられないものと判断する。しかしながら、本調査を通して上記

事業の複雑なプロセスや記録方法に由来する問題が、的確な補足接種のフォローを妨げて

いることが指摘された。より確実で有効性の高い接種証検査及び補足接種事業を実施する

ためには、本プロセスを検証し、実施現場での問題点を抽出し、内容の改善に取り組む必

要がある。 

 

（３）効率性 

日中プロジェクト関係者間の意思疎通がプロジェクト遂行の効率性に一部影響を与えて
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いることから、本プロジェクトの効率性は中程度と判断する。中間評価を経て活動の絞り

込みが行われたものの、各アウトプット産出のための活動は十分行われ、投入及び活動の

タイミング、量・質ともに比較的満足のいくものであった。しかしながら、プロジェクト

目標の達成には、プロジェクトの残りの期間でパイロット県・区の成果を省・自治区へ普

及していく活動が必要となり、この点に一層の注意を払う必要がある。供与機材は疫学サ

ーベイランスや実験室機能の強化に直接貢献し、プロジェクト活動も順調に実施されたこ

とから適切であったと判断される。また、プロジェクト後半では実験室関連の協力は短期

専門家派遣と本邦研修のみとなっているが、研修前後のフォローが行われていなかった。

本邦研修の投入がプロジェクトチームとの連携の下に行われれば、効率性はより高められ

たと考えられる。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトは、中国が国家計画として実施している麻疹消除に重点を置いた EPI 事

業を支援するものである。プロジェクト後半ではパイロット県・区で接種漏れ児童に対す

る補足接種が進められ、全般的に疾病流行の抑制に一定の役割を果たした。終了時評価時

点においてはパイロット県・区の成果は一部の省で広がり始めた段階であり、プロジェク

ト効果の面的な広がりはまだ確認されていない。上位目標の指標に設定されている麻疹、B

型肝炎、ポリオ、日本脳炎の発症状況等は対象省・自治区で有効にコントロールされてい

ることから、今後、本プロジェクトの効果が普及されれば、子どもの健康水準は継続して

向上し、上位目標達成が見込まれる。 

また、正のインパクトとして、上記事業を通して教育部門と衛生部門の連携が強化され、

EPI事業の展開が促進された。その結果、接種証検査及び補足接種事業のみならず、他の公

衆衛生に係る情報交換が活発になり、他部門間の連携及び協力体制が強化された。江西省

南豊県では、EPI事業と母子保健事業の連携体制が構築され、接種証、妊婦手帳、小児手帳

の 3 冊を母子健康手帳に統合する試みが進められている。予防接種に対する住民の関心が

高まり、保護者が接種証の重要性を認識することにより、周産期保健への関心が高まると

いう相乗効果が期待される。 

 

（５）持続性 

実験室業務やサーベイランス業務は各省・自治区 CDCのルーチン業務として実施され、

持続性は比較的高い。中間評価以降に強化された接種証検査及び補足接種事業に関しては、

パイロット県・区における政策・制度面及び技術面での持続性は高く見込まれる。各省・

自治区では、接種証検査実施方案の改訂が行われており、プロジェクトで作成された「入

園入学時予防接種証検査に関する教師向けマニュアル」を使用して本事業普及の準備が進

められている。パイロット県・区の C/P はトレーナーとして研修を実施する知識とスキル

を身につけている。しかし、全省・自治区への普及のためには、所在する県・区の上位レ

ベルの市及び省・自治区の教育分野と衛生分野の実質的な連携が不可欠である。プロジェ

クトの組織面での持続性を高めるためには、上位レベルの行政機関による本活動に対する

理解とコミットメントの下、教育部門と衛生部門等の横断的な連携体制を強化することが

望まれる。なお、財政面については、研修実施に係る費用を今までプロジェクトが負担し

てきたため、プロジェクト終了後の研修の継続のためには、研修への予算確保と効率化を

検討する必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

本プロジェクト実施以降、中国側の予防接種事業に関連する政策の重要度は大幅に高まって

いる。2008年には各級 CDCの基本職責が定められ、体制の整備に伴い、上位レベルから下位レ
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ベルに対する技術指導やモニタリングが規定され、2009 年には「医薬衛生体制改革」の下に公

衆衛生セクター改革が進められており、EPIを含む公衆衛生サービスの強化が促進されている。

以上により、中国独自で疾病コントロールに係る事業の管理体制が強化され、予防接種サービ

スの改善に大きく貢献している。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクト後半に取り組まれた接種証検査及び補足接種事業については、対象省・自治区

の各 2 カ所のパイロット県・区に対して実施されることとなっており、活動実施にあたっては

省・自治区 C/P との綿密な話し合いや専門家の詳細な指導の下に活動が進められる予定であっ

た。しかしながら、日本人専門家と中国 CDCの日中プロジェクト関係者間の意思疎通が十分図

れなかったことにより、各省・自治区の C/P とのコミュニケーションが円滑に取れない状況が

続き、プロジェクトの効率性に影響する結果となった。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトの目標達成度及びアウトプットは以上のとおり満足いくレベルに達してお

り、効率性の一部に課題が見受けられたものの、妥当性、有効性は高く、正のインパクトが確

認されているほか、持続性も見込まれている。プロジェクト対象地域におけるサーベイランス

及び予防接種サービスの質的向上が順調に進展し、十分な成果を上げていると判断されること

から、プロジェクト目標の達成見込みは高く、本プロジェクトは予定どおり終了することとす

る。特にプロジェクト後半に取り組んだ接種証検査及び補足接種事業は、パイロット県・区に

おいて成果を上げており、麻疹をはじめとするワクチン予防可能疾患の効果的なコントロール

につながっている。また、同活動を通し、衛生部門と教育部門との連携の場が強化され、それ

に基盤を置いた「入園入学時接種証検査に関する教師向けマニュアル」の作成、研修実施と研

修手法の改善などの人材育成が進められている。パイロット県・区外への普及の基盤も整備さ

れているため、今後、パイロット活動を通して得られた経験・知見及び課題を総括し、普及を

確実に進めることで、上位目標である子どもの健康の向上が達成される可能性は高い。 

 

３－６ 提 言 

（１）接種証検査及び補足接種事業の有効性向上について（中国 CDC、各省・自治区 CDCに対

する提言） 

１）接種証検査及び補足接種事業のプロセスを円滑にするため、それぞれの段階での責任

の所在を明確にする必要がある。予防接種証／証明書の提示は保護者に、接種証検査は

学校に、補足接種は衛生部門にそれぞれ責任があることとし、そのうえで必要に応じて

教育と衛生部門が協力すべきである。 

２）予防接種に対する保護者の責任をより明確にするとともに、保護者の判断を容易にす

るための広報、教育活動を強化する必要がある。同時に、入園入学募集に先立って予防

接種証またはそれに代わる証明書が必要であること、証明書がない場合には補足接種が

必要になることを周知させる。 

３）接種証検査及び補足接種事業の進捗状況を把握するために、指標データの内容や定義、

実施時期を明確にして評価方法を確立し、定期的に評価を実施するべきである。評価結

果を基に未補足接種の原因を明らかにし、原因別に対応策を検討して事業改善に資する

ことが望ましい。 

 

（２）プロジェクト成果のパイロット県・区外への普及について（中国衛生部・CDC、各省・

自治区衛生庁・CDCに対する提言） 

１）対象省・自治区はプロジェクトの残りの期間でプロジェクトが実施してきた接種証検
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査及び補足接種事業のモデルをパイロット県・区外へ普及させる。 

２）中央政府あるいは省・自治区はプロジェクトのアプローチや手法を中国全土に普及す

ることを検討する。 

３）これらの事業を推進するには、中央政府の関与が必要である。また、国、あるいは各

級政府が普及のための経費を考慮する必要がある。 

（３）部門間連携によるプラットホームの活用について（中国 CDC、江西省 CDC、南豊県 CDC

に対する提言） 

プロジェクトが取り組んだ参加型ワークショップや研修サイクル・マネジメント等の導

入による部門間の連携促進、プラットホームの形成はワクチン予防可能疾患にとどまらず、

子どもの栄養問題、母子保健等にも活用でき、今後の中国の児童衛生向上に大きく貢献す

る可能性がある。例えば、本プロジェクトの波及効果として、江西省南豊県では接種証、

妊婦手帳、小児手帳の 3 冊を母子健康手帳に統合する試みが進められ、予防接種への住民

の関心が高まり、保護者が接種証の重要性を認識するようになった。これにより、子ども

の健康に大きく関係する周産期保健への関心が高まることが期待される。これについては、

現時点ではまだ手帳が配布されていないため、プロジェクトの残りの期間で母子健康手帳

を適切に配布し、成果の評価方法を検討し、プロジェクトの成果及びインパクトをモニタ

リングすることが望まれる。 
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SUMMARY OF TERMINAL EVALUATION 
 

1. Outline of the Project 

Country: People’s Republic of China 

(hereinafter referred to as ‘China’) 

Project title: Project for Surveillance and Control for 

Vaccine-Preventable Diseases 

Issue/ Sector: Health Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge: JICA China Office Total Cost: (As of June 2011) 565 million JPY 

Period of 

Cooperation 

Dec. 2006- Dec. 2011 

(Five years) 

 

Partner Organization: 

-Ministry of Health of People’s Republic of China 

-Chinese Center for Disease Control and Prevention (CCDC) 

-Provincial Health Offices and Provincial CDCs in three 

provinces and two autonomous regions (Jiangxi, Sichuan, 

Gansu, Ningxia and Xinjiang) 

Supporting Organization: 

-National Center for Global Health and Medicine (NCGM) 

-National Institute of Infectious Disease (NIID) 

1-1 Background of the Project 

Government of People’s Republic of China (hereinafter referred to as Chinese government) has 

implemented the Expanded Programme on Immunization (EPI) since 1978 and the program has greatly 

contributed to control the infectious disease such as poliomyelitis (polio), measles, hepatitis B and Japanese 

encephalitis. Regarding with polio, Japanese government has particularly contributed to capacity 

development of concerned personnel and establishment of system for EPI through Grant Aid and Technical 

Cooperation, coordinating with World Health Organization (WHO) and United Nations Children's Fund 

(UNICEF). As a result, Chinese government accomplished to declare the eradication of polio from China in 

2000. 

Currently, however, there has been magnified a economical gap between rural and urban area in China, 

and  as for infection control, the potential risk of the epidemic for infectious disease is increasing because of 

a lack of capacity in surveillance and systems concerned with EPI. Moreover, the elimination of measles and 

the control of hepatitis B by 2012, and the maintenance of polio-free status were agreed on the ministerial 

level meeting of the WHO Regional Office for the Western Pacific (WPRO) held in 2005. Chinese 

government is facing with the improvement of the services of EPI particularly in rural areas toward the 

achievement of these goals. In response to above, the Project for Surveillance and Control for 

Vaccine-Preventable Diseases has been launched in December 2006 which lasts for five years in cooperation 

with MOH, CCDC and provincial CDC, which is based on the earlier outputs of the cooperation that 

Japanese government had implemented in the past. 

The project purpose is to improve the quality of the immunization services and the level of surveillance 

in rural areas. In the implementation of the Project, the following five outputs were planned to achieve the 

project purpose in five Midwestern provinces and autonomous regions; 1) strengthening of surveillances, 2) 

improvement of the function of laboratory diagnosis of CDC, 3) establishment of the coordinating system 

among organizations concerned with EPI, 4) improvement of the EPI services and 5) strengthening of the 

education of advocacy regarding EPI. Based on the result of the Mid-term Review in March 2009, the Project 

has started to concentrate more on the activities related to the measles elimination by considering the priority 

in achieving the project purpose. 

Regarding measles, despite the coverage of vaccination has reached more than 95%, the trend of the  
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decrease of the incidence has not yet confirmed and outbreaks has occurred periodically. Against the issue 

above, the Project assessed that one of the reasons causing this issue was difficulties for people including the 

floating population and ethnic minority groups in access to the EPI services. Therefore, the Project has 

focused on the support for “the checking-up of immunization record and supplemental immunization of the 

children who missed routine immunization (hereinafter referred as to “the checking-up of immunization 

record and supplemental immunization”)” after the Mid-term Review, and the Project has worked for 

developing and trial of the school teachers’ manual for the implementation of the checking-up of 

immunization record and supplemental immunization, implementing and monitoring of the training for the 

checking-up of immunization record and supplemental immunization and promoting the awareness of them 

including the EPI services. Through the activities mentioned above, the Project has made efforts to promote 

coordinating among the organizations such education sector (Bureau of Education, Primary Schools and 

Kindergartens), and to introduce the Training Cycle Management. Also, the Project has strengthened 

cross-sectoral administrative capacity and has established its system to minimize the harmful influence which 

is caused by many vertical programs in critical settings. 

 

1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal: The health for children is improved in the five target provinces and autonomous regions 

through the control of diseases associated to the Project. 

(2) Project Purpose: The level of surveillance and the quality of immunization service is improved in the 

five target provinces and autonomous regions in the Project. 

(3) Outputs： 

1） Field surveillance, including regular monitoring, monitoring and supervision, and reporting system, is 

strengthened. 

2） Network for polio laboratories is strengthened, diagnostic level of measles laboratories at each level is 

improved, and cooperation to Japanese encephalitis laboratories is maintained. 

3） The system for linkage and communication with other organizations related to EPI is established. 

4） Immunization services are improved. 

5） The activities for education and advocacy related to immunization are enhanced. 

(4) Input (at the point of Terminal Evaluation) ( Total Cost: 565 million JPY) 

Japan:  

Long-term Experts 6 persons Provision of Equipment 9,224,468 CNY1 

Short-term Experts Total 43 persons Cost for Activities 9,323,779 CNY 

Trainings in Japan 45 persons Cost for Equipment 401,340 CNY 

China:    

Counterparts 144 persons Local Cost 180,205,900 CNY

Project Office in CCDC was provided by the Chinese side. 
 

2. Review Team 

Members Leader Ms. Kazuko KURASHINA Deputy Resident Representative, JICA China 

Office 

Member from 

Chinese side 

Dr. LI Quan-Le Director, the Department of Disease Control, the 

Ministry of Health, China 

Infection 

Control 

Dr. Hiroshi YOSHIKURA Councilor, Pharmaceutical and Food Safety 

Bureau, Food Safety Department, Ministry of 

                                                        
1 1 CNY was converted to 14.4856JPY in JICA regulated rate as of June 2011. 
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Health, Labor and Welfare 

EPI 

Administration 

Dr. Tamotsu NAKASA Director, Expert Dispatch Services Center, 

Department of International Medical Cooperation, 

National Center for Global Health and Medicine 

Cooperation 

Planning 

Mr. Ryotaro ODA Program Officer, JICA China Office 

Coordinator Dr. LIU Ran National Staff (Health Sector), JICA China Office 

Evaluation 

Analysis 

Ms. Michiko FUJIMOTO Senior Consultant, Fujita Planning Co., Ltd. 

 

Period of Evaluation May 29th- June 28th, 2011 Type of Evaluation: Terminal Evaluation

3. Results of Review 

3-1. Verification of Performance 

(1) Achievement of Outputs 

1) Output 1: Field surveillance, including regular monitoring, monitoring and supervision, and reporting 

system, is strengthened. 

In the first half of the project period, trainings related to polio Acute Flaccid Paralysis (AFP) 

surveillance, measles surveillance and hepatitis B surveillance were carried out. It is confirmed that field 

surveillance which is obligated to the CDC at each level by MOH was implemented appropriately judging the 

result of the review by WHO. In the latter half of the project period, the support to the checking-up of 

immunization record and supplemental immunization has been implemented. The pilot provinces and 

autonomous regions have recognized the checking-up of immunization record and supplemental 

immunization as a part of field surveillances. Moreover, the information in schools regarding epidemic of 

infectious disease such as measles has come to be reported immediately to the health organizations due to the 

strengthening of the coordination between the educational department and the health department. In addition 

to the fact that the checking-up of immunization record and supplemental immunization is a part of 

surveillance, it also strengthened the coordination between the schools and the health department including 

CDCs and clinics as a platform in implementing surveillance. Therefore, trainings and surveillances 

mentioned above are implemented appropriately in terms of both quality and quantity. 

 

2) Output 2:  Network for polio laboratories is strengthened, diagnostic level of measles laboratories at 

each level is improved, and cooperation to Japanese encephalitis laboratories is maintained. 

Since Mid-term Review, total 9 members from CCDC and provincial CDCs participated to the training 

courses held in NIID in Japan to strengthen the function of measles and polio laboratory; 3 persons to 

“learning techniques for laboratory diagnosis of polio eradication”, 3 persons to “learning laboratory 

diagnostic techniques for the global control of vaccine-preventable diseases including polio”, and 3 persons 

to “inspect and acquire measles virus genetic testing technology”. After joining the training courses, the 

participants provide their gained knowledge and skills to their colleagues in the CDCs they belong to or staff 

in the lower branch of the organizations through the routine trainings. Thus, the outputs of the trainings have 

been expanded to the personnel not concerned with the Project directly. In addition to the outputs mentioned 

as below, the functionality of laboratories has been steadily improved. The reasons are as follows; 1) the 

result of annual WHO accreditation of province laboratories for polio and measles reached to regulated 

standard in the project period, 2) the result of WHO proficiency test of province laboratories for polio also 

reached to more than 95%. Also, laboratory equipment provided from Japan under the Project are used 

properly, it was confirmed that equipment provision has contributed to improve diagnostic techniques relating 

the Project. Regarding the cooperation with laboratory in the field of Japanese encephalitis, it was confirmed 
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at the Mid-term Review that the outputs were achieved at the satisfactory level which has been maintained 

until the point of the Terminal evaluation. 

 

3) Output 3: The system for linkage and communication with other organizations related to EPI is 

established. 

“Five-provinces meeting” has been conducted annually or biannually in the Project. The meeting gave 

the opportunities for the counterparts in each province to share and exchange experiences regarding the EPI 

activities, and to make it better to analyze the current state and situation for themselves. As a result, EPI 

activities have been improved through the meeting. In addition, experts attended nation-wide and 

international conferences such as “EPI advisory group meeting”, “Anti-measles nation-wide meeting”, 

“Interagency Coordinating Committee”. Through the attendance of the meetings, the communicating and 

coordinating system with the internal/international organization such as WHO and UNICEF has been 

strengthened. 

 

4) Output 4: Immunization services are improved. 

In the latter half of the project period, the Project mainly supported to the activities of checking-up of 

immunization record and supplemental immunization at the pilot districts; two pilot districts were selected in 

each province. It aimed at raising the coverage of immunization. In 2009, the Project supported for three 

provinces and two autonomous regions to give the official notice on carrying out the checking-up of 

immunization record and supplemental immunization which indicates mission, procedures and 

responsibilities for the each concerned organization. Moreover, the Project developed “teachers’ manual of 

the checking-up of immunization record and supplemental immunization” for teachers in kindergartens and 

primary schools. To introduce the official notice and the manual at the pilot districts, the Project conducted 

trainings of trainers and participatory trainings for the personnel on the field of both health and education 

together to reinforce their knowledge and skills. The total number of training participants reached to 12,969 

in targeted provinces. 

After carrying out above project activities, the coordinating system between the health department and 

the education department was tightened, and the responsibility of each department on the checking-up of 

immunization record and supplemental immunization of the incomplete immunization children was clarified. 

As a result, the checking-up of immunization record were carried out with less error. Currently, almost 100% 

of the children who are entering schools in pilot districts have received the checking-up of immunization 

record. Compared with the coverage rate of supplemental immunization at whole provinces to which the pilot 

district belong, the coverage of pilot districts has increased. Especially, the coverage of supplemental 

immunization for measles has increased (whole provinces: 89.05%, pilot districts: 96.8%). Though quality of 

the checking-up of immunization record and supplemental immunization has been improved in the pilot 

districts as described above, the effects of the pilot districts have not been fully disseminated to other districts 

at the point of the Terminal Evaluation. Also, the study for the Terminal Evaluation revealed the problems to 

be improved in implementation of the checking-up of immunization record and supplemental immunization, 

such as the procedure and the method of following-up. 

In addition to the project activities listed above, the trainings to strengthen the epidemiological 

administration on EPI were conducted in Japan. The participants of the trainings have worked on the project 

activities as leading personnel and have contributed producing the outputs of the Project.  

Also, the equipment concerned with cold chain provided from Japan was effectively used in the project 

sites. Particularly, the supplemental provision of the refrigerators and vaccine carriers was carried out timely 

and urgently, when the disaster of an avalanche of rocks and earth occurred at Zhouqu district in Gansu 

Province in August 2010. It prevented outbreak of infectious diseases in the stricken area. 
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5) Output 5: The activities for education and advocacy related to immunization are enhanced. 

Each CDC at three provinces and two autonomous regions developed posters and goods for advocacy 

regarding the checking-up of immunization record and supplemental immunization of the incomplete 

immunization children. And also, CDCs utilized communication tools such as commercials on TV and short 

messages of mobile phones, so as to advocate the checking-up of immunization record and supplemental 

immunization to ordinary people. On the other hand, teachers and the rural doctors who were educated 

through the training conducted as activity of Output 4, came to send parents the information about the 

checking-up of immunization record and supplemental immunization. In response to the activities mentioned 

above, it was confirmed on site survey in the Terminal Evaluation that the parents in every pilot district got to 

be more cooperative with the checking-up of immunization record and supplemental immunization, 

compared with before launching of the Project. 

 

(2) Achievement of Project Purpose:  The level of surveillance and the quality of immunization service is 

improved in the five target provinces and autonomous regions in the Project. 

The reported coverage rates of immunization for polio, measles, and hepatitis B have been maintained 

at high coverage rate. Also, the surveillances regarding polio and measles have been properly conducted as 

the WHO reviewed. The implementation of the checking-up of immunization record and supplemental 

immunization of the incomplete immunization children made the coverage of supplemental immunization on 

polio, measles, Japanese encephalitis and hepatitis B increased. Therefore, it is highly expected to achieve the 

project purpose until the end of the project period. The respective reported coverage rate for target diseases 

are shown as follows. 

*Polio(2010): Jiangxi 99.81%, Sichuan 99.33%, Gansu 99.80%, Ningxia 99.56%, Xinjiang 99.41% 

*Measles (2010): Jiangxi 99.70%, Sichuan 99.03%, Gansu 99.55%, Ningxia 99.46%, Xinjiang 95.99% 

*Hepatitis B(2010, Immunization within 24 hours of birth): Jiangxi 95.40%, Sichuan 87.71%, Gansu 93.05%, 

Ningxia 95.92%, Xinjiang 86.30% 

*Hepatitis B(2010, Completed case for immunization 3 times): Jiangxi 99.86%, Sichuan 99.33%, Gansu 

99.80%, Ningxia 99.52%, Xinjiang 99.27% 

 

(3) Prospect of Overall Goal: The health for children is improved in the five target provinces and 

autonomous regions through the control of diseases associated to the Project. 

Currently, significant outputs were generated in nationwide through a series of EPI activities under the 

guidance of the Ministry of Health in China. Although the polio-free is maintained at the point of the 

Terminal evaluation in May 2011, it is necessary to strengthen the prevention of the imported infection by 

wild polio virus because the major outbreak of polio occurred in neighboring Tajikistan in 2010. Incidence of 

measles have been reduced to the lowest level in history, however it has not been eliminated yet. The 

infection of hepatitis B has been adequately controlled currently, and especially, the prevalence rate of 

hepatitis B antigen for children under five years has reduced below 1%. Infection of Japanese encephalitis is 

well controlled. Judged based on the situation mentioned above, EPI-related infectious diseases in the target 

provinces are controlled effectively, and it is expected that the standard of health for children is improved.  

 

3-2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

Considering the policies related with the EPI in China and WPRO and the consistency with the 

Japanese ODA strategy, the relevance of the Project is high. Policies for EPI strengthening are indicated in 

“11th five-year plan (2006-2010)” and “Health sector reform (2009-),” and polio-free, elimination of measles 

and control of hepatitis B which are all targeted I the Project are set as regional common purpose in WPRO 
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region. 

 

(2) Effectiveness 

Effectiveness of the project is high. Regarding the strengthening of the field surveillance and the 

functionality of laboratory, the Project executed the dispatch of experts and equipment provision in the first 

half, and the trainings in Japan in the latter half of the project period. Also, Ministry of Health in China has 

strengthened the management system for disease control from the aspect of administration. The system 

regulates that administrative organization at upper level provides technical guidance and monitoring to the 

organization at lower level. On the other hand, the cooperation for the checking-up of immunization record 

and supplemental immunization in the latter half of the project period strengthened the coordination between 

health department and education department. And it clarified the work procedure and the responsibility of the 

personnel concerned with the activities. In addition, the development of the teachers’ manual and the 

provision of the training for teachers and rural doctors made the checking-up of immunization record and 

supplemental immunization to be executed more precisely at the pilot sites. The teachers increased their 

awareness that the immunization is important of health care for children in school due to strengthening of the 

coordination between health department and education department. Then, the teachers began to send 

information about health care including the immunization more than before the Project. The parents also 

increased their awareness of the importance of immunization for their children. Currently, people’s awareness 

of health has risen by economic development in China. These things mentioned above generated synergic 

effect, and the supplemental immunization has been promoted for incomplete immunization children. As a 

result, it is considered that the effect of the Project contributed to the reduction of incidence of infectious 

disease such as measles. Therefore, it is judged that outputs were enough to achieve project purpose and there 

are no significant influences of external conditions. 

However, it was found out that the process of the checking-up of immunization record and 

supplemental immunization and the recording method of the activities were rather complicated and it 

prevented the teachers from following up of supplemental immunization smoothly. To execute the 

checking-up of immunization record and supplemental immunization more precisely, it is necessary for the 

Project to verify the process, to clarify the problem and to improve them. 

 

(3) Efficiency 

Since lack of communication between Japanese side and Chinese side partially affected the efficiency, 

efficiency of the Project is evaluated as moderate. Although project activities were selected through the 

mid-term review, activities have been implementer enough to produce each output and inputs, timing of 

activities, qualities and quantities were all relatively satisfactory. However, to achieve the Project Purpose, it 

is necessary to disseminate the outputs of the Project at the pilot districts to other districts in each province. 

The project team should pay attention to better communication each other for smooth implementation of the 

project activities. The equipment provision directly contributed to the strengthening of the epidemic

surveillance and the functionality of laboratories. The project activities were implemented smoothly utilizing 

the equipment. Therefore, it is judged that the input is appropriate to produce the outputs in the Project. 

 In the latter half of the project period, the dispatch of short-term experts and trainings in Japan were 

executed for the cooperation in the field of laboratory. However, the preparation and follow-up of activities 

above did not much involve long-term experts in the project office. If the trainings in Japan were coordinated 

in cooperation with the project office, the efficiency of the Project is considered to be more increased. 

 

(4) Impact 

The Project has supported EPI activities focused on the elimination of measles which is one of national 
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health plan in China. In latter half of the Project, the supplemental immunization has been enhanced at the 

pilot districts and contributed to the control of epidemic of concerned diseases to a certain degree. At the time 

of the Terminal Evaluation, the effect mentioned above in the pilot districts has just begun to be disseminated 

to a few other districts partly in some provinces and autonomous regions. It was observed that incidence of 

measles, hepatitis B, polio and Japanese  encephalitis which are set as indicators of overall goal, have been 

effectively controlled and it is expected to be achieved if children’s health keep improving by disseminating 

project effects. 

As for positive impacts, the Project conducted trainings of trainers and participatory trainings for the 

personnel on the field of both health and education together to reinforce their knowledge and skill on the 

checking-up of immunization record and supplemental immunization of the incomplete immunization 

children. The coordinating system between health department and education department was reinforced and 

the expansion of EPI activities was promoted through the coordination between both departments. And the 

coordination system enhanced not only the activities of the checking-up of immunization record and 

supplemental immunization, but also other activities on public health due to sharing various information. As a 

result, the coordinating and collaborating system between different departments were reinforced to improve 

health issue. At Nanfeng district in Jiangxi Province, the coordinating system between EPI department and 

Maternal and Child Health department in District Health Office was constructed tightly, and they have 

collaborated to integrate the three kinds of medical records; ‘immunization record’, ‘pregnancy health record’

and ‘child health record’ respectively, to ‘maternal and child health handbook’. The importance of 

immunization has been recognized in the project sites and it is expected that synergistic effect to interest of 

perinatal health increases. 

 

(5) Sustainability 

The works to improve the activities in laboratory and surveillance are implemented as routine activities 

of the CDC in provinces and autonomous province, and sustainability is relatively high. Regarding the 

checking-up of immunization record, with regard to the aspect of policy, system and implementation skill, 

sustainability is high at the pilot districts. The provinces and autonomous regions is revising the plan for the 

checking-up of immunization record, and they are preparing to disseminate the process of the checking-up of 

immunization record conducted by the Project utilizing teachers’ manual for the checking-up of 

immunization record and supplemental immunization issued by the Project. The counterparts in pilot districts 

have already acquired the knowledge and skill to provide the training. Moreover, it is essential for 

administration of the both education and health in higher level such as provincial level and prefectural level 

than country level to collaborate each other practically to disseminate the outcomes of the Project to all 

countries in target provinces and autonomous regions. To enhance the organizational sustainability of the 

Project, it is desirable to strengthen cross-sectoral collaboration such as health and education sectors with the 

higher level government agencies’ understanding and commitment to the activities of the checking-up of 

immunization record. Also, as for budged aspect of the sustainability, it is necessary for the CDCs at each 

level to secure the budget for the training of the checking-up of immunization record and make the training 

implementation efficient since the Project has spent the implementation costs of training so far. 

 

3-3. Factors promoting effect of the Project 

Since the commencement of the Project, the Chinese government has significantly increased the 

importance of the policies related to the vaccination. In 2008, the Ministry of Health stipulated the 

responsibility of the CDC at all levels. With the development of the system, it is specified that the CDC at 

higher levels provide technical guidance and monitoring to the CDC at lower level. The reform of public 

health sector is underway after the issue of ‘Restructuring health and pharmaceutical system’ in 2009 and it 
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has been promoted to strengthen public health services including the EPI. Thus, the Chinese government has 

enhanced management system regarding disease control on its own and it has been contributed greatly to 

improving the immunization services. 

 

3-4. Factors inhibiting the effect of the Project 

Project has supported the activities regarding the checking-up of immunization record and 

supplemental immunization at the latter stage of the Project. This activity was to be implemented in two pilot 

countries in each of the provinces and autonomous regions, and implementation of activities would be carried 

out based on detailed discussion between Japanese Experts and C/P in provinces and autonomous regions and 

the in-depth instruction by Japanese Experts. However, the Japanese Experts and personnel concerned with 

CCDC could not communicate enough, and it has been difficult for Japanese Experts to communicate with 

the C/P in provinces and autonomous regions smoothly, which resulted in having an influence on efficiency 

of the Project. 

 

3-5. Conclusion 

Outputs and progress toward the goal of the Project has reached satisfactory levels, as described above 

considering the fact that relevance and effectiveness are high, with positive impacts and sustainability. 

Judging the progress steadily improving the quality of immunization services and surveillance in the project 

provinces, the achievements of the Project are sufficient and the Project may be terminated as planned. The 

checking-up of immunization record and supplemental immunization of the incomplete immunization 

children, in particular, has contributed to the outputs of the Project in the pilot districts, and it has led to 

effective control of preventable diseases such as measles. In addition, through the above activities, the 

platform for the coordination between the health department and education department toward health issues 

has been enhanced. The teachers’ manual for the checking-up of immunization record and supplemental 

immunization was issued and the method of implementation of the training for the method and procedure was 

improved on the platform. Also the foundation of the dissemination to outside of the pilot districts has been 

developed. Summarizing up the experience, knowledge and challenges gained through activities of the 

Project, the prospect is high that the children's health as overall will be improved. 

 

3-6. Recommendation 

(1) The enhancement of the effectiveness of the checking-up of immunization record and supplemental 

immunization of the incomplete immunization children (for CCDC, Provincial CDCs) 

1) To implement the process of the checking-up of immunization record and supplemental 

immunization smoothly, it is necessary to clarify the responsibilities of education department and 

health department in each stage of the works. It is better to identify that parents have responsibility 

for submission of proof of children’s immunization history, education department has responsibility 

for checking-up of immunization record and health department has the responsibility for the 

supplemental immunization. Also it is desirable that related departments work together if needed. 

2) It is necessary to clarify the responsibility of the parents. Also, it is necessary to strengthen the 

activities for advocacy and education to make the parents’ decision easy regarding the vaccination. 

Also, it is desirable to announce vaccination record or substitute certification as necessary items for 

the admission to parents prior to recruitment of new students into kindergarten and primary school. 

It is necessary to announce that supplemental vaccination is must for children if there is not any 

certification to identify children’s vaccination history. 

3) To monitor the progress of the checking-up of immunization record and supplemental 

immunization, it is necessary to identify to evaluation method including the verifiable indicators, 
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means and timing of verification. Utilizing the evaluation method, the evaluation should be carried 

out constantly. It is desirable to determine the cause of incomplete immunization children based on 

the result of the evaluation, and to improve the activities against each problem.  

 

(2) The dissemination of the outputs of the Project at pilot districts to other districts (for MOH and CCDC, 

Provincial Health Offices and CDCs) 

1) It is necessary that the CDCs of provinces and autonomous regions disseminates the model of the 

checking-up of immunization record and supplemental immunization of the incomplete 

immunization children which the Project has implemented to outside of pilot districts in the rest of 

the project period. 

2) It is desirable that the government of national, provincial and autonomous regions level take it 

consideration disseminating the approach and method of the activities regarding the checking-up of 

immunization record and supplemental immunization all over China. 

3) In order to promote the activities mentioned above, national government needs to commit to the 

taking leadership for the concerned activities. In addition, national and provincial governments 

need to secure the cost for the dissemination. 

 

(3) Utilization of the platform through collaboration among departments (for CCDC, Jiangxi CDC, Nanfeng 

CDC) 

The promotion of the coordination among departments implemented by the Project, such as the 

workshop on participation and the introduction of the Project Cycle Management training formulated the 

platform to work, and it can be utilized for the implementing the projects concerned to nutrition and 

maternal and child health. It has great potential to contribute to the improvement of the child health in 

China. In fact, the Project has had impact on the maternal and child health. The CDC and the Department 

of Health is proceeding the integration of the ‘immunization record’, ‘pregnancy health record’ and ‘child 

health record’ to ‘maternal and child health handbook’ at Nanfeng District in Jiangxi Province. As the 

result, the community’s concern to EPI has increased and parents have come to recognize the importance 

of the ‘immunization record’. The ‘maternal and child health handbook’ is expected to promote the concern 

to perinatal health to have much to do with child health. The handbook has not been distributed yet, and it 

is desirable that related organization should distribute the handbooks, consider the evaluation method of the 

outputs, and monitor the outputs and impacts of the Project in the rest of the project period. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）政府は 1978 年以降、30 年以上にわたり拡大予防接種

計画（Expanded Programme on Immunization：EPI）を展開しており、子どもを中心としたワクチン

予防可能感染症（ポリオ、麻疹、B型肝炎、日本脳炎等）の感染制御に大きな役割を果たしてきた。

特にポリオに関して、わが国は世界保健機関（WHO）や国連児童基金（UNICEF）と協調しつつ、

1991 年より無償資金協力や技術協力を通じて中国側関係者の能力向上と体制整備に寄与してきて

おり、2000年には中国における「ポリオ根絶宣言」を達成するに至った。 

しかしながら、中国では近年、都市部と農村部の経済格差が拡大化しており、感染症対策にお

いても農村部における感染拡大の潜在的リスクが高まっている。また、2005年に開催された WHO

西太平洋地区の大臣級会合では、ポリオフリーの維持、2012年までの麻疹排除、及び B型肝炎感

染抑制が合意されており、これら目標の達成に向け、特に農村部における予防接種事業の改善が

強く求められている状況である。 

このような背景に基づき、JICA ではポリオ対策を代表とするそれまでの中国における予防接種

部門への協力成果を基盤としつつ、中国衛生部（日本の厚生労働省に相当）及び疾病予防コント

ロールセンター（Center for Disease Control and Prevention：CDC）をカウンターパート（C/P）機関

とし、技術協力プロジェクト「ワクチン予防可能感染症のサーベイランス及びコントロールプロ

ジェクト」を 2006年 12月から 2011年 12月までの 5年間の予定で実施中である。 

本プロジェクトでは、農村部におけるサーベイランス水準と予防接種サービスの質向上を目標

とし、中西部の 5省・自治区（江西省、四川省、甘粛省、寧夏回族自治区、新疆ウイグル自治区）

において、①フィールドサーベイランスの強化、②実験室診断機能の強化、③関係機関間の連携・

協調体制の確立、④予防接種サービスの改善、⑤教育・啓発活動の強化の 5 つを成果に据えて活

動を展開している。2009 年 3 月の中間評価では、多岐にわたるプロジェクト活動の選択と集中が

図られ、特に麻疹排除に関連する活動に優先度を置くこととなった。 

麻疹は予防接種率が 95％以上に到達しているにもかかわらず、依然として発症率低下の傾向が

みられず、各地で周期的なアウトブレイクを繰り返している状態である。そのため、プロジェク

トでは流動人口や少数民族などを含む、児童の予防接種へのアクセス困難を原因のひとつと推定

し、中間評価以降、「入園・入学時予防接種証検査及び補足接種事業」（以下、「接種証検査及び補

足接種事業」と記す）への支援に重点的に取り組んでいる。具体的には、管理者用マニュアルの

策定・試行、研修実施とモニタリング、住民啓発教育の促進などである。これら活動を通し、プ

ロジェクトでは教育部門（教育局、小学校、幼稚園）との連携強化、及び研修サイクルマネジメ

ント（Training Cycle Management：TCM）手法の導入による持続性の確保に留意してきており、個

別の疾病対策アプローチの適用による弊害を最小化し、横断的な行政能力の強化と仕組み構築の

ための工夫を施してきている状況である。 

今般、本プロジェクトが 2011 年 12 月で終了するにあたり、先方政府と合同でプロジェクトの

実績と計画に対する達成度を確認するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、持続性）の観点から評価を行うべく、終了時評価調査団を派遣した。同調査団では評価結

果に基づき、残りの活動期間における提言を行うとともに、協力期間終了後の方向性について先

方政府と協議を行った。また、類似案件へのフィードバックとして、本協力から得られた教訓を
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取りまとめ、合同評価報告書を作成し、合意文書（＝ミニッツ；M/M）を締結した。 

なお、調査内容は以下のとおりである。 

・既存資料の整理・分析、プロジェクト関係者への質問票・インタビュー、評価ワークショ

ップ等を通じて、プロジェクトの実績（投入、活動、アウトプット、プロジェクト目標達

成度等）、活動プロセス、貢献・阻害要因等を抽出する。 

・上記の結果に基づき、プロジェクト目標が達成されたかどうかを評価 5 項目（妥当性、有

効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評価する。 

・評価結果に基づき、残りの活動期間における提言を行うとともに、協力期間終了後の方向

性について日中関係者間で協議する。 

・日中双方で合意した内容を合同評価報告書として取りまとめ、M/Mの署名交換を行う。 

 

１－２ 調査団の構成 

 

氏 名 担当分野 所属先 派遣期間 

倉科 和子 総括／団長 JICA中華人民共和国事務所 

所長代理（当時） 6/12～6/28 

吉倉 廣 感染症対策 厚生労働省医薬食品局食品安全部 

参与／国立感染症研究所 名誉所員 6/12～6/24 

仲佐 保 EPI行政 国立国際医療研究センター国際医療協力部 

国際派遣センター長 6/19～6/28 

小田 遼太郎 協力企画 JICA中華人民共和国事務所 

所員 6/12～6/28 

劉然 業務調整 JICA中華人民共和国事務所 

ナショナルスタッフ（保健医療班） 6/17～6/28 

藤本 美智子 評価分析 株式会社フジタプランニング 

海外調査部 主任研究員 5/29～6/28 

※合同評価として、衛生部から「李全楽 氏（疾病予防コントロール局免疫計画管理処処長）」が

中国側メンバーとして参団した（6/12～6/28）。 
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１－３ 調査日程 

 

日付 曜 場所 活動 宿泊地 

2011/5/29 日 

北京 

移動（藤本：CA182/羽田 13：50発→北京 16：30着） 北京 1 

2011/5/30 月 
JICA事務所打合せ 
専門家インタビュー 

北京 2 

2011/5/31 火 
衛生部/疾病予防コントロール局（CCDC）インタビュー（EPI
行政） 
CCDCインタビュー（ラボ関係） 

北京 3 

2011/6/1 水 

江西 

移動（MU5174/北京 11：25発→南昌 13：55着） 
江西省衛生庁/疾病予防コントロールセンター（CDC）インタビ
ュー 

南昌 1 

2011/6/2 木 
移動（南昌→南豊県） 
南豊県 CDC及び教育局インタビュー 

南豊 1 

2011/6/3 金 
南豊県母子保健所インタビュー 
南豊県衛生院、幼稚園、小学校訪問 

南豊 2 

2011/6/4 土 移動（南豊県→南昌） 南昌 1 

2011/6/5 日 資料整理 南昌 2 

2011/6/6 月 

甘粛 

移動（HU7650/南昌 14：30発→蘭州 18：05着） 蘭州 1 

2011/6/7 火 
甘粛省衛生庁/CDCインタビュー 
移動（蘭州→安定区） 
安定区 CDC及び教育局インタビュー 

安定 1 

2011/6/8 水 安定区衛生院、幼稚園、小学校訪問 安定 2 

2011/6/9 木 
移動（安定区→慶城県） 
慶城県 CDC及び教育局インタビュー 

慶城 1 

2011/6/10 金 慶城県衛生院、幼稚園、小学校訪問 慶城 2 

2011/6/11 土 

寧夏 

移動（慶城県→銀川） 銀川 1 

2011/6/12 日 
移動（吉倉：NH1225/羽田 9：25発→北京 12：20着） 
移動（李全楽＋吉倉、倉科、小田＋プロジェクト専門家： 
CA1263/北京 17：15発→銀川 19：05着） 

銀川 2 

2011/6/13 月 
寧夏回族自治区衛生庁インタビュー 
寧夏回族自治区 CDCインタビュー、ラボ視察 

隆徳 1 

2011/6/14 火 
移動（銀川→隆徳県） 
隆徳県 CDC及び教育局インタビュー 

隆徳 2 

2011/6/15 水 隆徳県衛生院、幼稚園、小学校訪問 隆徳 3 

2011/6/16 木 
隆徳県衛生室訪問 
移動（隆徳県→銀川） 

銀川 1 

2011/6/17 金 

北京 

移動（CA1218/銀川 10：05発→北京 11：50着） 北京 1 

2011/6/18 土 資料整理・ワークショップ準備（団内） 北京 2 

2011/6/19 日 
資料整理・ワークショップ準備（会場設営） 
移動（仲佐：NH955/成田 17：20発→北京 20：10着） 

北京 3 

2011/6/20 月 評価ワークショップ（1日目） 北京 4 

2011/6/21 火 
評価ワークショップ（2日目） 
UNICEF及び WHO訪問 

北京 5 

2011/6/22 水 合同評価報告書案及び M/M案作成（団内） 北京 6 

2011/6/23 木 合同評価報告書案及び M/M案作成（団内） 北京 7 

2011/6/24 金 
移動（吉倉：NH956/北京 8：30発→成田 13：05着） 
合同評価報告書案及び M/M案作成（団内） 

北京 8 

2011/6/25 土 資料整理 北京 9 

2011/6/26 日 資料整理 北京 10 
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2011/6/27 月 衛生部/CCDCとの協議 北京 11 

2011/6/28 火 
合同調整委員会（JCC）及び M/M署名交換 
移動（仲佐：NH1256/北京 15：45発→羽田 20：15着） 
  （藤本：CA421/北京 16：40発→成田 21：00着） 

― 

 

１－４ 主要面談者 

＜中国側＞ 

（１）中国衛生部 

李全楽   衛生部 疾病予防コントロール局 免疫計画管理処 処長 

呉振華 衛生部 疾病予防コントロール局 免疫計画管理処 

 

（２）中国 CDC 

王華慶 中国 CDC 免疫計画センター 副主任 

周玉清 中国 CDC 免疫計画センター 総合業務室 責任者 

岳晨妍 中国 CDC 免疫計画センター 総合業務室職員 

鄭登峰 中国 CDC 免疫計画センター 総合事務室職員 

席慶敏 中国 CDC 免疫計画センター 技師 

張勇 中国 CDC ポリオ実験室 職員 

張燕 中国 CDC 麻疹実験室 職員 

王東艶 中国 CDC ウイルス病予防コントロール所 主管技師 

檀暁娟 中国 CDC ウイルス病予防コントロール所 研究員 

許松涛 中国 CDC ウイルス病予防コントロール所 研究員 

毛乃頴 中国 CDC ウイルス病予防コントロール所 補助研究員 

姫奕昕 中国 CDC ウイルス病予防コントロール所 補助研究員 

厳冬梅 中国 CDC ウイルス病予防コントロール所 補助研究員 

 

（３）江西省 

徐海港 江西省衛生庁 母子保健社区衛生処 プロジェクト責任者 

徐匡根 江西省衛生庁 疾病コントロール処 プロジェクト責任者 

胡国良 江西省 CDC プロジェクト主管 副主任 

塗秋風 江西省 CDC 免疫計画所 所長 

周炳華 江西省 CDC 免疫計画所 副所長 

鄭敏 江西省 CDC 免疫計画所 職員 

郭世成 江西省 CDC 免疫計画所 職員 

張洪栄 江西省 CDC 免疫計画所 職員 

姚瑶 江西省 CDC 免疫計画所 職員 

熊英 江西省 CDC 疾病コントロール検査所 責任者 

王平 南豊県衛生局 副所長 

熊以基 南豊県 CDC 主任 

黄建強 南豊県 CDC 健康教育担当主任 

梅臨 南豊県 CDC 主管主任 
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朱文耀 南豊県 CDC 免疫計画科科長 

鄧邁 南豊県 CDC 免疫計画科職員 

楊潤根 南豊県市山鎮衛生院 院長 

呉冬生 南豊県市山鎮予防接種クリニック 問診主任 

羅耀 南豊県母子保健所 所長 

範周 南豊県母子保健所 小児保健科 

封祖栄 南豊県教育局 局長 

張永亮 南豊県教育局 教育科科長 

黄建軍 南豊県教育局 教育科科長補佐 

黄才煌 南豊県付属小学校 校長 

黄永琴 南豊県付属小学校 共産党書記長 

呉蔚平 南豊県付属小学校 安全科科長 

呉蔚平 南豊県付属小学校 教師 

林紅 南豊県幼稚園 園長 

胡其之 南豊県幼稚園 副園長 

湯璐 南豊県幼稚園 教師 

 

（４）甘粛省 

王之虎 甘粛省衛生庁 疾病コントロール処主任 

李慧 甘粛省 CDC 副主任 

劉建峰 甘粛省 CDC ポリオ・麻疹実験室責任者 

高麗 甘粛省 CDC 免疫計画科 科長 

張暁曙 甘粛省 CDC 免疫計画科 副科長 

王旭霞 甘粛省 CDC 免疫計画科 職員 

楊続漢 定西市 CDC 副主任 

漆可発 定西市 CDC免疫計画科 科長 

陳軍蓮 定西市 CDC免疫計画科 副科長 

郭有礼 安定区衛生局 副局長 

何佩琴 安定区 CDC 主任 

李宏 安定区 CDC 党書記 

王燕民 安定区 CDC免疫計画科科長 

張大偉 安定区 CDC免疫計画科職員 

史進福 安定区西鞏中心衛生院 院長 

李家秀 安定区西鞏中心衛生院 保健担当医師 

張銀翔 安定区教育局 副局長 

張興和 安定区西関小学校 校長 

張雲生 安定区西関小学校 教師 

張永徳 安定区北関小学校 校長 

林家麗 安定区幼稚園 園長 

趙淑英 安定区幼稚園 教師 
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張昌 安定区西鞏駅鎮中心小学校 校長 

張英 安定区西鞏駅鎮中心小学校 保健安全担当 

纾新  安定区西鞏駅鎮立常安幼稚園 教師 

夏荷 安定区西鞏駅鎮立常安幼稚園 教師 

尚棟仁 慶陽市 CDC 主任 

方暁 慶陽市 CDC 免疫計画科 職員 

慕傑民 慶陽市 CDC 事務局 主任 

時志軍 慶城県衛生局 副局長 

陳文彦 慶城県 CDC 主任 

王儒英 慶城県 CDC 副主任・党書記 

何玉鼎 慶城県 CDC 副主任 

拓恵霞 慶城県 CDC 副主任 

蘇俊賢 慶城県白馬衛生院 医師 

樊暁霞 慶城県白馬衛生院 保健担当 

夏倩 慶城県白馬衛生院 看護師 

宋懐剛 慶城県白馬舗郷顧旗村衛生所 村医 

景世福 慶城県教育局教育科 科長 

何建軍 慶城県慶華小学校 副校長 

冯晔  慶城県慶華小学校 教諭 

夏栄 慶城県慶華小学校 総務部主任 

劉文挺 慶城県慶華小学校 学生担当 

安莉 慶城県慶華小学校 組合指導者 

楊俊蓮 慶城県幼稚園 園長 

鄭燕 慶城県幼稚園 副園長 

張彩蓮 慶城県幼稚園 主任 

李会雲 慶城県幼稚園 主任 

王笑蘭 慶城県幼稚園 校医 

張暁雲 慶城県幼稚園 保健担当 

蔡慧 慶城県幼稚園 教師 

 

（５）寧夏回族自治区 

吉燕 寧夏回族自治区衛生庁 副巡視員 

張波 寧夏回族自治区衛生庁疾病コントロール処 処長 

胡愛国 寧夏回族自治区衛生庁疾病コントロール処 主任科員 

李剛 寧夏回族自治区衛生庁疾病コントロール処 主任科員 

李麗 寧夏回族自治区 CDC 主任 

周莉薇 寧夏回族自治区 CDC疾病コントロール所 所長 

苪建国 寧夏回族自治区 CDC疾病コントロール所 副所長 

石暁娟 寧夏回族自治区 CDC疾病コントロール所 EPI科 医師 

李海軍 寧夏回族自治区 CDC疾病コントロール所 EPI科 副科長 
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関光玉 寧夏回族自治区 CDC検験所 副所長 

陳慧 寧夏回族自治区 CDC検験所 主任技師 

孫向前 隆徳県人民政府 副県長 

孫忠相 隆徳県衛生局 局長 

陳潭 隆徳県衛生局 副局長 

郭慧琴 隆徳県 CDC 主任 

程国英 隆徳県 CDC 副主任 

陳鵬 隆徳県沙塘鎮中心衛生院 院長 

楊淑琴 隆徳県沙塘鎮中心衛生院 防疫科 保健担当（衛生局疾控科兼任） 

張忠国 隆徳県沙塘鎮 張樹村衛生室 村医 

何志平 隆徳県西苑社区衛生サービスステーション ステーション長 

雒宏蓮 隆徳県西苑社区衛生サービスステーション 母子科 

張順才 隆徳県教育体育局 書記 

柳永峰 隆徳県政府教育監督室 主任 

崔艶麗 隆徳県教育体育局 

張家琦 隆徳県沙塘鎮中心小学校 校長 

曹亜斌 隆徳県沙塘学区防疫スタッフ 

柳文斌 隆徳県幼稚園 園長 

彭侶麗 隆徳県幼稚園 副園長 

陳彩蓮 隆徳県幼稚園 校医 

 

＜日本側＞ 

建野 正毅 プロジェクト短期専門家（チーフアドバイザー） 

土井 正彦 プロジェクト短期専門家（研修管理） 

江田 佳代子 プロジェクト長期専門家（業務調整） 

張振喜 プロジェクト業務補助要員（秘書兼通訳） 

 

１－５ プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、1990年代から実施してきたポリオ対策、及び安全注射を目的とした JICA協

力の成果をベースとして、「ポリオ」「麻疹」「B型肝炎」「日本脳炎」の 4種類の疾患において、そ

れぞれ「サーベイランス」「実験室機能」「予防接種サービス」の強化・改善に努めるものである。 

2009 年 3 月に実施された中間評価では、指標の一部が修正されたが、改訂手続きに要する時間

的負担を勘案し、上位目標、プロジェクト目標、アウトプット、活動はプロジェクト開始当初に

設定したものと変化ない。具体的には以下の構成となっている。 

 
プロジェクトの要約 PDM（Version 2）における指標 

上位目標 

プロジェクトの実施による関連

疾病のコントロールを通じて、

対象省・自治区の子どもの健康

が向上する 

1. （麻疹）中国麻疹排除計画が目標とする指標（麻疹発症率の低減） 

2. （B 型肝炎）2010 年までに 5 歳児未満の B 型肝炎ウィルス表面抗原
陽性率 1％未満 

3. （ポリオ）ポリオフリーの維持 

4. （日本脳炎）症例が正確に診断され対策が行われる 
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プロジェクト目標 

対象省・自治区におけるサーベ

イランスの水準と予防接種サー

ビスの質が向上する 

1. （ポリオ） 
①AFPサーベイランスが維持される 
②対象省・自治区農村部における児童の予防接種が調査接種率 90％
以上を達成・維持する 

2. （麻疹） 
①接種漏れ例を補足し追加接種を行えるようになる 
②対象省・自治区における児童の予防接種が調査接種率 95％以上を
達成・維持する 

3. （B型肝炎） 
①対象省・自治区における新生児 B 肝ワクチン 3 回接種が調査接種
率およそ 90％を達成・維持する 

②対象省・自治区における施設分娩の生後 24時間以内ワクチン初回
接種率 90％以上を達成・維持する 

4. （日本脳炎） 
対象省・自治区の CDCにおいて実験室診断の技術知識が向上する 

アウトプット 

１．フィールドサーベイランス

（定期的モニタリング、監督指

導、報告システム等）が強化さ

れる 

1-1. トレーニング参加者総数の増加 

1-2. フィールドサーベイランスの実施回数の増加 

２．ポリオ実験室ネットワーク、

麻疹実験室の IgM診断機能、日
本脳炎実験室が強化される 

2-1. 対象疾患別の各種トレーニングの理解の向上 

2-2. トレーニング参加者総数の増加 

2-3. WHOポリオ実験室指標の達成 

３．EPI に関する国内外の関係
機関の連携・協調体制が確立さ

れる 

3-1. 会議の開催回数の増加と内容 

3-2. 関係機関間の予防接種対象人口に関連する情報の共有化 

４．予防接種サービスが改善さ

れる 
4-1. EPIの実施状況 

4-2. AEFI（Adverse Events Following Immunization）対策が改善する 

4-3. ワクチン管理モニタリング 

4-4. 5省で実施可能な入学時接種証検査方案が作成される 

５．予防接種に関する教育、啓

発活動が強化される 
5-1. 住民の EPIの理解の向上 

5-2. 住民への教育・啓発活動の実績 
注）下線箇所は中間評価時に改訂された指標 

 

中間評価調査では、ワクチン接種率が高い水準で推移しているなど、中間時点として、満足す

べき達成度に到達しているとの評価を得ている。他方、活動内容が予防接種サービスに関する多

岐にわたる活動にまたがることや、2012 年の麻疹消除目標の達成に向けて中国が重要な段階にあ

ることを踏まえ、協力の重点課題を以下 5項目に絞り込む措置を取った。 

 

・麻疹コントロールの強化 ……接種証検査及び補足接種事業の指導 

・B型肝炎第一針適時接種の促進 ……パイロット活動のモニタリング・評価、方案確立 

・実験室の能力強化 ……ポリオ・麻疹実験室の診断能力向上 

・日中予防接種業務の情報交換 ……保健医療制度や予防接種行政に関する情報交換 

・日中 EPI協力に関する情報の取りまとめと対外発信 ……ホームページ等での情報発信 

 

これにより、プロジェクト後半部は PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）上の活動

項目との関連では、以下のような整理の下、諸活動を進めてきている。 
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活動項目 プロジェクト後半部の活動内容 

アウトプット１： フィールドサーベイランス（定期的モニタリング、監督指導、報告システム等）が強

化される 

1-1. （ポリオ）AFPサーベイランスに関
するトレーニングを実施する 

中間時点で満足するべき達成度に到達しているとして、支援終

了。 

1-2. （ポリオ）AFPサーベイランスを改
善する 

1-3. （麻疹）サーベイランスに必要な疫
学及び臨床診断に係るトレーニングを実

施する 

1-4. （麻疹）フィールドサーベイランス
を改善する 

接種証検査及び補足接種事業を通し、接種漏れ児童の発見・補

足接種を促進するとともに、教育部門との連携体制を強化し、

サーベイランス体制を拡充。 

1-5. （ポリオ、麻疹）予防接種キャンペ
ーン（SIAs）レビューに協力する 

中間時点で満足するべき達成度に到達しているとして、支援終

了。 
1-6. （B 肝）EPI 活動に必要なトレーニ
ングを実施する 

1-7. （B肝）モデル地域における肝炎鑑
別、分類、報告システムを確立する 

アウトプット２： ポリオ実験室ネットワーク、麻疹実験室の IgM診断機能、日本脳炎実験室が強化され
る 

2-1. （ポリオ）中央と省レベルの実験室
実技トレーニングを実施する 

中国国内の実技トレーニングへの支援は終了。ただし、感染研

での集団研修「世界ポリオ根絶のための実験室診断技術（2010
年 1～2 月）」「ポリオを含むワクチン予防可能疾患の世界的制
御のための実験室診断技術（2011年 1～2月）」に計 6名を派遣
し、中央・省レベルの人材育成に注力。 

2-2. （ポリオ）JICA/ WHO/衛生部のポリ
オ実験室レビューに参加する 

2009年 10月、2010年 8月のレビューに短期専門家計 6名を派
遣し、実験室の機能状況を評価、提言。 

2-3. （麻疹）IgM診断に係るトレーニン
グを実施する 

中国国内の麻疹実験室ネットワーク会議に短期専門家派遣を

行い（2009年 9月、2010年 6月）、麻疹発生と検査診断体制の
状況について、日中間の情報交換を実施。また、感染研での国

別研修（2010 年 3 月～2011 年 3 月等）を通し、省レベルの人
材育成に注力。 

2-4. （麻疹）IgM診断に係る実験室の精
度管理を改善する 

2-5. （日本脳炎）日本脳炎の流行把握の
ための日本脳炎流行省の実験室診断を技

術的に支援する 

中間時点で満足するべき達成度に到達しているとして、支援終

了。 

アウトプット３： EPIに関する国内外の関係機関の連携・協調体制が確立される 

3-1. プロジェクト対象省合同会議を年 1
回実施する（活動評価、情報交換、フィ

ードバック） 

中間評価以降、2009 年 5 月、2010 年 3 月、2011 年 3 月の計 3
回実施し、活動進捗共有と次年度の意見交換を実施。 

3-2. （ポリオ）全国ポリオ実験室会議に
参加する（活動評価、情報交換、フィー

ドバック） 

諸事情により参加せず。ただし、麻疹実験室ネットワーク会議

への参加を通し、麻疹関係者との関係構築を促進。 

3-3. 日中感染症情報交流会議を実施す
る 

医療センターでの国別研修「EPI疫学行政（2009年 11月、2010
年 11月）」の際、感染研と共催で計 2回会議実施。 

3-4. 正確な対象人口を把握するため、計
画生育委員会、母子保健、居民（村民）

委員会等国内関係機関と連携する 

麻疹のターゲット層である児童が、戸籍や届出とは別にかなり

の高い確率で登録される入園・入学のタイミングに焦点を絞

り、教育部門との連携による接種証検査及び補足接種事業を実

施。 
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3-5. 予防接種サービスを改善するため、
計画生育委員会、母子保健、居民（村民）

委員会等国内関係機関と連携する 

接種証検査及び補足接種事業において、マニュアル策定のため

の参加型ワークショップ（2010年 3月、2011年 3月）、TCM手
法に基づくトレーナー研修（2010 年 7 月、2011 年 1 月：重点
支援県のみ）を教育部門の参加を得て実施。また、江西省南豊

県では、妊婦手帳、児童手帳、接種証の統合活動を通し、母子

保健部門と連携。 

3-6. 流動人口、辺境地域等の適齢児童に
対するルーチン予防接種率向上のための

対策を検討する 

接種証検査及び補足接種事業の準備段階で基礎調査を行い、流

動人口対応について検討した。また、接種記録を管理する情報

システムネットワークの機能状況を分析。 

アウトプット４： 予防接種サービスが改善される 

4-1. （麻疹、B肝）安全注射のトレーニ
ングを実施する 

中間時点で満足するべき達成度に到達しているとして、支援終

了。 

4-2. （ポリオ、麻疹、B肝）ワクチン副
反応モニタリングのトレーニングを実施

する 

日常的に CCDC担当官との情報交換を図ったほか、医療センタ
ーでの国別研修「EPI疫学行政（2009年 11月、2010年 11月）」
の際、厚生労働省及び医薬品医療機器総合機構（PMDA）で、
日本の副反応モニタリング及び補償制度を研修。 

4-3. （ポリオ、麻疹、B 肝）正しい EPI
情報収集（ワクチンログ、ワクチン管理、

接種率等）のためのトレーニングを実施

する 

接種証検査及び補足接種事業において、研修を支援。TCM 手

法を新たに導入したほか、同手法のマニュアル策定を行った。

4-4. （ポリオ、麻疹、B肝）住民ボラン
ティアに対するコミュニケーションの仕

方、宣伝広報の方法に関するトレーニン

グを実施する 

特になし 

4-5. （ポリオ、麻疹、B肝）予防接種サ
ービスのモニタリング・評価、指導を実

施する 

重点支援県では TCM 手法により、Plan･Do･See･Check のサイ
クルを導入。また、接種証検査及び補足接種事業の管理者用マ

ニュアル（試行版）を参加型で作成し、パイロット県で試行。

プロジェクト期間内に完成版を作成予定。 

4-6. （ポリオ、麻疹、B肝）末端のコー
ルドチェーンを整備する 

中間時点で満足するべき達成度に到達しているとして、支援終

了。※2010年 8月、甘粛省土石流災害時に緊急支援を実施 

4-7. （ポリオ、麻疹）予防接種キャンペ
ーン実施上の支援を提供する 

中間時点で満足するべき達成度に到達しているとして、支援終

了。ただし、2010年麻疹一斉キャンペーンの起動式に出席。 

4-8. （B 肝）生後 24 時間以内初回接種
を技術的に支援する 

「新型農村合作医療」「降消プログラム」等の施策により、農

村部における施設分娩率が改善し、B 肝の生後 24 時間以内初
回接種率も大きく改善されるようになったため、プロジェクト

の支援対象から除外。 

アウトプット５： 予防接種に関する教育、啓発活動が強化される 

5-1. 居民（村民）委員会の EPIの啓発活
動に関する役割を明確にする 

特になし 

5-2. 住民啓発活動用教材〔VCD（ビデオ
CD）等〕を作成する 

接種証検査及び補足接種事業を通じ、各地でポスター、チラシ、

横断幕等の啓発グッズを作成。 

5-3. キーパーソンと連携する 接種証検査及び補足接種事業を通じ、教育部門関係者等と連

携。 

5-4. 住民ボランティアを対象としたト
レーニングを実施する 

特になし 

5-5. 婚姻登録時、人口登録時、学校入学
時に予防接種の宣伝教育を実施する 

学校入学時、接種証検査及び補足接種事業に合わせて、各地で

保護者向けの宣伝教育を実施。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価の手順 

本調査は、終了時評価の枠組みとしてプロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle 

Management：PCM）評価を取り入れた。PCMを用いた評価は、プロジェクトの諸要素を論理的に

配置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づいて評価

をデザインし、プロジェクトの実績を中心とした必要情報を収集し、プロジェクトの実績及び現

状を検証するとともに、「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」の 5つの評価の観

点（評価 5項目）から収集データを分析し、分析結果からの提言の導出を行った。 

 

表２－１ PDMの項目別概要 

上位目標 達成されたプロジェクト目標が貢献すると期待される長期の開発目標 

プロジェクト目標 プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される中期的な目標

であり、「ターゲットグループ」への具体的な便益やインパクト 

アウトプット プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければなら

ない短期的かつ直接的な目標 

活動 アウトプットを産出するために、投入を効果的に用いて行う具体的な行

為 

指標 プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測るもので、

客観的に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータ・ソース 

外部条件 各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクトで

はコントロールできない条件 

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 

投入 プロジェクトの活動を行うために必要な人員・機材・資金など 

 

また、本評価調査で活用した評価 5 項目の定義は次のとおりである。終了時評価調査では、現

状・実績に基づき、特に有効性（事業効果の達成状況）を総合的に検証する。インパクト、持続

性は見込みについて検証する。 

 

表２－２ 評価 5 項目 

妥当性 評価時点においてプロジェクト目標と上位目標が示すプロジェクトの方向性が、

中国政府の開発政策及び日本の援助政策と整合性があるか、ターゲットグループ

や関係者のニーズと合致しているかを確認する視点である。 

有効性 プロジェクト目標の達成度合い及びプロジェクト目標がプロジェクトの活動によ

って達成されたか（他の要因によって達成されてはいないか）を確認する視点で

ある。またプロジェクトの成果がプロジェクト目標の達成に貢献したかも（外部

条件の状況も含め）確認する。 
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効率性 プロジェクトの投入が、成果の達成にどの程度貢献したかを確認する視点であり、

プロジェクトの生産性を問う視点である。量のみならず、質やタイミングの観点

からも確認する。 

インパクト インパクトはプロジェクトの上位目標に関する直接的・間接的及び正負の波及効

果である。終了時評価時点では、インパクト発現の状況または見込みを確認する。

持続性 持続性とは、プロジェクトによってもたらされた便益が、プロジェクトの終了後

も継続するかを確認する視点である（プロジェクト継続の検討ではない）。上位目

標に設定された活動に関係した将来を予測する視点であり、現在の組織や財政、

人材及び政策が、上位目標達成への活動を継続するために十分かを検討し、現時

点で持続性に関する見込みにつき検証する。 

 

本プロジェクトの評価は、日本側、中国側の評価チームが合同で実施した。基本的に 2009 年 3

月に中間評価調査を経て改訂された PDM（Version 2）に基づいて評価を実施した。具体的な手順

について、以下のとおり示す。 

①評価設問を設定する。評価設問は評価 5 項目を基にして検討された評価のための要確認事項

であり、実績・実施プロセス確認表、評価グリッドに示されている。 

②必要な情報・データや収集手段を検討する。これらも評価グリッドに示されている。 

③評価グリッドに基づき、必要な情報・データを収集する。 

④評価 5項目の視点から、プロジェクトの実績と計画を比較する。 

⑤評価 5項目の各視点に基づく評価結果を検討する。 

⑥評価の目的に照らし合わせて、評価結果をまとめる。 

⑦提言及び教訓をまとめる。 

    

中間評価以降、プロジェクトでは接種証検査及び補足接種事業への支援を柱にしており、管理

者用マニュアルの策定・試行、研修実施とモニタリング、住民啓発教育等に積極的に取り組んで

きた。プロジェクトでは、これら活動を通し、接種率の向上等統計数値的な成果のみをめざすの

ではなく、教育部門（教育局、小学校、幼稚園）との連携強化、及び研修サイクル・マネジメン

ト（TCM）手法の導入による持続性の確保に留意してきており、個別の疾病対策アプローチの適

用による弊害を最小化し、横断的な行政能力の強化と仕組み構築のための工夫を施してきている。 

しかしながら、現行 PDMの評価指標では、これら取り組みによる成果（あるいはインパクト）

を十分に評価することができない構造となっている。また、接種証検査及び補足接種事業自体は

中間評価の提言を受けて中心活動に設定されたものの、PDM の活動項目に接種証検査及び補足接

種事業に関する直接的表現はなく、各活動（フィールドサーベイランス、関係機関間連携、トレ

ーニング、住民啓発等）にまたがり裨益する構造となっている。 

したがって、今次調査では、プロジェクト後半部の投入及び進捗を踏まえ、接種証検査及び補

足接種事業を重点テーマとして評価を行った。中間評価以降、活動の重点から外れ、プロジェク

トとして特段のインプットを行っていない活動（アウトプット１及び２）の実績については、そ

の水準の維持・発展状況について確認する程度にとどめた。 

接種証検査及び補足接種事業については、PDM 上の指標に沿った情報収集（接種率のデータ推

移）のほか、質問票とインタビュー調査を経て懸念事項・課題を抽出し、評価ワークショップを

実施し、本事業を進める上でのさらに必要な情報の収集も併せて行い、評価に加えた。 
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２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

プロジェクトの計画、実績、実施プロセスに関する項目と評価 5項目に関する項目を調査した。

主な調査項目については以下に示すとおりである。また、詳細については付属資料２の評価グリ

ッドを参照のこと。 

 

表２－３ 実績・実施プロセスに関する調査項目 

調査 

項目 
評価設問（主設問） 

実 

績 

投入は計画どおりに実施されたか。 

アウトプットは計画どおりに産出されたか。 

プロジェクト目標は達成される見込みか。 

上位目標は達成される見込みか。 

実
施
プ
ロ
セ
ス

モニタリングシステムは機能したか。 

プロジェクトの運営管理はどのように行われたか。 

適切なカウンターパート（C/P）が割り当てられたか。 

専門家はプロジェクトに対して適切であったか。 

他ドナー・支援団体との連携は適切に行われたか。 

 

表２－４ 評価 5 項目に関する調査項目 

調査 

項目 
評価設問（主設問） 

妥
当
性 

プロジェクトは対象地域・社会のニーズに合致していたか。 

プロジェクトはターゲットのニーズと合致していたか。 

プロジェクトは中国の開発政策に合致していたか。 

日本の援助政策と合致していたか。 

日本の技術の優位性はあったか。 

有
効
性

プロジェクト目標はプロジェクトの期間内に達成可能か。 

各アウトプットはプロジェクト目標の達成に寄与したか。 

アウトプットからプロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響はあったか。 

効
率
性 

アウトプットの産出状況は適切だったか。 

各活動はアウトプットの達成に十分だったか。 

投入はアウトプットの達成に十分だったか。 

活動を行うための投入がタイミングよく実施されたか。 

活動を行うための投入の質は適切だったか。 

投入・活動からアウトプット産出に至るまでの外部条件の影響はあったか。また現時点に

おいても正しいか。 
イ
ン
パ
ク
ト

上位目標はプロジェクトの効果として発現が見込まれるか。 

プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件は現時点においても正しいか。 

正負のインパクトが発生したか。 
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持
続
性 

プロジェクトの終了後、政策・制度面からのプロジェクトの持続性は見込まれるか。 

プロジェクトの終了後、組織・財政面からのプロジェクトの持続性は見込まれるか。 

プロジェクトの終了後、技術面からのプロジェクトの持続性は見込まれるか。 

 

データ収集に関しては、事前にプロジェクト関連の報告書等既存資料を収集・分析するととも

に評価グリッドを作成し、PDM 記載事項の実績データを中心に情報を収集した。本現地調査に先

立ち、プロジェクト関係者には評価グリッドを基に作成した質問票を配布し、回答を依頼した。

現地調査においては、上記質問票の回収、プロジェクト関係者へのインタビュー及び評価ワーク

ショップを実施し、情報収集を実施した。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入実績 

（１）専門家の投入 

本プロジェクトの実施において、終了時評価時点までに派遣された長期専門家は 6 名、

短期専門家は延べ 43名が派遣された。詳細は下表のとおり。 

 

表３－１ 長期専門家の派遣実績 

指導科目 派遣期間 

チーフアドバイザー 2007年 1月 29日～2008年 4月 19日 

チーフアドバイザー／疫学サーベイランス 2007年 5月 9日～2009年 5月 8日 

実験室診断 2007年 2月 1日～2009年 1月 31日 

疫学サーベイランス 2009年 4月 20日～2011年 4月 19日 

業務調整 2006年 12月 14日～2008年 12月 13日 

業務調整 2008年 12月 10日～2011年 12月 11日（予定） 

 

表３－２ 短期専門家の派遣実績 

指導科目 派遣期間 

2006年度 

麻疹実験室 2007年 3月 11日～3月 13日 

麻疹実験室 2007年 3月 11日～3月 15日 

2007年度 

実験室ネットワーク 2007年 6月 4日～6月 14日 

教育トレーニング 2007年 6月 6日～6月 14日 

疫学情報管理／実験室ネットワーク 2007年 6月 11日～6月 14日 

EPI疫学サーベイランス 2007年 6月 11日～6月 14日 

ポリオ実験室 2007年 8月 4日～8月 19日 

麻疹実験室 2007年 10月 21日～10月 27日 

疫学サーベイランス（AFP） 2007年 11月 18日～12月 2日 

疫学サーベイランス（麻疹） 2007年 11月 18日～12月 2日 

日本脳炎実験室 2007年 12月 17日～12月 20日 

疫学サーベイランス（B型肝炎） 2008年 3月 10日～3月 23日 

2008年度 

ポリオ実験室レビュー 2008年 10月 14日～10月 22日 

麻疹実験室実技トレーニング 2008年 11月 11日～11月 15日 

プロジェクト協議／ポリオ実験室レビュー 2008年 11月 25日～12月 3日 

プロジェクト協議／EPI行政 2008年 11月 27日～12月 3日 

ポリオ実験室実技トレーニング 2008年 11月 27日～12月 3日 

日本脳炎実験室実技トレーニング 2008年 12月 22日～12月 24日 

疫学サーベイランス・プロジェクト協議 2009年 3月 1日～3月 18日 

疫学サーベイランス 2009年 3月 1日～3月 10日 

実験室トレーニング 2009年 3月 4日～3月 10日 
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2009年度 

チーフアドバイザー 2009年 7月 6日～9月 25日 

疫学サーベイランス 2009年 9月 3日～9月 29日 

麻疹実験室実技トレーニング 2009年 9月 20日～9月 26日 

ポリオ実験室レビュー 2009年 10月 20日～10月 23日 

ポリオ実験室レビュー 2009年 10月 20日～10月 27日 

ポリオ実験室レビュー 2009年 10月 20日～10月 27日 

疫学情報管理 2010年 2月 2日～2月 12日 

チーフアドバイザー 2010年 2月 22日～4月 21日 

学校保健 2010年 3月 1日～3月 13日 

研修管理 2010年 3月 8日～3月 13日 

2010年度 

麻疹実験室ネットワーク会議 2010年 6月 21日～6月 26日 

研修管理 2010年 6月 28日～7月 31日 

チーフアドバイザー 2010年 7月 8日～9月 18日 

疫学情報管理 2010年 7月 11日～7月 24日 

ポリオ実験室レビュー 2010年 8月 11日～8月 20日 

ポリオ実験室レビュー 2010年 8月 11日～8月 20日 

ポリオ実験室レビュー 2010年 8月 11日～8月 20日 

チーフアドバイザー 2010年 11月 15日～2011年 1月 28日 

研修管理 2011年 1月 4日～1月 22日 

チーフアドバイザー 2011年 2月 16日～6月 30日 

研修管理 2011年 2月 27日～3月 11日 

2011年度 

研修管理 2011年 5月 11日～6月 30日 

 

（２）C/Pの本邦研修 

本プロジェクト終了までに 15 回、合計 45 名（回数、人数ともに予定も含む）の C/P が

日本での研修を受講している。本邦研修の内容等については下表のとおり。 

 

表３－３ C/Pの受入実績 

研修科目／内容 受入期間 
参加

人数
受入期間 

2006年度 

予防接種管理行政：日本の予防

接種行政、感染症に係る情報ネ

ットワーク及び実験室ネットワ

ークの体系、サーベイランス体

制の理解 

2007年 3月 25日～
4月 7日 

7 

東京都健康安全研究センター、国立国際医

療センター、国立感染症研究所、国立病院

機構三重病院、大阪府立公衆衛生研究所、

広島県福祉保健部保健対策室、広島県保健

環境センター、阪大微研観音寺研究所 

2007年度 

麻疹実験室診断：麻疹ウイルス

の遺伝子診断技術の習得 
2007 年 12 月 9 日～
2008年 11月 15日 

1 北里生命科学研究所、国立感染症研究所 
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ポリオ実験室診断：一般ポリオ

ウイルス検査及びウイルス遺伝

子検査技術の習得 

2008年 1月 17日～
3月 23日 

2 国立感染症研究所 

予防接種疫学：日本の保健医療

システムとワクチン予防疾患に

対する対策の理解 

2008年 1月 20日～
2月 2日 

3 
国立国際医療センター、医薬品医療機器総

合機構、厚生労働省健康局結核感染症課、

国立感染症研究所 

2008年度 

EPI 疫学行政：日本の医療保健
制度、予防接種行政等の理解 

2008 年 11 月 24 日～
12月 7日 

3 

国立国際医療センター、国立感染症研究所、

ポリオ研究所、医薬品医療器械総合研究所、

厚生労働省健康局結核感染症課、国立保健

医療科学院、新潟県庁福祉保健課 

EPI 疫学行政：日本の医療保健
制度、予防接種行政等の理解 

2008年 12月 5日～
12月 20日 

4 

国立国際医療センター、広島県立総合技術

研究所保健環境センター、東広島市保健所、

阪大微研観音寺研究所、大阪大学大学院人

間科学研究院、文部科学省、日本医学協会、

東京大学公衆衛生教室 

ポリオ実験室診断：一般ポリオ

ウイルス検査及びウイルス遺伝

子検査技術の習得 

2009年 1月 13日～
4月 11日 

1 国立感染症研究所 

麻疹実験室診断：麻疹ウイルス

検査及びウイルス遺伝子検査技

術の習得 

2009年 1月 25日～
9月 19日 

1 
国立感染症研究所、北里大学北里生命科学

研究所 

2009年度 

EPI 疫学行政：日本の医療保健
制度、予防接種行政等の理解 

2009 年 11 月 23 日～
12月 5日 

7 

厚生労働省、国立国際医療センター、国立

感染症研究所、医薬品医療器械総合機構、

秋田県庁、同地方衛生研究所、秋田市中央

保健所、秋田県医師会、大曲市保健所 

ポリオ実験室診断：ポリオ根絶

のための実験室診断技術の習得 
2010年 1月 12日～
2月 6日 

3 国立感染症研究所 

麻疹実験室診断：麻疹ウイルス

検査及びウイルス遺伝子検査技

術の習得 

2010 年 3 月 24 日～
2011年 3月 19日 

1 国立感染症研究所 

2010年度 

EPI 疫学行政：日本の医療保健
制度、予防接種行政、研修サイ

クル・マネジメント等の理解 

2010 年 11 月 21 日～
12月 4日 

7 

厚生労働省、国立国際医療センター、国立

感染症研究所、医薬品医療器械総合機構、

秋田県庁、同地方衛生研究所、秋田市中央

保健所、秋田県医師会、大館市福祉環境部、

大館市保健センター 

ポリオ実験室診断：ポリオを含

むワクチン予防可能疾患の世界

的制御のための実験室診断技術

の習得 

2011年 1月 13日～
2月 11日 

3 国立感染症研究所 

麻疹実験室診断：麻疹ウイルス

検査及びウイルス遺伝子検査技

術の習得 

2011年 1月 25日～
3月 23日 

1 国立感染症研究所 
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2011年度 

麻疹実験室診断：麻疹ウイルス

検査及びウイルス遺伝子検査技

術の習得 

2011年 6月 28日～
9月 27日（予定） 

1 国立感染症研究所 

 

（３）機材供与 

本プロジェクト終了までに、実験室機材、コールドチェーン（冷蔵庫、コールドボック

ス等）、研修用機材及び EPI情報化システム用機材（パソコン、プリンター等）、EPI促進モ

デル活動用の車両ほか、計 9,224,468元（約 133,622,000円1）の機材を供与した。対象別の

供与機材は下表のとおり。 

 

表３－３ 主要供与機材リスト 

供与先 主要機材 

CCDC 
＊デスクトップパソコン、ラップトップパソコン、レーザーカラープリンター、プリンター

＊車両（MPV車） 

江西省 

＊実験室機材：ELISA（酵素結合免疫吸着法）リーダー、ELISA ウォッシャー、マイクロ
ミキサー、恒温槽、冷却遠心機一式、マイクロピペット、ピペットエイド、8チャンネル
ピペット、オートクレーブ、炭酸ガス培養器 

＊研修／情報化システム用機材：デスクトップパソコン、ラップトップパソコン、プロジ

ェクター、レーザーカラープリンター、プリンター 
＊車両（4WD車） 

四川省 

＊実験室機材：ELISA リーダー、ELISA ウォッシャー、マイクロミキサー、恒温槽、冷却
遠心機一式、マイクロピペット、ピペットエイド、8チャンネルピペット、オートクレー
ブ、炭酸ガス培養器 

＊研修／情報化システム用機材：デスクトップパソコン、ラップトップパソコン、プロジ

ェクター、レーザーカラープリンター、プリンター 
＊コールドチェーン：冷蔵庫、コールドボックス、ワクチンキャリア、アイスパック、オ

ートバイ 
＊車両（ランドクルーザー）、車両（4WD車） 

甘粛省 

＊実験室機材：ELISA リーダー、ELISA ウォッシャー、マイクロミキサー、恒温槽、冷却
遠心機一式、マイクロピペット、ピペットエイド、8チャンネルピペット、オートクレー
ブ、炭酸ガス培養器 

＊研修／情報化システム用機材：デスクトップパソコン、ラップトップパソコン、プロジ

ェクター、レーザーカラープリンター、プリンター 
＊コールドチェーン：冷凍冷蔵庫、オートバイ、ワクチンキャリア 
＊車両（4WD車） 

寧夏 
回族自治区 

＊実験室機材：ELISA リーダー、ELISA ウォッシャー、マイクロミキサー、恒温槽、冷却
遠心機一式、マイクロピペット、ピペットエイド、8チャンネルピペット、オートクレー
ブ、炭酸ガス培養器 

＊研修／情報化システム用機材：デスクトップパソコン、ラップトップパソコン、プロジ

ェクター、レーザーカラープリンター、プリンター 
＊車両（4WD車） 

                                                  
1 2011年 6月時点の JICA統制レート 1元＝14.4856円で計算。後述の中国元に関しても同レートを使用。 
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新疆 
ウイグル 
自治区 

＊実験室機材：ELISA リーダー、ELISA ウォッシャー、マイクロミキサー、恒温槽、冷却
遠心機一式、マイクロピペット、ピペットエイド、8チャンネルピペット、オートクレー
ブ、炭酸ガス培養器、安全キャビネット 

＊研修／情報化システム用機材：デスクトップパソコン、ラップトップパソコン、レーザ

ーカラープリンター、プリンター、プロジェクター 
＊車両（4WD車） 

 

（４）現地活動費の負担 

本プロジェクトの終了時評価時点において、日本側が負担した現地活動費は 9,323,779元、

携行機材費は 401,340元であり、両者を合わせた現地活動費は 9,725,119元（約 140,874,000

円）である。 

 

表３－４ 日本側現地業務費 

（単位：元） 

 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 合計 

現地活動費 445,706 2,847,058 2,059,158 2,313,136 1,658,721 9,323,779

携行機材費 127,150 141,900 132,290 0 0 401,340

合計 572,856 2,988,958 2,191,448 2,313,136 1,658,721 9,725,119

 

３－１－２ 中国側投入実績 

（１）C/P等の配置 

中国側は、C/Pとして計 144名を配置した。C/Pは、国家レベルでは衛生部疾病予防コン

トロール局免疫管理処、中国 CDC の免疫計画センター及び実験室、各省・区レベルでは、

省衛生庁の疾病コントロール処、省 CDCの免疫計画・実験室担当部署等関係機関の主任・

責任者クラスの職員等から構成されている。また、プロジェクト後半の接種証検査及び補

足接種事業の実施にあたり、プロジェクト対象省・自治区の各 2 パイロット県・区の CDC

の主任が C/Pとして配置された。 

 

（２）現地業務費の負担 

中国側は、活動経費等現地業務費として終了時評価時点までに 5 省・自治区合計で

180,205,900元（約 2,610,391,000円）となっている。内訳は下表のとおり。 

 

表３－５ 中国側現地業務費の実績 
（単位：元） 

 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 合計 

江西 CDC 6,400,000 6,700,000 8,100,000 303,400 179,000 21,682,400

四川 CDC 29,110,000 29,000,000 29,300,000 700,000 700,000 88,810,000

甘粛 CDC 4,670,000 4,970,000 7,930,000 312,800 164,700 18,047,500

寧夏 CDC 2,010,000 2,060,000 19,790,000 16,700 25,200 23,901,900

新疆 CDC 6,390,000 6,792,000 14,489,000 43,100 50,000 27,764,100

合計 48,580,000 49,522,000 79,609,000 1,376,000 1,118,900 180,205,900
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（３）土地施設提供 

プロジェクト事務室として北京市の中国 CDCの事務所が提供された。 

 

３－２ アウトプットの達成度 

（１）アウトプット１：フィールドサーベイランス（定期的モニタリング、監督指導、報告シス

テム等）が強化される 

指標 ・トレーニング参加者数の増加 

・フィールドサーベイランスの実施回数の増加 

 

プロジェクトの前半に、ポリオ AFP サーベイランス、麻疹サーベイランス、B 型肝炎サー

ベイランスに係る研修が実施された。衛生部が各級 CDCの職責として定めているルーチンの

フィールドサーベイランスは、ポリオと麻疹の WHOによる査察結果が規定水準に達している

ことから、的確に実施されていると判断できる。 

また、麻疹に関しては、プロジェクト対象省全体をみた場合、予防接種率 95％以上を維持

しているのに発症数の低下傾向がみられていないことが中間評価で指摘された。プロジェク

ト対象省においては児童のワクチン接種へのアクセスの難しさが主要な障害になっているこ

と、ほとんどの児童が一度は小学校に入学することを踏まえ、流動人口等の予防接種漏れ児

童をカバーするには、入園入学時の接種証検査を通じた接種漏れ児童のスクリーニング及び

補足接種以外、麻疹発症率の低下及び発症数の減少に有効な手法はないとの解析の下、また

中間評価ではプロジェクトの限られた資源を有効に活用するために、プロジェクト後半にお

いて接種証検査及び補足接種事業が実施されてきた。パイロット県・区ではこの事業自体が

重要な疾病監視（フィールドサーベイランス）の一環と認識されている。さらに、教育と衛

生の連携強化によって、学校における麻疹等の感染症疾患の流行が直ちに衛生系統へ報告さ

れるようにもなった。本事業は、サーベイランスの一環であると同時に、サーベイランス実

施における 1つのプラットホームとして、学校 CDCや衛生院等の衛生部門との連携を強化し

た。 

よって、上記トレーニング並びにフィールドサーベイランスの実施は質的及び量的にも適

切であったと判断される。 

 

（２）アウトプット２：ポリオ実験室ネットワーク、麻疹実験室の IgM 診断機能、日本脳炎実験

室が強化される 

指標 ・対象疾患別の各種トレーニングの理解の向上 

・トレーニング参加者総数の増加 

・WHOポリオ実験室指標の達成 

 

【対象疾患別の各種トレーニング】 

中間評価以降、ポリオ実験室と麻疹実験室の強化に向けて、国立感染症研究所にて実施

された本邦研修にポリオ実験室分野に 6 名、麻疹実験室分野に 3 名が参加した。詳細は表

３－６及び３－７の示すとおり。 

 



－21－ 

表３－６ ポリオ実験室分野の本邦研修 

研修名 派遣人数（所属先） 派遣期間 

ポリオ根絶のための実験室診

断技術の習得 

計 3名（中国 CDCウイルス病予防コ
ントロール所 2名、甘粛 CDC免疫計
画実験室） 

2010年 1月 12日～2月 6日 

ポリオを含むワクチン予防可

能疾患の世界的制御のための

実験室診断技術の習得 

計 3名（中国 CDCウイルス病予防コ
ントロール所、江西 CDC 疾病検査
所、新疆 CDC免疫計画所） 

2011年 1月 13日～2月 11日 

 

表３－７ 麻疹実験室分野の本邦研修 

研修名 派遣人数（所属先） 派遣期間 

麻疹ウイルス検査及びウイル

ス遺伝子検査技術の習得 

1名（寧夏 CDC予防医学検査試験所）2010年 3月 24日～3月 19日 

1名（四川 CDC細菌検査所 主管技
師） 

2011年 1月 25日～3月 23日 

1名（中国 CDCウイルス病予防コン
トロール所） 

2011年 6月 28日～9月 27日（予定）

 

研修受講後、参加者はルーチン研修や新人研修の講師として、研修で習得した検査技術

を所属組織や下部組織に移転するなど、本邦研修の成果の広がりがみられている。 

 

【WHOポリオ実験室指標の達成】 

プロジェクト前半の対象省の WHO ポリオ実験室査察の結果は規定水準に達していた。

2009年以降の結果は以下のとおりであり、基準に達している。 

 

表３－８ WHOポリオ実験室査察結果 

 

Virus 
isolation 
results are 
reported 
within  
28 days 

Tests are 
performed on 
at least 150 
stool 
specimens 
annually 

Accuracy of 
polio virus 
detection and 
identification 
is at least 
90％ 
(traditional 
algorithm) 

AFP 
poliovirus 
isolates are 
forwarded for 
ITD within 
7days＊ 

Result on 
most recent 
isolation and 
identification 
PT 

Score on 
annual on site 
review 

Annual 
NPEV 
isolation rates

目標値 ≧80％ ≧150 ≧90％ ≧80％ ≧80％ ≧80％ ≧10％ 

2010年 

江西 100％ 715 100％ 83％ 100％ 90％ 12.2％

四川 92％ 628 100％ 64％ 100％ 96％ 8.9％

甘粛 100％ 338 N/A N/A 100％ 95％ 5.9％

新疆 100％ 196 100％ 100％ 100％ 99％ 11％

2009年 

新疆 100％ 228 100％ 70％ 100％ 98％ 5.3％

出所：中国 CDCポリオ実験室 

 

また、WHOが実施した熟達度試験の結果は以下のとおり示され、プロジェクト対象省は

規定水準に達している。 



－22－ 

表３－９ ポリオ実験室 WHO熟達度試験結果 

 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 

江西 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

四川 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

甘粛 100％ 100％ 100％ 95％ 100％ 

寧夏 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

新疆 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 
出所：中国 CDCポリオ実験室 

 

【WHO麻疹実験室指標の達成】 

麻疹実験室に関しても WHO による査察が実施されており、結果は以下のとおり示され、

基準に達している。 

 

表３－10 2010 年 WHO麻疹実験室査察結果 

 

Measles 
IgM test 
results are 
reported by 
the 
laboratory 
within 7 
days of 
receipt≧ 
80％ 

Serological 
tests are 
performed 
on at least 
50 
specimens 
annually 

The 
accuracy of 
measles and 
rubela IgM 
detection is 
≧90％
(2009) 

Internal 
quality 
control 
(QC) 
procedures 
are 
implemented

The score on the most 
recent WHO proficiency 
test is ≧ 90％ 

Timeliness 
of testing 
and 
reporting 
viruses for 
sequencing 

The score 
from the 
annual 
on-site 
reviewis≧
80％ 

measles rubella 

目標値 ≧80％ ≧50 ≧90％ Yes ≧90％  ≧80％ 

2010年 

甘粛 100％ 3,657 100％ yes 100％ 100％ 100％ 98.5％

四川 100％ 1,191 93％ yes 95％ 100％ 100％ 98.0％

寧夏 100％ 125 100％ yes 100％ 100％ delays 97.5％

新疆 100％ 2,583 98％ yes 100％ 100％ N/A 99.0％

出所：中国 CDC麻疹実験室 

 

プロジェクトで供与した実験機材に関しては、適切に使用され、本プロジェクトに係る

診断技術の向上に貢献していることが確認された。 

なお、日本脳炎分野の実験室協力については、中間評価時点で満足するべき達成度に到

達していると判断され、現時点においてもその水準は維持されている。 

 

（３）アウトプット３：EPIに関する国内外の関係機関の連携・協調体制が確立される 

指標 ・会議の開催回数の増加と内容 

・関係機関間の予防接種対象人口に関連する情報の共有化 
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表３－11 2009 年から 2011 年にかけてプロジェクトが参加した会議 

内容 参加者 時期 

WHO／WPRO EPI 専門諮問グルー

プ会議 
中国 CDC、日本人専門家 2009年 6月 

全国麻疹実験室ネットワーク会議 
衛生部、中国 CDC、省・自治区衛生庁、

省 CDC 
2009年 9月 

衛生部／WHO全国麻疹対策会議 
衛生部、中国 CDC、省・自治区衛生庁、

CDC、WHO、UNICEF 、JICA 
2010年 7月 

機関間調整委員会会議（ICC） 衛生部、中国 CDC、WHO、UNICEF、JICA 2009年 11月 

ICC 衛生部、中国 CDC、WHO、UNICEF、JICA 2009年 12月

ICC 衛生部、中国 CDC、WHO、UNICEF、JICA 2010年 7月 

ICC 衛生部、中国 CDC、WHO、UNICEF、JICA 2011年 1月 

 

上記会議への参加を通して、WHOや UNICEF等の他ドナーとの連絡・協調体制が一層強

化されるに至っている。また、WHO ポリオ実験室レビューへの参加も、JICA と中国 CDC

が WHOに協力し、関係機関間の協調体制の強化に貢献している。 

 

予防接種対象者の把握は、有効な EPI 事業の遂行に必須である。本プロジェクトが行っ

た接種証検査及び補足接種事業は、より正確な予防接種対象者の把握に大きく貢献するも

のである。 

 

表３－12 2009 年から 2011 年にかけてプロジェクトが実施した会議 

内容 参加者 時期 

5省プロジェクト年度会議 
衛生部、中国 CDC、対象省・自治区、

県・区 40人 
2009年 3月 

5省プロジェクト年度会議 
衛生部、中国 CDC、対象省・自治区、

県・区 60人 
2009年 6月 

5省プロジェクト年度会議 
衛生部、中国 CDC、対象省・自治区、

県・区 45人 
2010年 3月 

5省プロジェクト年度会議 
衛生部、中国 CDC、対象省・自治区、

県・区 45人 
2011年 3月 

 

5省会議では、各省の経験を共有することにより、各自の EPI事業の現状分析につながり、

活動の改善に貢献している。 
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（４）アウトプット４：予防接種サービスが改善される 

指標 ・5省で実施可能な入学時接種証検査方案が作成される 

・EPIの実施状況 

・ワクチン接種後副反応（Adverse Events Following Immunization：AEFI）対策が改善する

・ワクチン管理モニタリング 

 

１）接種証検査及び補足接種事業を通しての予防接種サービスの改善 

プロジェクト後半では、ルーチン接種を逃した児童（接種漏れ児童）をカバーすること

を目的に各省から選定されたパイロット県・区（各省 2 カ所）を対象として、接種証検査

及び補足接種事業の支援を実施してきた。2009 年には 5 省で実施可能な入学時接種証検査

方案（方針、手順、役割分担を示す行政通知）が作成され、2010年にはプロジェクトで「入

園入学時予防接種証検査に関する教師向けマニュアル」が作成された。これら方案やマニ

ュアルの活用により、接種証検査及び補足接種事業に係るトレーナー育成研修（TOT）及び

参加型の実施者研修を実施し、プロジェクトでは、甘粛省で 1,713 名、四川省で 5,497 名、

江西省で 2,233名、寧夏回族自治区 2,719名、新疆ウイグル自治区 807名の各級の教育及び

衛生関係者が関連研修を受講した。 

その結果、教育部門と衛生部門との連携体制が強化され、各部門の業務分掌が明確にな

り、接種証検査及び補足接種事業がより徹底されるようになった。同時に衛生部門も教育

側の役割の重要性を再認識した。これらの活動を通して、教師が予防接種を含む健康教育

を学校の重要な役割であるとの認識を高め、接種証検査及び補足接種を含む予防接種の宣

伝教育活動に積極的に取り組むようになった。教育衛生両部門により保護者の予防接種事

業への意識の改善が図られつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 接種証検査及び補足接種事業によりカバーできる人口の範囲 

 

上記活動の結果、パイロット県・区では接種証検査及び補足接種事業に係る問題点が明

確になり、本調査によって、接種証を持たない児童への接種状況の確認方法や補足接種完

了までのフォロー方法等の改善点が明らかになった。各省・自治区のパイロット県・区、

及び全県・区の接種証検査に係るデータは表３－13 に示すとおりである。プロジェクトの

パイロット県・区と省全県・区のデータを比較し、プロジェクト成果として具体的に以下

の点を確認した。 
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すべての対象省・自治区において、パイロット県・区では接種証検査がほぼ 100％の入園

入学児童に対して実施されるようになった。また、全省・自治区と比較すると、パイロッ

ト県・区の補足接種率は高い割合を占めている。特に麻疹ワクチンの補足接種状況が改善

した（全省・自治区平均値：89.05％、パイロット県・区平均値：96.8％）。教育部門と衛生

部門の連携による業務分掌の明確化、接種証検査及び補足接種フォローの積極的な取り組

み、学校をプラットホームとした予防接種に係る保護者への宣伝教育にも効果があった。

これらの結果が補足接種の改善に貢献した。また、近年の中国の経済状況の向上により、

住民の健康に対する関心が高まっている。そのような背景と学校から発信された宣伝教育

の効果が相まって、保護者の意識が改善し補足接種の改善につながった。他方、保護者の

予防接種に対する懸念が今後の大きな問題となっている。 

パイロット県・区における接種証検査及び補足接種の状況は改善されており、地域の状

況に合わせた形で接種証検査から補足接種までのプロセスを明確化しており成果は認めら

れているものの、接種証を持たない児童への補足接種のプロセスが煩雑であり、検査実施

後に迅速に補足接種を受けられないケースが見受けられている。接種証を持たない児童に

対しては、接種証交付地に出向いて再発行してもらうところもあるが、流動人口の場合に

は交付地への問い合わせに時間がかかり再発行が困難である。一部の県・区では、接種証

がない場合には未接種とみなし補足接種しているので補足接種完了までの期間が短くなっ

ているが、本調査の聞き取りでは、接種状況の確認なしで予防接種をすることに対し、重

複接種による副反応を心配している保護者もいるとのことで、容易に補足接種を進めるこ

とができない場合がある。また、本調査でのワークショップを通して、未補足接種回数に

は禁忌症で接種不可能な例が含まれていることも判明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ プロジェクトの介入と効果発現に至るまでの因果関係図 
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２）その他予防接種サービスに係る成果 

本邦研修を通して、AEFI対策に係る日本の体制や現状が共有された。今後、日本で共有

された現状を下に AEFI対策が進められることが期待される。 

また、2009年と 2010年には、EPI疫学行政の強化を目的として日本の医療保健制度、予

防接種行政、TCM に係る本邦研修が実施された。参加者は帰国後にプロジェクト活動を主

導するリーダーとして活動にあたっており、成果の産出に貢献している。 

ワクチン管理に関しては、日本側から供与されたコールドチェーンが有効利用されてい

ることが確認されているほか、各レベル CDCがルーチンでモニタリングをしており、郷鎮

レベルの衛生院まで的確に管理されているとの報告を受けている。本調査においても、各

パイロット県・区の衛生院のワクチン保管状況を確認したが、ワクチンの種類に対して適

切な温度管理がなされ、管理状況に問題がないことが確認された。 

また、2010 年 8 月に発生した甘粛省舟曲県における土石流災害の際には、ワクチン保存

用冷蔵庫とワクチンキャリアが迅速に供与され、被災地でのアウトブレイク発生予防に貢

献した。 

 

 



 

－

表３－13 各省・自治区及びパイロット県・区における接種証検査及び補足接種事業に係るデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：プロジェクト対象省 CDC 
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（５）アウトプット５：予防接種に関する教育、啓発活動が強化される 

指標 ・住民の EPIの理解の向上 

・住民への教育・啓発活動の実績 

プロジェクトの後半では、接種証検査及び補足接種事業に関して、各省・自治区 CDCがさ

まざまな方法で宣伝教育を行ってきた。各省・自治区 CDCでは、パイロット県・区を中心と

してポスターや宣伝グッズ等の媒体を利用した宣伝で本事業の周知を図ってきた。各省・自

治区の宣伝活動の詳細は表３－14 に示すとおり。 

 

表３－14 各省・自治区の接種証検査及び補足接種事業の宣伝教育 

江西 横断幕 650張、標語 4,000枚、テレビ CM 

四川 
横断幕 626 張、標語 1,526 枚、パンフレット 100,000 枚、テレビ CM、授業時間割表

500枚、ペンケース 30,000個 

甘粛 ポスター1,000枚、パンフレット 5,000枚、ペンケース 3,000個 

寧夏 ポスター4,500枚、パンフレット 30,000枚、ショートメール 

新疆 
横断幕 170 張、標語 6,500 枚、ポスター3,000 枚、パンフレット 35,000 枚、卓上カレ

ンダー500個、紙コップ 15,000個、手提げ袋 2,000個、接種証ケース 1,000個 

 

また、アウトプット４で既述の接種証検査及び補足接種事業実施に係る研修を通して、教

師の予防接種に関する教育及び啓発活動が強化された。学校には健康教育を実施する責務が

あるが、予防接種に関しては基本的な知識はあったものの他人に伝達できるレベルではなか

った。本プロジェクトの研修を通じ、教師は関連知識を深め、子どもの健康を守る意識を高

め、保護者会や保護者だよりを通じて接種証検査及び補足接種や予防接種に係る情報を発信

するようになった。本研修には村医も対象として含まれており、村医も衛生室や学校に出向

いて実施する健康教育の際の接種証検査及び補足接種や予防接種に係る宣伝教育を強化する

ようになった。その結果、どの省・自治区のパイロット県・区においても保護者が接種証検

査及び補足接種により積極的に協力するようになっていることが現地調査より確認された。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：対象省・自治区におけるサーベイランスの水準と予防接種サービスの質が

向上する 

指標 （ポリオ） 

・AFPサーベイランスが維持される 

・対象省・自治区農村部における児童の予防接種が調査接種率 90％以上を達成・維持す

る 

（麻疹） 

・接種漏れ例を補足し追加接種を行えるようになる 

・対象省・自治区における児童の予防接種が調査接種率 95％以上を達成・維持する 

（B型肝炎） 

・対象省・自治区における新生児 B肝ワクチン 3回接種が調査接種率およそ 90％を達成・

維持する 

・対象省・自治区における施設分娩の生後 24時間以内ワクチン初回接種率 90％以上を達

成・維持する 
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（日本脳炎） 

・対象省・自治区の CDCにおいて実験室診断の技術・知識が向上する 

 

以下指標の示すとおり、ポリオ、麻疹、B型肝炎の報告接種率はそれぞれ高い水準が保たれ

ており、WHOレビューの結果でもポリオ及び麻疹のサーベイランスも適切に維持されている。

また、プロジェクト後半で実施した接種証検査及び補足接種事業により、ポリオ、麻疹、日

本脳炎、B型肝炎を含む対象疾患に対するワクチンの接種漏れ児童への補足接種も強化されて

いる。よって、プロジェクト目標の達成見込みは高い。 

 

表３－15 AFPサーベイランス実施状況 

省・自治区 年 
AFP症例 
報告数 

AFP症例 
報告発症率

（1/10万）

報告後 48時
間内での 
適時調査率

14日間内で
2便検体 
採取率 

合格便検体

採取率 

7日間内での
適時検体 
送付率 

江西 

2006 174 1.66 97.1 83.9 82.2 95.7

2007 158 1.64 96.8 87.3 86.7 96.0

2008 184 1.86 99.5 85.9 82.6 94.9

2009 171 1.85 97.1 90.6 90.1 96.5

2010 178 1.97 97.8 89.9 89.3 98.3

四川 

2006 328 1.85 96.6 96.3 91.5 97.8

2007 350 1.78 97.7 94.0 89.7 96.8

2008 337 1.69 99.1 90.4 87.8 94.8

2009 343 1.7 98.8 95.2 90.8 95.1

2010 361 1.78 97.2 96.7 96.4 96.4

甘粛 

2006 122 2.28 98.0 87.0 86.7 89.0

2007 126 2.19 99.0 84.0 99.0 82.0

2008 118 2.05 100.0 82.0 82.0 99.0

2009 104 1.81 99.0 89.4 89.4 97.1

2010 84 1.89 97.6 94.0 94.0 100.0

寧夏 

2006 27 1.77 88.9 92.6 88.9 96.3

2007 29 2.03 100.0 86.2 86.2 96.6

2008 29 2.51 100.0 89.7 89.7 89.7

2009 16 1.39 100.0 87.5 87.5 87.5

2010 24 1.71 100.0 83.3 83.3 90.5

新疆 

2006 71 1.32 100.0 93.0 93.0 89.0

2007 59 1.27 98.0 81.0 81.0 97.0

2008 61 1.34 98.3 71.2 71.2 78.7

2009 75 1.62 98.6 92.0 70.0 92.0

2010 76 1.63 97.4 97.4 84.2 93.4
出所：プロジェクト対象・自治区 CDC 
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表３－16 ポリオ報告接種率 

年 江西 四川 甘粛 寧夏 新疆 

2002 97.07 95.98 98.25 98.50 99.36 

2003 97.33 91.95 97.08 98.60 99.05 

2004 99.28 98.20 96.03 98.70 98.82 

2005 99.42 98.27 99.23 98.70 99.12 

2006 99.89 98.36 99.61 98.70 99.33 

2007 99.88 98.87 99.88 99.10 99.53 

2008 99.98 98.72 99.93 99.36 99.61 

2009 99.98 98.97 99.92 99.35 98.88 

2010 99.81 99.33 99.80 99.56 99.41 
出所：プロジェクト対象省・自治区 CDC 

 

表３－17 麻疹報告接種率 

年 
江西 四川 甘粛 寧夏 新疆 

MV1 MV2 MV1 MV2 MV1 MV2 MV1 MV2 MV1 MV2

2002 93.44 96.04 96.03 94.73 ‐ 97.88 98.10 94.80 99.13 98.83

2003 95.86 95.56 95.57 93.96 ‐ 97.79 98.10 94.00 95.94 96.33

2004 98.99 97.36 97.80 97.45 ‐ 95.55 98.40 97.90 97.82 9883 

2005 99.17 98.93 97.64 92.46 ‐ 95.45 98.50 99.80 98.88 98.76

2006 99.89 99.90 98.03 96.66 ‐ 98.44 98.60 99.90 99.31 99.25

2007 99.86 99.57 98.30 91.43 ‐ 99.85 98.80 98.80 99.43 99.12

2008 99.98 - 98.08 - 99.79 ‐ 99.04 ‐ 99.50 ‐ 

2009 99.98 - 98.36 - 99.90 ‐ 99.09 ‐ 98.75 ‐ 

2010 99.70 - 99.03 - 99.55 ‐ 99.46 ‐ 95.99 ‐ 

出所：プロジェクト対象省・自治区 CDC 

 

表３－18 麻疹接種漏れに対する補足接種状況 

省・自治区 
（パイロット県・区） 

年別 

全ワクチン対象 麻疹ワクチン 

補足接種 
すべき 
ドーズ数 

未補足接種 
ドーズ数 

補足接種 
すべき 
ドーズ数 

未補足接種 
ドーズ数 

江西 

全県・区 

2008 48,293 4,255 5,736 564

2009 52,681 1,108 4,613 115

2010 42,685 862 33,568 699

南豊 

2008 982 219 423 65

2009 1,564 0 830 0

2010 1,657 0 490 0

上高 

2008 1,259 22 219 27

2009 1,546 15 343 2

2010 796 13 161 8
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甘粛 

全県・区 

2008 - - - - 

2009 - - - - 

2010 88,186 26,476 8,163 334

慶城 

2008 - - - - 

2009 - - - - 

2010 3,803 348 797 0

安定 

2008 - - - - 

2009 - - - - 

2010 1,885 486 257 34

四川 

全県・区 

2008 554,266 53,906 15,326 110

2009 640,891 40,495 18,520 77

2010 789,140 53,090 19,002 170

濾 

2008 60,430 6,179 6,480 823

2009 58,709 9,789 4,130 237

2010 28,060 1,373 3,056 18

楽至 

2008 2,948 266 58 0

2009 13,191 1,040 1,371 24

2010 7,150 131 639 18

寧夏 

全県・区 

2008 21,724 5,973 - - 

2009 42,762 6,619 6,070 1,094

2010 29,296 3,155 3,305 487

隆德 

2008 572 0 - - 

2009 1,674 79 926 42

2010 1,506 54 204 10

海原 

2008 176 0 38 0

2009 896 42 164 0

2010 1,371 27 172 0

新疆 

全県・区 

2008 398,505 29,956 87,434 4,928

2009 326,511 298,281 69,742 6,277

2010 425,519 105,918 104,569 20,754

ジムサル 

2008 488 12 53 0

2009 390 0 49 0

2010 1,315 49 412 12

トクス 

2008 4,517 382 724 32

2009 3,173 75 264 4

2010 4,951 121 1,369 34
出所：プロジェクト対象省・自治区 CDC 
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表３－19 B型肝炎報告接種率 

年 
第一針適時接種率2 全過程（3回）接種率 

江西 四川 甘粛 寧夏 新疆 江西 四川 甘粛 寧夏 新疆 

2002 - - - - - - - - 53.40 ‐ 

2003 - - 80.70 - - - - - 96.70 ‐ 

2004 - - 61.84 73.60 - - - 85.02 98.40 ‐ 

2005 92.12 81.51 71.74 79.30 53.53 98.90 97.33 86.99 97.90 98.64

2006 95.29 86.89 86.90 83.00 68.74 99.93 97.98 96.45 99.20 98.69

2007 96.78 87.89 84.28 88.60 79.82 99.94 98.68 99.85 99.60 99.24

2008 96.84 88.37 89.42 93.47 82.29 99.79 98.49 99.88 99.38 99.07

2009 96.84 88.82 91.60 95.62 83.58 99.99 98.60 99.85 99.59 99.38

2010 95.40 87.71 93.05 95.92 86.30 99.86 99.33 99.80 99.52 99.27
出所：プロジェクト対象省・自治区 CDC 

 

３－４ 上位目標の達成見込み 

衛生部の指導の下、全国各地で一連の EPI 事業が行われ、著しい成果を上げている。ポリオフ

リーが維持されているが、2010 年に隣国であるタジキスタンでポリオの大流行があったため、野

生株ウイルス輸入感染に対する予防の強化が必要である。麻疹発症数は測定史上の最低レベルま

で減少しているが、麻疹消除には至っていない。B型肝炎の感染は適切にコントロールされており、

特に 5歳未満児の B型肝炎表面抗原陽性率は 1％以下に低下している。日本脳炎も現在良好にコン

トロールされている。以上を踏まえ、対象省・自治区の EPI 関連疾患は有効にコントロールされ

ており、子どもの健康水準は継続して向上していくことが見込まれる。 

 

表３－20 プロジェクト省・自治区別麻疹発症状況（2006～2010 年） 

省・自治区 年 発症数 
発症率 
（1/10万）

集中発病年齢 実験室 
診断数 年齢層 ％ 

江西 

2006 1,587 3.68 ＜14歳 83.70 198

2007 1,675 3.86 ＜14歳 82.00 316

2008 1,640 3.75 ＜1歳 35.06 393

2009 1,416 3.22 ＜1歳 35.03 393

2010 139 0.31 ＜1歳 48.92 53

四川 

2006 8,174 9.95 8カ月～14歳 84.84 1,311

2007 16,032 19.63 8カ月～14歳 77.12 3,470

2008 2,957 3.64 0～14歳 77.88 1,894

2009 481 0.59 0～4歳 57.17 192

2010 575 0.71 0～4歳 63.65 297

甘粛 

2006 1,445 5.57 ＜14歳 78.55 216

2007 562 2.16 ＜14歳 65.30 203

2008 4,222 16.13 0～4歳 41.92 1,333

2009 801 3.05 0～2歳 38.83 297

2010 671 2.55 0～1歳 37.85 399

                                                  
2 第一針適時接種率とは、B型肝炎ワクチンの初回接種が出生後 24時間以内に完了した割合を示す。 
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寧夏 

2006 41 0.69 ＜14歳 64.66 24

2007 101 1.33 ＞15歳 51.25 96

2008 206 3.38 0歳 30.58 188

2009 657 10.85 0歳 25.72 552

2010 86 1.37 0歳 47.67 67

新疆 

2006 300 1.49 ＜7歳 62.00 57

2007 2,646 12.91 ＜4歳 65.16 907

2008 20,366 97.21 0～4歳、15～35歳 87.29 3,950

2009 401 1.92 0～3歳、10～30歳 76.56 89

2010 305 1.49 0～2歳、15～35歳 80.98 179
出所：プロジェクト対象省・自治区 CDC 

 

表３－21 パイロット県・区麻疹発症状況（2008 年～2010 年） 

省・自治区 
（パイロット県・区） 

年 発症数 
発症率 

（1/10万）

集中発症年齢 
ラボ診断数

年齢層 ％ 

江西 

全省 

2008 1,640 3.75 ＜1 35.1 393

2009 1,416 3.22 ＜1 35.0 393

2010 139 0.31 ＜1 48.9 53

南豊県 

2008 6 2.14 5歳以上 100.0 0

2009 0 0.00 - - 0

2010 0 0.00 - - 0

上高県 

2008 3 0.84 15～20歳 66.7 3

2009 8 2.23 0 75.0 6

2010 1 0.27 1 100.0 0

四川 

全省 

2008 2,957 3.64 0～14歳 77.9 1,894

2009 481 0.59 0～4歳 57.2 192

2010 575 0.71 0～4歳 63.7 297

濾県 

2008 23 2.15 0～14歳 82.6 1

2009 1 0.09 0歳 100.0 1

2010 2 0.19 1歳、7歳 100.0 2

楽至県 

2008 6 0.72 7カ月～3歳 50.0 0

2009 0 0.00 - - 0

2010 0 0.00 - - 0

甘粛 

全省 

2008 4,222 16.13 0～4歳 41.9 1,333

2009 801 3.05 0～2歳 38.8 297

2010 671 2.55 0～1歳 37.9 399

慶城県 

2008 56 16.70 0～4歳 55.4 50

2009 2 0.59 6～9歳 100.0 2

2010 1 0.29 30～34歳 100.0 1

安定区 

2008 16 3.44 15～39歳 62.5 8

2009 0 0.00 - - 0

2010 4 0.86 25～29歳 50.0 4
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寧夏 

全自治区 

2008 206 3.38 0歳 30.6 188

2009 657 10.85 0歳 25.7 552

2010 86 1.37 0歳 47.7 67

隆德県 

2008 2 0.92 1～2歳 100.0 2

2009 4 0.82 0歳 75.0 4

2010 0 0.00 - - 0

海原県 

2008 5 1.53 22～24歳 40.0 4

2009 31 7.78 0歳 51.6 24

2010 1 0.25 26歳 100.0 1

新疆 

全自治区 

2008 20,366 97.21 0～4歳、15～35歳 87.3 3,950

2009 401 1.92 0～3歳、10～30歳 76.6 89

2010 305 1.49 0～2歳、15～35歳 81.0 179

ジムサル県

2008 31 23.51 15～35歳 83.9 7

2009 1 0.75 30歳 100.0 1

2010 0 0.00 - - 0

トクス県 

2008 310 197.20 0～4歳、15～35歳 90.3 5

2009 0 0.00 - - 0

2010 0 0.00 - - 0
出所：プロジェクト対象省・自治区 CDC 

 

表３－22 5 歳児未満の B型肝炎表面抗原陽性率 

 検査人数 陽性人数 
標本陽性率

（％） 

B型肝炎表面 
抗原陽性率

（％） 
95％信頼区間

男性 8,740 106 1.21 1.10 0.77～0.43

女性 7,636 71 0.93 0.79 0.46～1.13

合計 16,376 177 1.08 0.96 0.75～1.17
出所：全国 B型ウイルス性肝炎血清疫学調査報告 

 

表３－23 日本脳炎の発症状況 

省・自治区 年 発症数 
発症率 
（1/10万）

集中発病年齢 実験室 
診断数 年齢層 ％ 

江西 

2006 105 0.24 ＜7歳 81.0 12

2007 134 0.31 ＜7歳 74.6 37

2008 48 0.11 3～5歳 52.1 16

2009 54 0.01 3～6歳 50.0 17

2010 32 0.07 2～6歳 62.5 9

四川 

2006 1,199 1.46 ＜6歳 73.6 880

2007 580 0.73 ＜6歳 64.7 334

2008 573 0.71 1～6歳 77.4 256

2009 350 0.43 1～6歳 67.7 193

2010 305 0.37 1～6歳 74.7 208
出所：プロジェクト対象省・自治区 CDC 
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３－５ プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクト前半では主にアウトプット１のサーベイランス及びアウトプット２の実験室強化

に係る活動を実施してきた。中間評価時点でこれらの活動はある程度達成されていると判断され

た。一方、中間評価時点で麻疹接種率が 95％以上に達しているにもかかわらず麻疹発症率が低下

しない状況を踏まえ、支援の選択と集中を図り、プロジェクト後半では以下の 5 項目に重点項目

を絞り込む措置が取られた。 

①麻疹コントロールの強化 

②B型肝炎第一針適時接種の促進 

③実験室の能力強化 

④日中予防接種業務の情報交換 

⑤日中 EPI協力に関する情報の取りまとめと対外発信 

    

上記のうち②に関しては、表３－24 及び３－25 に示すとおり、近年の中国の公衆衛生サービス

の強化による施設分娩率の上昇により B 型肝炎第一針適時接種が促進されており、プロジェクト

は本項目以外の活動に注力してきた。 

 

表３－24 施設分娩率の推移（2004 年、2006 年、2009 年） 

 江西 四川 甘粛 寧夏 新疆 全国 

2004年 85.8 74.4 62.5 75.9 69 82.8 

2006年 91.4 76.4 73.8 80.8 81.5 88.4 

2009年 98.4 89.8 89.1 96.3 96.4 96.3 

出所：中国衛生統計年鑑（2005年、2007年、2010年） 

 

表３－25 B型肝炎第一針適時接種率の推移 

年 江西 四川 甘粛 寧夏 新疆 

2002 - - - - - 

2003 - - 80.70 - - 

2004 - - 61.84 73.60 - 

2005 92.12 81.51 71.74 79.30 53.53 

2006 95.29 86.89 86.90 83.00 68.74 

2007 96.78 87.89 84.28 88.60 79.82 

2008 96.84 88.37 89.42 93.47 82.29 

2009 96.84 88.82 91.60 95.62 83.58 

2010 95.40 87.71 93.05 95.92 86.30 
出所：プロジェクト対象省・自治区 CDC 

 

③、④に関しては、本邦研修を中心に活動が実施された。また、⑤に関しては、日本語及び中

国語のウェブサイトを作成し、ホームページを通じてプロジェクトの関連情報を発信してきた。

プロジェクト後半では主に、①麻疹コントロールの強化を目標に、入園入学時接種証検査及び補

足接種を主要な手段として、活動を実施した。 

①の活動として、接種証検査及び補足接種事業への支援が行われた。活動は、対象省・自治区

の各 2カ所のパイロット県・区に対して実施されることとなっており、活動実施にあたっては省・

自治区の C/P との綿密な話し合いや専門家の詳細な指導の下に活動が進められる予定であった。
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しかし、日本人専門家と中国 CDCの日中プロジェクト関係者間の意思疎通が十分図られなかった

ことにより、各省・自治区の C/P とのコミュニケーションが円滑に取れない状況が続いた。日中

間のコミュニケーションが適切に取られれば、より円滑なプロジェクト実施が可能であったと考

えられる。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価ワークショップ結果 

本終了時評価調査では、プロジェクトの主要関係者を召集して評価ワークショップを実施した。

概要及び結果は以下のとおりである。 

 

（１）ワークショップ概要 

１）実施日時： 2011年 6月 20日～21日（2日間） 

２）場所： 北京市 前門建国飯店 

３）目的： 

2009 年 3 月に実施された中間評価調査以降、プロジェクトでは予防接種漏れのケースの

減少をめざすべく、「入園入学時接種証検査及び補足接種」事業の支援に焦点を当てて活動

を実施してきた。本ワークショップは終了時評価調査の一環として、以下の点を明らかに

することを目的として実施された。 

① 「入園入学時接種証検査及び補足接種」事業に係る活動を中心にプロジェクトの活

動内容と成果の達成状況を確認する 

② 調査団の現地調査から抽出された懸念事項を参加者と共有し、各省の現状について

確認する 

③ ②の懸案事項に対して対処方法を検討する 

④ プロジェクト活動の持続性に向けた課題を抽出し、今後の対処方法を具体的に検討

する 

４）日程： 

1日目： 2011年 6月 20日（月） 

時間 内容 

8:30 受付開始 

9:00（10分） 開会式 

9:10（30分） イントロダクション 

・ワークショップの実施にあたって 

自己紹介、スケジュールの確認、ワークショップの進め方 

9:40（65分） 活動実績の確認（1）《江西、甘粛》 

・プロジェクトの活動実績の発表 

・質疑応答、意見交換 

10:45（15分） 休憩 

11:00（90分） 活動実績の確認（2）《四川、寧夏、新疆》 

・プロジェクトの活動実績の発表 

・質疑応答、意見交換 

12:30（90分） 昼食 

14:00（30分） 現地調査の途中結果のフィードバック及び懸案事項の問題提起 

・評価調査団からのフィードバック： 

 教育と衛生の連携及び研修サイクルマネジメント（TCM）の成果につい

てフィードバック 

 麻疹コントロール関する日本の経験と中国の現状 
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14:30（180分） 

途中 15分休憩 

懸案事項に対するワークショップ 

・グループワーク： 

 接種証検査漏れ児童 

 未補足接種数 

・グループワーク結果発表・意見交換 

17:30 ワークショップ第 1日終了 

 

2日目：2011年 6月 21日（火） 

時間 内容 

8:30 受付開始 

9:00（30分） 第 1日の振り返り・評価調査団からのフィードバック 

・評価調査団からのフィードバック： 

 接種証なし児童への対応に関する業務フロー改善案の提案 

9:30（105分） 

途中 15分休憩 

懸案事項に対するワークショップ 

・グループワーク： 

 JICAプロジェクトで実施してきた研修方法の普及 

11:15（15分） 休憩 

11:30（50分） グループワーク結果発表・意見交換 

12:20（10分） 閉会式 

12:30 ワークショップ第 2日終了 

 

５）参加者 

参加者の所属と人数、参加者リストは以下のとおり。 

所属・担当 人数 

プロジェクト対象省 CDC（各省・自治区 2 名、新疆のみ 1

名） 
9 

プロジェクトパイロット県・区 CDC（各県・区 2名） 20 

プロジェクトパイロット県・区教育部門（各県・区 1名） 10 

中国 CDC 4 

JICA終了時評価調査団 6 

JICAプロジェクト日本人専門家 4 

合計 54 

 

衛生部／中国 CDC 

1 王華慶 中国 CDC 免疫計画センター 副主任 

2 周玉清 中国 CDC 免疫計画センター 総合業務室 責任者 

3 岳晨妍 中国 CDC 免疫計画センター 総合事務室職員 

4 鄭登峰 中国 CDC 免疫計画センター 総合事務室職員 

江西省 

1 郭世成 江西省 CDC 免疫計画所 職員 

2 姚瑶 江西省 CDC 免疫計画所 職員 

3 熊以基 江西省南豊県 CDC 主任 

4 朱文輝 江西省南豊県 CDC 副主任 

5 張永亮 江西省南豊県教育局チーフ 
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6 趙偉東 江西省上高県 CDC 副主任 

7 曹啟寧 江西省上高県 CDC 免疫計画科科長 

8 謝四化 江西省上高県実験小学 政教処主任 

四川省 

1 劉青恋 四川省 CDC 免疫計画所 副所長 

2 敖睿 四川省 CDC 免疫計画所（麻疹担当） 

3 叶小平 四川省瀘県 CDC 公衆衛生医師 

4 張永明 四川省瀘県 CDC 公衆衛生医師 

5 羅国樹 四川省瀘県教育局 安全処主任 

6 蒋春 四川省楽至県 CDC 主任 

7 董晋川 四川省楽至県 CDC 副主任 

8 呉洪 四川省楽至県教育局 副局長 

甘粛省 

1 劉建鋒 甘粛省 CDC 副主任 

2 王旭霞 甘粛省 CDC 免疫計画科 

3 李宏 甘粛省安定区 CDC 書記/副主任 

4 王燕民 甘粛省安定区 CDC 免疫計画科科長 

5 張銀翔 甘粛省安定区教育体育局 副局長 

6 陳文彦 甘粛省慶城県 CDC 主任 

7 袁先鋒 甘粛省慶城県 CDC 科長 

8 景世福 甘粛省慶城県教育局 科長 

寧夏回族自治区 

1 苪建国 寧夏回族自治区 CDC 疾病予防コントロール所 副所長 

2 石暁娟 寧夏回族自治区 CDC 科員 

3 李永紅 寧夏回族自治区隆徳県 CDC 科員 

4 張正旺 寧夏回族自治区隆徳県 CDC 科員 

5 魏軍民 寧夏回族自治区隆徳県教育局 政府教育督導室 

6 楊応彪 寧夏回族自治区海原県 CDC 主任 

7 張武 寧夏回族自治区海原県 CDC 免疫計画科科長 

8 姜芳 寧夏回族自治区教育局 総合業務科 

新疆ウイグル自治区 

1 勾艾莉 新疆ウイグル自治区 CDC 免疫計画科 主任医師 

2 薛立国 新疆ウイグル自治区ジムサル県 CDC 科長 

3 曹艶 新疆ウイグル自治区ジムサル県 CDC 科員 

4 樊艶軍 新疆ウイグル自治区ジムサル県教育局 チーフ 

5 巫才成 新疆ウイグル自治区トクス県 CDC 副主任 

6 別克吐尓遜 新疆ウイグル自治区トクス県 CDC 免疫計画科科長 

7 卡哈尓曼 新疆ウイグル自治区トクス県教育局 副局長 

終了時評価調査団 

1 倉科 和子 団長／総括 

2 吉倉 廣 感染症対策 

3 仲佐 保 EPI対策 

4 小田 遼太郎 協力企画 

5 劉然 業務調整 
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6 藤本 美智子 評価分析 

プロジェクト専門家 

1 建野 正毅 短期専門家（チーフアドバイザー） 

2 土井 正彦 短期専門家（研修管理） 

3 江田 佳代子 長期専門家（業務調整） 

4 張振喜 業務補助要員（秘書兼通訳） 

 

日本人専門家、終了時評価調査団員はオブザーバーとして参加した。グループワーク時

には、各省・自治区のグループのディスカッションに参加し、議論の進行を確認すると同

時に、グループの議論が停滞した際にサポートする役割を担った。省・自治区ごとのグル

ープワークの結果発表時には、専門的見地からのコメントや対応策についてアドバイスを

行った。 

通訳の配置に関しては、全体討議の際は 1 名がメインとなり通訳した。各省・自治区の

グループワークの際には、メイン以外の 4名の通訳とプロジェクト業務補助要員 1名の計 5

名が各グループの通訳として参加し、オブザーバーへの通訳、並びにワークショップの際

に出された意見の日本語訳を行った。 

 

（２）事前打合せ 

評価ワークショップの実施に先立って、6月 17日、18日に調査団員、モデレーター、日本

人専門家、通訳とで事前に打合せを行った。当初はプロジェクトの成果や促進要因及び阻害

要因、持続性に係る課題とその対応策を抽出することを目的としたワークショップを計画し

ていたが、現地調査の途中結果を踏まえてより具体的な課題に対して討論できるよう、ワー

クショップの構成内容を再度検討した。続いてワークショップにおけるスケジュール及び役

割分担を確認し、ワークショップで使用する資料の作成を行った。 

 

（３）ワークショップ 1日目（2011年 6月 20日） 

１）開会式 

中国 CDCの王華慶氏より本ワークショップの積極的な参加を希望する旨の挨拶があった。

続いて調査団団長より、本調査の目的、ワークショップの趣旨説明、ワークショップへの

期待などが述べられた。 

    

２）イントロダクション 

評価分析団員がワークショップの詳細について説明した。ワークショップ参加者による

自己紹介の後、評価分析団員がスケジュールの確認、ワークショップの目的、実施方法を

説明した。 

    

３）各省・自治区による活動実績の発表 

プロジェクト対象省・自治区の代表がプロジェクトの活動プロセスとその実績について

10 分間のプレゼンテーションを行った。その後、発表内容について参加者間で質疑応答と

意見交換が行われた。 
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４）現地調査の途中結果のフィードバックと懸案事項の提起 

各省の発表を受けて、評価分析団員がこれまでの現地調査の途中結果をフィードバック

した。現地調査と質問票調査の結果、プロジェクトの後半で支援した「接種証検査及び補

足接種事業」に関してはプロジェクトの介入によって教育部門と衛生部門の連携が促進さ

れ、各部門の業務分掌が明確になり、本事業での取り組みがより徹底された旨、報告され

た。 

麻疹は他のワクチン予防可能疾患と比較するとコントロールが難しく、麻疹発症数の減

少には「接種証検査及び補足接種」を徹底することが非常に重要である。この点について

参加者の理解を得たうえで、今回の調査で確認された問題点を提起し、これらの問題の原

因とその解決法について参加者間で討議した。調査団からの問題提起に先立ち、感染症対

策団員が専門的見地に基づくインプットを以下のとおり行った。 

    

・日本の麻疹発症状況は、アウトブレイクを繰り返しながら発症数は減少していたが、

2007 年にアウトブレイクが発生した。その理由は、それまで対象年齢すべてに義務づ

けていた予防接種が、過去に副反応による事故を懸念して政策転換し、予防接種を保

護者の判断による任意接種とした。その結果、特定の年齢層では麻疹ワクチンの接種

率が著しく低く、その集団においてアウトブレイクが発生した。 

・日本では、麻疹・風疹混合ワクチンによる予防接種を行った結果、風疹の発症はコン

トロールできたが、麻疹はアウトブレイクが繰り返されている。このことは、麻疹の

コントロールは他の疾患と比較して困難であることを示している。 
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図４－１ 麻疹、成人麻疹、風疹患者報告数の推移（定点当たり、1994 年第 1 週～2006 年第 9 週） 

 

 

・中国の麻疹に係る発症状況も日本と同様、麻疹以外のワクチン予防疾患は徐々にコン

トロールできているが、麻疹の発症状況にはあまり変化がみられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：中国 CDC発行誌「疾病監測」に基づき団員作成 

 

図４－２ 中国における破傷風・百日咳と麻疹・風疹の発症状況の推移 
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・麻疹は感染力が極めて強く、ワクチン未接種集団が大きくなると容易にアウトブレイ

クを起こし得る。ワクチン接種率が高くなったとしても、ワクチン未接種数が年々蓄

積することにより大きな未接種集団をつくり、アウトブレイク発生につながる。 

・黒竜江省での研究論文では、1990 年代から麻疹ワクチンの接種率はほぼ 100％に達し

ているが、麻疹の流行は繰り返されていると報告されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３ 麻疹流行のメカニズムに関するイメージ図 

 

上記インプットに続いて、調査団より懸念事項が提起された。 

    

①接種証検査に係る懸念事項 

接種証検査のモニタリングに関して、現時点で各級 CDCが把握している項目は表４－

１に示すとおりである。 

 

検査漏れ児童や未補足接種の蓄積
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表４－１ 各級 CDCがモニタリングしている接種証検査の測定項3 

接種証検査 

保育園・幼稚園／小学校
新入園 
入学 
または 
転学人数 

実際 
検査 
児童数 

実際検査

児童率 

接種証

なし 
人数 

検査児童 
接種証所持率

接種証

再発行

済み 
人数 

接種証なし 
児童再発行率実際 

数量 
検査 
数量 

検査率 

A B B/A*100 C D D/C*100 E （D-E）/D*100 F F/E*100 

 

現在、各級 CDC は上記の数値をモニタリングしており、実際検査児童率（D/C*100）、

検査児童接種証所持率（（D-E）/D*100）及び接種証なし児童再発行率（F/E*100）をもっ

て事業の成果を評価している。第３章の表３－13 に示すとおり、対象省・自治区全体及

びパイロット県・区の実際検査児童率をみると、ほとんどが 9 割を超えている。割合を

みる限り、接種証検査が順調に行われるようになったと判断される。しかし、人口の多

い中国では人口のわずか数パーセントであっても、その数パーセントは膨大な人数に相

当する。麻疹のコントロールは非常に難しく、接種漏れ児童をなるべく多く発見し追加

接種することが重要であるが、達成状況を比率でモニタリングした場合、達成率が高い

ことで問題を軽視してしまうことが懸念される。 

よって、本事業の評価では割合だけでなく、実数により事業を管理することによって

確実に事業を評価することが可能になる。よって、調査団は接種証検査の状況を把握す

るために、以下のとおり接種証検査漏れ児童数（C-D）の実数を算出することとした。 

 

表４－２ 各級 CDCがモニタリングしている接種証検査の測定項目（調査団追記） 

 

表４－３に示すように接種証検査漏れ児童数を実数で把握することによって、省全体

ではかなりの接種証検査漏れ児童数が存在することが確認することができる。具体例と

して、上記の項目に関して、上述の表３－13 より接種証検査に係る各省・自治区の 2010

年の全省・自治区のデータを抜粋して表４－３に示す。 

                                                  
3 各項目は行政令に基づいて把握されているものであり、現在各級 CDCにおいて使用されている語句をそのまま和訳した。各項目が

具体的に示す内容は以下のとおりである。 

    

実際数量（A）：実際に存在する保育園・幼稚園／小学校の数（以下「各教育機関」） 

検査数量（B）：接種証検査が実施された各教育機関の数 

新入園入学または転学人数（C）：接種証検査を実施した各教育機関の入園入学または転校が予定されている全児童数 

実際検査児童数（D）：接種証検査を受けた児童数 

接種証なし人数（E）：接種証検査を受けた児童（D）のうち、接種証を所持していなかった児童数 

接種証発行済み数（F）：接種証を所持していなかった児童（E）のうち、接種証が再発行された児童数 

 

c 

保育園幼稚園／小学校 
新入園 

入学 

または 

転学人数 

実際 

検査 

児童数 

接種証 

検査漏れ

児童数 

実際検査

児童率 

接種証 

なし 

人数 

検査児童 

接種証所持率 

接種証

再発行

済み 

人数 

接種証なし 

児童再発行率実際 

数量 

検査 

数量 
検査率 

A B B/A*100 C D C-D D/C*100 E （D-E）/D*100 F F/E*100 
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表４－３ 2010 年各省・自治区の接種証検査に係る全省・自治区別データ 

対象省・ 

自治区 

接種証検査 

保育園幼稚園／小学校 新入園 

入学 

または 

転学人数 

実際 

検査 

児童数

接種証

検査漏れ

児童数

実際検査

児童率

接種証

なし

人数

検査児童 

接種証所持率 

接種証再

発行済み 

人数 

接種証なし

児童 

再発行率

実際 

数量 

検査 

数量 
検査率 

A B B/A*100 C D C-D D/C*100 E （D-E）/D*100 F F/E*100 

江西全省 26,612 26,109 98.1％ 1,535,094 1,500,347 34,747 97.7％ 103,963 93.1％ 95,046 91.4％

甘粛全省 17,066 16,610 97.3％ 514,727 505,745 8,982 98.3％ 31,034 93.9％ 23,379 75.3％

四川全省 34,261 32,760 95.6％ 1,636,640 1,577,175 59,465 96.4％ 135,411 91.4％ 127,472 94.1％

寧夏 

全自治区 
2,541 2,541 100.0％ 138,757 138,736 21 99.9％ 6,585 95.3％ 6,149 93.4％

新疆 

全自治区 
6,349 3,985 62.8％ 461,766 457,909 3,857 99.2％ 22,111 95.2％ 22,076 99.8％

 

表４－３に示すように、全省・自治区のデータをみると、実際検査児童率（D/C*100）

はすべての省・自治区において 95％を超えているが、接種証検査漏れ児童数（C-D）を

把握することによって、省全体では多くの接種証検査漏れ児童の存在が確認できる。上

記を踏まえて、表３－13 に示すとおり各省・自治区及びパイロット県・区における接種

証検査及び補足接種事業に係るデータを整理し、ワークショップの資料として使用した。

ワークショップでは参加者に現状確認をしたうえで今後の対策について検討した。 

 

②補足接種に係る懸念事項 

各級 CDCは、補足接種のモニタリングのために表４－４に示す項目を測定している。 

 

表４－４ 各級 CDCがモニタリングしている補足接種の測定項目 

補足接種 

全ワクチン対象 麻疹ワクチン対象 

補足接種すべき

ドーズ数 

補足接種終了 

ドーズ数 
補足接種率 

補足接種すべき

ドーズ数 

補足接種終了 

ドーズ数 
補足接種率 

G H H/G*100 I J J/I*100 

 

接種証検査を受けた児童のなかから、接種漏れ児童数を基に、補足接種すべきドーズ

数（全ワクチン＝G、麻疹ワクチン＝I）を算出する。そのうち、実際に補足接種を終了

したドーズ数（全ワクチン＝H、麻疹ワクチン＝J）をカウントし、補足接種すべきドー

ズ数に対する補足接種終了ドーズ数の比率である補足接種率（全ワクチン＝H/G*100、麻

疹ワクチン＝J/I*100）を算定して同事業の達成状況をモニタリングしている。接種証検

査と同様、補足接種に関しても、補足接種率はほとんどの対象省・自治区全体並びにパ

イロット県・区で 9割を超えており、一見達成状況は高いととらえられやすい。しかし、

前述のとおり、麻疹のコントロールに向けて補足接種を徹底することが必要であるため、

割合のみで判断するのではなく、実数の評価も必要である。よって、調査団は補足接種

に関しても、現状をより正確に判断するために表４－５のとおり未補足接種のドーズ数
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（全ワクチン＝G-H、麻疹ワクチン＝I-J）を把握するようにした。 

 

表４－５ 各級 CDCがモニタリングしている補足接種の測定項目（調査団追記） 

補足接種 

全ワクチン対象  麻疹ワクチン対象 

補足接種すべ

きドーズ数 

補足接種終了

ドーズ数 

未補足接種 

ドーズ数 
補足接種率 

補足接種すべ

きドーズ数 

補足接種終了

ドーズ数 

未補足接種 

ドーズ数 
補足接種率 

G H G-H H/G*100 I J I-J J/I*100 

 

上記のように未補足接種数を実数で把握することによって、パイロット県・区におい

ても、いまだ補足接種を終了していないドーズ数が明確になり、補足接種の徹底が必要

であることが確認できる。具体例として、上記の項目に関して、表３－13 より補足接種

に係る各省・自治区の 2010年の全省・自治区及びパイロット県・区のデータを抜粋して

表４－６に示す。 

 

表４－６ 2010 年各省・自治区の補足接種に係るデータ 

対象省・ 

自治区 

補足接種 

全ワクチン対象 麻疹ワクチン対象 

補足接種すべ

きドーズ数 

補足接種終了 

ドーズ数 

未補足接種

ドーズ数 
補足接種率

補足接種すべ

きドーズ数

補足接種終了 

ドーズ数 

未補足接種 

ドーズ数 
補足接種率

G H G-H H/G*100 I J I-J J/I*100 

江
西 

全省 42,685 41,823 862 98.0％ - - - -

南豊県 1,657 1,657 0 100.0％ 490 490 0 100.0％

上高県 796 783 13 98.4％ 161 153 8 95.0％

甘
粛 

全省 88,186 61,710 26,476 70.0％ 8,163 7,829 334 95.9％

慶城県 3,803 3,455 348 90.9％ 797 797 0 100.0％

安定区 1,885 1,399 486 74.2％ 257 223 34 86.8％

四
川 

全省 789,140 736,050 53,090 93.3％ 19,002 18,832 170 93.8％

濾県 28,060 26,687 1,373 95.1％ 3,056 3,038 18 99.4％

楽至県 7,150 7,019 131 98.2％ 639 621 18 97.2％

寧
夏 

全自治区 29,296 26,141 3,155 89.2％ 3,305 2,818 487 86.3％

劉徳県 1,506 1,452 54 95.3％ 204 194 10 95.1％

海原県 1,371 1,344 27 98.0％ 172 172 0 100.0％

新
疆 

全自治区 425,519 319,601 105,918 75.1％ 104,569 83,815 20,754 80.2％

ジムサル県 1,315 1,266 49 96.3％ 412 400 12 97.1％

トクス県 4,951 4,830 121 97.6％ 1,369 1,335 34 97.5％

 

表４－６に示すように、ほとんどのパイロット県・区においては、補足接種率（全ワ

クチン＝H/G*100、麻疹ワクチン＝J/I*100）は 95％を超えているが、未補足接種ドーズ

数（全ワクチン＝G-H、麻疹ワクチン＝I-J）を把握することによって、いまだ補足接種が

完了しない児童数が確認できる。パイロット県・区の麻疹ワクチンの未補足接種回数は

かなり減少しているが、全省・自治区のデータをみると未補足接種ドーズ数が相当数存

在することが明確になり、補足接種の徹底が必要であることが確認できた。上記を踏ま

えて、表３－13 の各省・自治区及びパイロット県・区における接種証検査及び補足接種
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事業に係るデータを使用して、参加者に現状を確認した上で今後の対策について検討した。 

 

５）懸案事項の現状確認及び対応策の検討 

前項の懸案事項の提起を受け、参加者は省・自治区ごとのグループに分かれ、各省・自

治区の現状確認並びに対応策を検討した。ワークショップでの検討項目と結果概要につい

て以下に示す。詳細は付属資料３「各省・自治区別ワークショップ結果概要」を参照のこ

と。 

    

ａ）懸案事項 1：接種証検査漏れ児童について 

① 「接種証検査漏れ児童数」にはどのようなケースが含まれているのか。 

・接種証検査を実施できなかったケース 

- 事業が徹底しなかったため接種証検査を実施しなかった。 

- 新学期時に予防接種歴の証拠を提示できず、児童の接種情報の確認ができなか

った。流動人口のなかには接種証を持たない児童が多く含まれる。 

・データの誤差が原因となるケース 

- 教育部門と衛生部門で把握しているデータに誤差があった。 

- 入園・入学後の転出入によって児童数の増減があった。 

- 「新入園入学または転学人数」として、入園・入学前に統計が行われる「入園

入学見込み児童数」を採用している場合には、実際に入園・入学した人数との

間に誤差が生じ、正確な接種証検査実施数がとらえられていない。例えば、複

数校に入学申し込みをしている児童の場合、入学申し込みを行ったすべての学

校で「新入園入学または転学人数」として数えられている。 

- 報告漏れがあった。 

    

② パイロット県・区で接種証検査漏れが少ない理由 

・プロジェクトの実施により各級人民政府が本事業を重視するようになった。 

・接種証検査及び補足接種に係る教員及び医療従事者に向けた研修を徹底して実施

した。 

・教育部門と衛生部門の連携が強化され、それぞれの業務分掌及び責任が明確にな

った。 

・教育部門が接種証検査を重視するようになった。県によっては、接種証検査を教

育機関の業務査定の項目として位置づけたり、入園・入学の際に接種証の提出を

義務づけたりする例もあった。 

・衛生部門が徹底してモニタリングや技術指導などを実施した。 

・接種証検査に関する広報等の宣伝が行き届き、保護者が協力的であった。 

・プロジェクトの支援により経費が確保できた。 

 

③ 接種証検査漏れ児童を減らすための対策 

・指導者の重視を強化する。 

・人民政府の役割を強化する。地域間、部門間の連携を強化する。 
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・保護者に対する接種証検査及び補足接種事業の周知・宣伝を強化する。 

・保護者の過度の心配を和らげるため、接種による副反応への対策を徹底する。 

・教育部門のモチベーションを高める。 

・教育部門と衛生部門の連携を強化し、役割分担を明確化する。 

・長期的に機能する本事業の実施メカニズムや制度を確立する。 

・研修を強化する。 

・転入時にも接種証検査を実施する4。 

・流動児童への対応を強化する。 

・教育部門が接種証を入学時の必須書類に位置づける。 

・本事業に係るデータを管理する統計フォーマットを標準化する。 

・モニタリングの強化等、衛生部門が責任をもつ業務を徹底して実施する。 

・インセンティブの導入を増やし、接種証検査にかかわる教師へ手当てをつける。 

・資金の確保が必要である。 

    

ｂ）懸案事項 2：未補足接種について 

① 「未補足接種ドーズ数」には実際にどのようなケースが含まれているのか。 

・補足接種実施側に原因があるケース 

- 教育部門と衛生部門のコミュニケーションが不十分であったことにより、情報

交換がスムーズにいかず、補足接種を受けた児童の情報が統計に反映されなか

った。対象児童のなかに転出例も含まれていたため、未補足接種例としてカウ

ントされてしまった。 

- 教育部門と衛生部門の両者が、未補足接種例へ適切なフォローを行えなかった。 

- 接種漏れ情報の児童及び保護者への通知の遅延もしくは未通知があった。 

- 流動人口への対応が不十分であった。 

・児童もしくは保護者に原因があるケース 

- 児童が補足接種を拒否し、補足接種通知書を紛失したり、保護者に渡さなかっ

たりする例もあった。 

- 保護者が副反応を懸念して補足接種を拒否した。 

- 接種証検査及び補足接種事業に関する保護者の理解が不十分で、補足接種を重

要視せず接種点5へ連れて行かなかったり、接種日を忘れるなど、適切に対応し

なかった。 

- 児童の両親が出稼ぎのため児童と一緒に暮らしていないケースでは、祖父母が

保護者となっているが、予防接種に対する理解があまり高くなく補足接種に関

して適切に対応しなかった。 

・不可避の原因があるケース 

- 児童に予防接種の禁忌症があった。 

- 複数のワクチンの接種漏れがある場合、すべての接種漏れワクチンの補足接種

                                                  
4 終了時評価時点では転入時の接種証検査は実施されていない。 
5 予防接種が受けられる場所を指す。 
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に時間がかかり、決められた時間内に完了できなかった。 

 

② パイロット県・区で適時に補足接種を実施できた理由 

・プロジェクトの実施により各級人民政府が本事業を重視するようになった。 

・接種証検査及び補足接種に係る教員及び医療従事者に向けた研修を徹底した。 

・教育部門と衛生部門の連携が強化されたため、業務分掌及び責任が明確になった。

また、接種漏れ児童に関する情報を適時に両部門及び保護者が共有できるように

なった。 

・教育部門が接種証検査を重視し、積極的に事業に協力するようになった。補足接

種未完了児童に対する督促等が行われるようになった。 

・衛生部門が徹底してモニタリングや技術指導の活動を実施した。 

・保護者への本事業に関する情報提供や広報活動等の宣伝が行き届いたため保護者

がより協力的になった。 

・プロジェクトの支援により経費が確保できた。 

・プロジェクトがあったから本事業が促進された。 

 

③ パイロット以外の県・区でも適時に補足接種を実施するための対策 

・指導者の重視を強化する。 

・情報システムを整備し、情報交換を容易にするなど、教育部門と衛生部門とのコ

ミュニケーションを円滑にする。 

・補足接種は予約制とし、衛生部門が責任をもって実施する。 

・教育部門と衛生部門が協力して積極的に保護者や児童に働きかけ、適時に補足接

種を受けさせるようにする。 

・児童や保護者の協力を得るために、宣伝を強化する。 

・補足接種のために一時的に接種点を設置する。場合によっては学校に接種点を設

ける。 

・ワクチンの調達や準備を含め、計画的に補足接種を実施する。 

・本事業の実施メカニズムや制度を確立する。 

・流動児童への対策を強化する。 

・TCMを利用して、適切な研修を実施する。 

・他県・区での指導者を育成する。 

・経費支援の獲得に努める。 

・ルーチンの予防接種事業に統合する。 

 

（４）ワークショップ 2日目（2011年 6月 21日） 

１）ワークショップ 1日目の振り返り・評価調査団からのフィードバック 

ワークショップ 1 日目の結果に基づいて、調査団長がパイロット県・区での成果を確認

できた旨を参加者へフィードバックした。その後、1日目のワークショップのなかから抽出

された問題点に対して、感染症対策団員より具体的な改善案の提案が行われた。 

現地調査及びワークショップ 1 日目の結果から分かるように、接種漏れ児童を発見して
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から補足接種するまでのプロセスに時間がかかりすぎることが、スムーズな補足接種を困

難にしている。また、各パイロット県・区において補足接種をフォローする部門は教育も

しくは衛生、もしくは両者と、責任機関が統一されていない。現時点では、的確にフォロ

ーできている県・区もあれば、接種漏れ児童の予防接種歴情報を入手できないため補足接

種がフォローできていない県・区もある。本事業は補足接種ができて初めて麻疹等のコン

トロールに貢献できるため、プロジェクトでも有用性の高めるよう事業運営を改善する必

要がある。また、現在モニタリングに使用しているデータの内容や定義、データの取得時

期が統一されていないために、事業の進捗状況を正確に把握できず、事業の有効性を低下

させていることも明らかになった。よって、現状を改善するために、「第５章 提言」の「（１）

接種証検査及び補足接種事業の有効性向上について」において述べられている内容につい

て、調査団からフィードバックが行われた。 

 

２）プロジェクトの持続性に係る対応策の検討 

パイロット県・区で得られた本プロジェクトの成果を省全体にもたらすためには、プロ

ジェクトで行った活動方法を他の県・区に普及する必要があるとの考えに基づき、以下の

点についてワークショップの中で検討した。ワークショップにて検討された対応策を以下

に示す。 

    

① プロジェクト成果の普及時の省・自治区、及び市・州の役割 

・省レベルの CDCはパイロット県・区の経験を基に、接種証検査及び補足接種事業実

施計画と研修用マニュアルを作成し、他の県・区に普及する。同時に、実施体制と

役割分担を明確にし、教育部門と衛生部門の連携を考慮した実施体制と業務分掌を

明示し、パイロット県・区と同様に他の県・区でも適用できるようにする。 

・トレーナー育成研修（TOT）を実施してトレーナーを育成する。 

・統一した研修カリキュラムを作成する。 

・TCM手法により研修を実施する。 

・計画の遂行状況のモニタリング・評価を徹底する。 

・本事業用の予算を確保する。 

    

② 普及に際しての省 CDCの研修実施方法の明確化 

・省レベルの教育部門である教育庁と衛生部門である衛生庁の連携体制を構築する。 

・省 CDCは統一した接種証検査及び補足接種事業の実施方案を作成し、研修を実施す

る。 

・TOT で各県にトレーナーを育成した後、各県のトレーナーが 2 次研修を行って県全

体に普及していく。 

・上記研修には TCM手法を導入する。 

 

③ 重点支援県（パイロット県・区）の役割の明確化 

・省ごとに考え方は異なり、研修は上級から下級組織に対して行う、という意見のほ

かに、パイロット県・区のメンバーが他県・区に対して研修を実施するという意見
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も挙げられている。パイロット県・区のスタッフは、省・自治区及び市・州クラス

のトレーナーとして TOTを実施する、という意見も出されている。 

・交流会を開催し、パイロット県・区の経験・成果を紹介する。 

・他県・区の関係者がパイロット県・区の現場を見学する。 

 

④ プロジェクト対象県・区外における教育部門と衛生部門の連携体制の構築 

・県・区レベルで教育部門と衛生部門の連携体制を構築していくには、まず省レベル

での体制構築が必要である。政府の主導及び重視の下で、教育部門、衛生部門及び

放送部門等の部門間の連携調整体制を構築し、省の教育庁と衛生庁が共同で実施計

画や本事業に関連する公文書を発布する。 

・接種証検査及び補足接種事業を教育部門の業務査定の項目とする。 

 

⑤ 研修費用の確保 

・政府の指導者の本事業の意義に対する理解を得る。 

・中央、省・自治区、及び県・区での財政を確保する。（県・区での財政支援は困難で

ある。） 

・接種証業務をルーチンの予防接種業務として、教育部門と衛生部門の政府予算に組

み込む。 

・他ドナーや民間プロジェクトによる支援を獲得する。 

 

３）閉会式 

調査団団長、感染症対策団員、EPI対策団員より、ワークショップの成果の総括、ワーク

ショップの結果を踏まえたプロジェクトの残りの期間の活動への期待などについてコメン

トがあった。中国 CDCの周玉清氏より挨拶があり、ワークショップを閉会した。 

 

４－２ 評価 5 項目による評価結果 

（１）妥当性 

「第 11 次 5 カ年計画」（2006～2010 年）において中国政府は疾病予防の重点項目として児

童の予防接種率 90％以上を達成することを掲げ、その後も麻疹消除や B型肝炎コントロール

等の行動計画の発表、EPI拡大戦略の実施等、次々と EPI強化政策を打ち出してきた。 

2009 年より「医薬衛生体制改革」の下に公衆衛生セクター改革が進められており、5 つの

重点項目のうちのひとつ、「４．基本公衆衛生サービスの均等化の段階的な促進」において、

EPIを含む公衆衛生サービスの強化が進められている。 

また、日中を含む WHO 西太平洋地域では、ポリオフリーを維持するとともに、2012 年ま

での麻疹消除及び B 型肝炎のコントロールを目標として掲げており、併せて中国は国家計画

の策定・強化及びその対策状況のモニタリング、AFPサーベイランスを強化してきた。 

また、日本政府は、対中経済協力方針として、感染症対策を重点分野のひとつに掲げ、1990

年代より一貫して中国の EPI 事業に重点を置き技術協力や無償資金協力を通して支援を続け

てきた。以上の点より、本プロジェクトは中国の国家保健政策並びに日本の援助政策に整合

しており、プロジェクトの妥当性は高い。 
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（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。フィールドサーベイランスと実験室分野の強化に関して

は、プロジェクト前半では主に専門家派遣と資機材投入による支援、後半では本邦研修を通

じた支援が実施された。また、中国衛生部によって行政レベルでの業務体制の整備が図られ、

2008年には衛疾控発 68号により各レベル CDCの基本職責が定められた。体制の整備に伴い、

上位レベルから下位レベルに対しての技術指導やモニタリングが規定され、中国独自で疾病

コントロールに係る事業を管理できる体制が強化されている。近年の WHOによるポリオ及び

麻疹実験室査定ではいずれも目標値を達成しており、サーベイランスの水準は維持されてい

る。終了時評価時点では、プロジェクトによる支援が本分野の知識及びスキルを強化し、中

国側によって維持及び発展されている状況を確認した。 

他方、接種証検査及び補足接種事業に関しては、2005 年から教育部と衛生部による行政令

の下で学校での実施が進められることとなっていたが、行政令から実施細則へ具体化するプ

ロセスが各級行政レベルによって明示されておらず、導入当初 2～3年間は活動の徹底が困難

な状況であった。2009 年からプロジェクト後半において取り組んだ接種証検査及び補足接種

事業は、流動人口の児童を含む入園入学時の学童のワクチン接種状態一斉にチェックするこ

とで予防接種を徹底させることにおいて、パイロット県・区では効果が認められた。 

すなわち、プロジェクトの介入により以下のような成果が認められた。教育と衛生の連携

が強化され、業務フローの整理や両部門の業務分担の明確化が図られた。また、「入園入学時

予防接種証検査に関する教師向けマニュアル」の作成と研修の実施により、接種証検査及び

補足接種事業の実施が徹底された。重点支援県（甘粛省慶陽市慶城県及び寧夏回族自治区固

原市隆徳県）では TCMという研修管理方法や参加型の研修実施形式を導入したきめ細かい技

術支援により、研修自体の質の向上も図られた。パイロット県・区では接種証検査及び補足

接種の確実な実施が可能となり、接種漏れ児童の発見とその後の補足接種のフォローが的確

に実施されるようになっている。教育部門と衛生部門の連携が強化されたことにより、教師

の子どもの健康管理への意識が高まり、教師が健康管理に係る情報を学校から以前にも増し

て発信するようになったことにより、予防接種に対する保護者の意識が向上している。中国

の経済発展による健康管理への意識の向上と上記プロジェクトの成果の相乗効果により、接

種漏れ児童の補足接種に結びつき、麻疹をはじめとする感染症の減少に一定の効果が認めら

れる。以上により、アウトプットはプロジェクト目標達成に十分なものであり、外部条件の

大きな影響もみられないものと判断する。 

しかしながら、本調査を通して、上記事業の複雑なプロセスに由来する問題が明らかにな

り、加えて利用するフォーマットへの記入の煩雑さが、的確な補足接種のフォローを妨げて

いることが指摘された。より確実で有効性の高い接種証検査及び補足接種事業を実施するた

めには、本プロセスを検証し、実施現場での問題点を抽出し、内容の改善に取り組む必要が

ある。特に、接種証検査から補足接種完了まで半年を要する現状は、大いに改善の余地があ

る。予防接種証あるいは証明書の提示の責任、接種証検査の完遂に関する責任、補足接種の

完遂に関する責任が、それぞれのステップで明確でなく、保護者、学校、衛生部門が錯綜し

て関与している。現在のところ、プロジェクトの成果により 3 者の協力の仕組みは出来上が

っているが、今後は、作業の流れの中で、それぞれのステップにおける保護者、学校、衛生

部門の責任の所在を明確にする必要がある。 
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（３）効率性 

プロジェクトの実施プロセスで言及されているとおり、日中プロジェクト関係者間の意思

疎通がプロジェクト遂行の効率性に一部影響を与えていることから、本プロジェクトの効率

性は中程度と判断する。中間評価を経て活動の絞り込みが行われたものの、各アウトプット

産出のための活動は十分行われ、投入及び活動のタイミング、量・質ともに比較的満足のい

くものであった。しかしながら、プロジェクト目標の達成には、プロジェクトの残りの期間

でパイロット県・区の成果を省・自治区全体へ普及していく活動が必要となるが、この点に

一層の注意を払う必要がある。 

供与機材は疫学サーベイランスや実験室機能の強化に直接貢献し、プロジェクトの活動も

順調に実施されたことから適切であったと判断される。また、プロジェクト後半では実験室

関連の協力は短期専門家派遣と本邦研修のみとなっているが、研修前後のフォローが行えて

いなかった。本邦研修の投入がプロジェクトチームとの連携の下に行われれば、効率性はよ

り高められたと考えられる。 

 

（４）インパクト 

１）上記目標の達成見込み 

本プロジェクトは中国が国家計画として実施している麻疹消除に重点を置いた EPI 事業

を支援するものである。プロジェクトの後半で集中的に支援した接種証検査及び補足接種

事業に関しては、各省・自治区の 2 県・区のパイロット県・区で接種漏れに対する補足接

種が進められ、全般的に疾病流行の抑制に一定の役割を果たした。終了時評価時点におい

てはパイロット県・区の成果は、一部の省で広がり始めた段階であり、プロジェクトの効

果の面的な広がりはまだ確認されていない。対象省・自治区での予防接種サービスの質の

改善を通して子どもの健康を向上するためには、プロジェクトの残りの期間でプロジェク

トが実施してきた接種証検査及び補足接種事業のモデル（教育部門と衛生部門との連携、

研修体制、プロジェクトで作成された「入園入学時予防接種証検査に関する教師向けマニ

ュアル」の使用）を普及することが必要である。上位目標の指標に設定されている麻疹、B

型肝炎、ポリオ、日本脳炎の発症状況等は対象省・自治区で有効にコントロールされてい

ることから、今後、本プロジェクトの効果が普及されれば、子どもの健康水準は継続して

向上し、上位目標達成が見込まれる。 

 

２）正のインパクト 

上記事業を通して、教育部門と衛生部門との連携がより強化され、EPI事業の展開が促進

された。その結果、接種証検査及び補足接種事業のみならず、他の公衆衛生に係る情報交

換が活発になり、他部門間の連絡及び協力体制が強化された。この手法は、子どもの栄養

問題、母子保健にも使用でき、今後の中国の児童衛生への影響が大きくなる可能性がある。

例えば、江西省南豊県では、EPI事業と母子保健事業の連携体制が構築され、接種証、妊婦

手帳、小児手帳の 3 冊を母子健康手帳に統合する試みが進められている。予防接種への住

民の関心が高まり、保護者が接種証の重要性を認識するようになってきていることにより、

周産期保健への関心が高まるという相乗効果が期待される。プロジェクト終了までは半年

しか残されていないが、現時点ではまだ手帳が配布されていない。そのため、プロジェク



 

－54－ 

トの残りの期間で母子健康手帳を適切に配布し、成果の評価方法を検討し、プロジェクト

の成果及びインパクトをモニタリングすることが望まれる。 

 

（５）持続性 

事前評価調査及び中間評価調査で確認されたとおり、プロジェクト開始当初より組織・体

制面、財政面、技術面等において本プロジェクトの持続性は高いと予測されており、終了時

評価調査時点においてもその状況に変化はない。本プロジェクトの活動内容は、中国の EPI

政策と合致しており、実験室やサーベイランス業務は各省・自治区 CDC のルーチン業務とし

て実施され、持続性は比較的高い。 

中間評価以降に強化された接種証検査及び補足接種事業に関しては、パイロット県・区に

おける政策・制度面及び技術面での持続性は高く見込まれる。各省・自治区では接種証検査

実施方案の改訂が行われており、プロジェクトで作成された「入園入学時予防接種証検査に

関する教師向けマニュアル」を使用して普及の準備が進められている。パイロット県・区の

C/P はトレーナーとして研修を実施する知識とスキルを身につけている。また、パイロット

県・区では教育部門と衛生部門の連携体制が強化され、教育部門の業務査定のひとつに接種

証検査及び補足接種事業の実施を含めるなど、制度面の改善が行われてきた。しかし、全省・

自治区への普及のためには、所在する県・区の上位レベルの市・州、及び省・自治区の教育

分野と衛生分野の実質的な連携が不可欠である。プロジェクトの組織面での持続性を高める

ためにも、上位レベルの行政機関による本活動に対する理解とコミットメントの下、教育部

門と衛生部門等の横断的な連携体制を強化することが望まれる。 

なお、財政面について、麻疹消除をはじめとする EPI 事業の貫徹には、政府の関与が必須

である。ワクチンや注射器等の医療資機材は国家レベルで投入されているが、事業実施に必

要な経費は、地方行政の予算によって賄われている。本プロジェクト実施中はプロジェクト

が研修費用等を負担してきたため、プロジェクト終了後の研修の継続のためには、国、省・

自治区、市・州、県・区による研修費用の確保と研修の効率化を検討する必要がある。 

 

４－３ 結 論 

本プロジェクトの目標達成度及びアウトプットは以上のとおり満足のいくレベルに達しており、

効率性の一部に課題が見受けられたものの、妥当性、有効性は高く、正のインパクトが確認され

ているほか、持続性も見込まれている。プロジェクト対象地域におけるサーベイランス及び予防

接種サービスの質的向上が順調に進展し、十分な成果を上げていると判断されることから、プロ

ジェクト目標の達成見込みは高く、本プロジェクトは予定どおり終了することとする。特にプロ

ジェクト後半に取り組んだ接種証検査及び補足接種事業は、パイロット県・区において成果を上

げており、麻疹をはじめとするワクチン予防可能疾患の効果的なコントロールにつながっている。

また、同活動を通し、衛生部門と教育部門との連携の場が形成され、それに基盤を置いた「入園

入学時予防接種証検査に関する教師向けマニュアル」の作成、研修実施と研修手法の改善などの

人材育成が進められている。パイロット県・区外への普及の基盤も整備されているため、今後、

パイロット活動を通して得られた経験・知見及び課題を総括し、普及を確実に進めることで、上

位目標である子どもの健康向上が果たされていく可能性は高い。 
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第５章 提言等協議結果 
 

５－１ 提 言 

（１）接種証検査及び補足接種事業の有効性向上について 

① 接種証検査及び補足接種のプロセスを円滑にするため、それぞれの段階での責任の所在

を明確にする必要がある。予防接種証／証明書の提示は保護者に、接種証検査は学校に、

補足接種は衛生部門にあることとし、そのうえで必要に応じて教育部門と衛生部門が協

力すべきである。 

② 予防接種に対する保護者の責任をより明確にするとともに、保護者の判断を容易にする

ための広報、教育活動を現在よりも強化する必要がある。同時に、入園入学募集に先立

って（十分時間を置くことが望ましく、例えば 6 カ月前くらい前）入学時に予防接種証

またはそれに代わる証明書が必要であること、証明書がない場合には補足接種が必要に

なることを周知させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 接種証検査及び補足接種事業の全体フロー改善案 

 

③ 接種証検査及び補足接種事業の進捗状況を把握するために、指標データの内容や定義、

実施時期を明確にして評価方法を確立し、定期的に評価を実施するべきである。評価結

果を基に未補足接種の原因を明らかにし、原因別に対応策を検討して事業改善に資する

ようにすることが望ましい。 

 

（２）プロジェクト成果のパイロット県・区外への普及について 

① 対象省・自治区はプロジェクトの残りの期間でプロジェクトが実施してきた接種証検査

及び補足接種事業のモデル（教育部門と衛生部門との連携、研修体制、プロジェクトで

作成された「入園入学時予防接種証検査に関する教師向けマニュアルの使用」）をパイロ

ット県・区外へ普及させる。 

② 中央政府あるいは省・自治区はプロジェクトのアプローチや手法を中国全土に普及する

ことを検討する。 
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③ これらの事業を推進するには、中央政府の関与が必要である。また、国あるいは各級政

府が普及のための経費を考慮する必要がある。 

 

（３）部門間連携によるプラットホームの活用について 

プロジェクトが取り組んだ参加型ワークショップや研修サイクル・マネジメント（TCM）

手法等の導入による部門間の連携促進、プラットホームの形成はワクチン予防可能疾患にと

どまらず、子どもの栄養問題、母子保健等にも活用でき、今後の中国の児童衛生向上に大き

く貢献する可能性がある。例えば、本プロジェクトの波及効果として、江西省南豊県では接

種証、妊婦手帳、小児手帳の 3 冊を母子健康手帳に統合する試みが進められている。予防接

種への住民の関心が高まり、保護者が接種証の重要性を認識するようになっている現在、こ

れにより子どもの健康に大きく関係する周産期保健への関心が高まることが期待される。こ

れについては、現時点ではまだ手帳が配布されていないため、プロジェクトの残りの期間で

母子健康手帳を適切に配布し、成果の評価方法を検討し、プロジェクトの成果及びインパク

トをモニタリングすることが望まれる。 

 

５－２ プロジェクト終了までの活動 

評価結果及び上記提言を踏まえ、プロジェクト終了までの 6 カ月間において、日中双方が協力

して取り組むべき活動について、主に以下の事項とし、終了時評価調査協議議事録において合意・

確認した。 

 

（１）「入園入学時接種証検査及び補足接種に関する教師向けマニュアル」の改訂、配布 

内容 パイロット県の経験・知見及び終了時評価時の評価ワークショップの検討内容（接

種証関連データの精査、検査フローの簡素化、フォーマットの利便性向上等）を参

照し、今後の効果的な普及に備えてマニュアルを改訂する。改訂版マニュアルはパ

イロット 10県（区）に配布する。 

日本側投入 ・長期専門家（業務調整 1名） 

・日本側関係者による技術的助言 

・印刷・配布経費 

実施時期 2011年 7月末まで（今年度の接種証検査に適用） 

 

（２）「入園入学時接種証検査及び補足接種」事業に係るパイロット県外への成果普及 

①各省・自治区はプロジェクト実施経験に基づき、衛生行政部門により接種証検査に関する

業務方法を改善し、普及する。 

内容 パイロット県の経験・知見を基に、各プロジェクト対象省・自治区がプロジェクト

のアプローチや手法をその他の県に普及する。また、プロジェクトオフィスはプロ

ジェクト対象省・自治区に対して、現状を踏まえて普及するよう督促、指導する。

日本側投入 ・短期専門家（チーフアドバイザー1名） 

 



 

－57－ 

②プロジェクト総括会議 

内容 プロジェクト総括会議を開催し、プロジェクトで得られた成果と経験を取りまとめ

る。また、その他の会議の機会をとらえ、成功経験を他地域へ普及する。 

日本側投入 ・長期専門家（業務調整 1名） 

・短期専門家（チーフアドバイザー1名、総括会講師 2名） 

・総括会開催経費 

実施時期 2011年 12月（予定） 

 

（３）母子健康手帳の配布及び起動（江西省にて） 

内容 妊婦手帳・児童手帳・予防接種証の合冊による母子健康手帳を対象地域に配布する

とともに、適時に専門家の現場指導を行い、本パイロット活動の評価方法（手帳紛

失率、妊産婦検診受診率等）を検討する。 

日本側投入 ・長期専門家（業務調整 1名） 

・短期専門家（チーフアドバイザー1名、母子保健 1名） 

・経費負担 

実施時期 2011年（未定） 

 

（４）実験室機能の強化（ポリオ・麻疹） 

内容 ポリオ実験室機能の強化のため、 

①ポリオ実験室実技トレーニングコースにおける指導、講演、 

②ポリオ実験室査察への協力、 

③隣接国でのアウトブレイク以降、監視体制を強化している新疆ウイグル自治区

CDCのサーベイランス水準の維持・向上（ウイルス分離）への協力、 

④麻疹実験室スタッフの訪日研修 

日本側投入 ・短期専門家（ポリオ実験室診断 1名、ポリオ実験室査察 3名） 

・供与機材（高速遠心分離機 1台：新疆ウイグル自治区 CDC） 

・訪日研修（1名、3カ月） 

実施時期 2011年（未定） 

 

（５）EPI行政官の能力向上 

内容 EPI行政官の更なる能力向上のため、感染症サーベイランス、麻疹対策、副反応サ

ーベイランス・補償、学校保健、研修管理等に関する訪日研修を実施する。 

日本側投入 ・訪日研修（7名、2週間） 

実施時期 2011年 8月 21日～9月 3日 

 

上記のうち、（２）①については、調査団にて各省・自治区の意見を個別に聴取してニーズを確

認したうえで、普及に係る研修実施の投入の用意があることを含め、その普及方法について中国

側と協議を重ねた。しかしながら、先方は本事業の有効性について理解しているものの、医薬衛

生体制改革（保健セクター改革）を発端とする EPI 関連業務の増大による末端衛生人材の業務過

多を懸念しており、同事業のみを切り取った研修実施等は困難との反応であった。そのため、プ

ロジェクト残余期間では、中国側が主体的に普及を推進していくこととなったが、効果・効率的
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な普及計画、関連経費確保、政策的コミットメント等に留意してモニタリングを進める必要があ

る。 

なお、協議の結果、プロジェクト終了までに、本プロジェクトの成果を過去 20年来の予防接種

事業に対する協力の軌跡を含めて整理し、上記（２）②によるプロジェクト総括会議の機会を活

用して中国国内に広く発信するとともに、最終報告書を作成し、関係者に配布・周知することに

ついて合意に達した。その際、上記（１）～（３）の取り組み結果、及び残された課題を分析し、

プロジェクト終了後も中国側が接種証検査事業のより有効な実施体制と方法を引き続き検討し、

絶え間なく改善を行うことについても合意し、終了時評価調査協議議事録において確認した。 

 

５－３ 今後の方向性 

JICAは 1990年代から 20年以上にわたり、技術協力及び無償資金協力を通して中国の予防接種

事業に協力し、ポリオ根絶、安全注射、サーベイランス水準と予防接種サービスの質向上に寄与

してきた。その結果、中国側関係者の能力及び体制整備は満足のいくレベルに達し、疾病コント

ロールが総じて効果的に展開されるに至っている。したがって、JICA による予防接種事業に対す

る単独の技術協力は現行プロジェクトの終了をもって締めくくることが望ましい。右方向性につ

いて、日中双方の合意事項として、終了時評価調査協議議事録において確認するに至った。 

 

５－４ 他ドナーとの協議結果 

今次調査では、WHO 及び UNICEF へ個別訪問し、JICA として、現行プロジェクトの終了をも

って、過去 20年来の協力を総括し、プロジェクト方式による技術協力の区切りをつける予定であ

ることについて説明し、各々一応の理解を得た。 

また、特に麻疹については非常に感染力が高いため、ルーチン接種から漏れた児童の発見と補

足接種の徹底が肝要であり、人口流動の激しい中国では、入園入学時がより多くの児童にアクセ

スできる唯一の機会であるとの見解に基づき、本プロジェクトの意義及び成果について認識を共

有した。 

他方、補足接種が完遂しない一要因として、副反応を恐れる保護者による接種拒否が挙げられ

ており、中国においても予防接種の安全性に対する社会的関心が高まっている。衛生部/CCDC は

昨今、副反応補償やリスクコミュニケーションに関する知識・技能習得を急いでいるが、今後、

国際スタンダードを参照しつつ、ワクチン接種によるメリットと未接種による感染・発病リスク

等に関する情報を正確に地域住民に伝え、啓発教育をより一層強化していく必要がある。本件に

ついての問題意識を WHO 及び UNICEF と共有し、国際機関の立場から中国側に働きかける必要

性を喚起した。 
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第６章 調査総括 
 

６－１ 団長総括（倉科団長） 

既に述べられているとおり、本プロジェクトは 1980年代から実施してきたポリオ対策、安全注

射を目的とした協力の成果をベースに、「ポリオ」「麻疹」「Ｂ型肝炎」「日本脳炎」の 4 種類の疾

患においてそれぞれ「サーベイランス」「実験室機能」「予防接種サービス」の強化・改善に努め

るものであり、2009 年 3 月に実施された中間評価の結果、協力の重点を絞り込み、入学時接種証

検査活動に重点を置いて活動を行うこととなった。ただし、中間評価では時間的な制約もあり PDM

の指標のごく一部しか改訂されなかったため、現行 PDMの評価指標では、接種証検査に係る他部

門との連携、研修の質の向上などのための取り組みが十分評価されない、また、中間評価時点で

活動の絞り込みを行ったため、後半は取り組みが行われない活動が生じることとなった。 

これに対し、本調査では後半部分に活動が縮小されたアウトプット１、２についてはその水準

が維持されているかどうかを確認するにとどめること、また、接種証活動については PDMの指標

に沿った情報収集のほか、質問票、インタビュー、評価ワークショップを通じプロジェクトが取

り組んできたアプローチの効果を確認することとした。 

その結果、プロジェクトが前半に主に取り組んだ実験室・サーベイランスの機能は高い水準を

もって維持され、また、接種証検査活動は、プロジェクトがパイロットとした県と省全体のデー

タの比較でも、また、聞き取り調査やワークショップを通じ現地関係者から得たコメントからも、

①衛生と教育の 2 部門の業務分掌を明確化し、両者の連携を促進させた、②学校の予防接種事業

に関する知識・理解を深め、これにより親の理解を促進させた、③接種証検査活動がほぼ 100％行

われるようになり、補足接種率も非常に高くなった（麻疹はほぼ 100％）という結果が得られた。 

上記のとおりプロジェクトは高い成果を上げ目標を達成することが想定され、プロジェクトの

取り組みは日中双方から麻疹対策への取り組みとして、その成果を認められるという結果となっ

た。ただし、一方で実施プロセス、また今後の普及については以下のとおり改善の余地があった

のではないかと考えられる。 

 

（１）CCDCの C/P機関としての機能及び日中間のコミュニケーション 

① 本プロジェクトのように、モデルとして 5 省を選び各地で活動を実施していくような場

合、全体の活動計画策定及び調整、モニタリング、成果の取りまとめと各地への普及等を

実施していくためには、CCDCのような中国の予防接種事業全体を統括している機関を C/P

として実施することは妥当であった。しかしながら、CCDC は中国の予防接種拡大計画に

より業務量が飛躍的に増えたことなどの影響を受け、十分な体制で本プロジェクトの活動

に臨むことができていなかったのが現状である。また、彼らの意識としても、自身をプロ

ジェクトの管理者ととらえているかと思われるような言動が多く、日本人専門家とともに

プロジェクト活動を行うという意識に欠けていた。この点については、プロジェクト開始

後早い段階で先方と話し合い、体制を修正していくべきであったと考えられる。 

② 日本人専門家と CCDC 間のコミュニケーションの状況は決して良いとはいえない状況で

あり、プロジェクト最終年度の計画も、終了時評価の段階でも合意されていなかった。た

だし、CCDCへのヒアリングでは、CCDC側は日中間のコミュニケーションには問題はない

ととらえており、このため合同評価調査 M/Mへの記載はパイロット省とのコミュニケーシ
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ョンに限って記載することとなった。パイロット 5省とのコミュニケーションについては、

すべてを CCDC 経由で行わなければならず、この点はプロジェクトの効率性に影響を与え

たと考えられる。今回の協議においても、プロジェクト残余期間の業務の進め方として、

CCDC へ連絡を入れつつパイロット 5 省と直接連絡を取りたいとの日本側の要望を伝えた

ものの、合意には至らなかった。また今般、プロジェクト終了前の 3 カ月間、CCDC の担

当者が米国出張のため不在となることが判明したところ、その期間の業務の進め方、コミ

ュニケーションの取り方については更なる留意・工夫が必要であると考えられる。この点

については JICA中華人民共和国事務所としても十分なフォローを心がけたい。 

 

（２）プロジェクト成果の普及について 

① 先に述べたとおり、今回の評価において入学時接種証検査活動へのプロジェクトのアプ

ローチの有効性が認められ、中国側実施機関もこの点は理解している。しかしながら、中

国側は医薬衛生体制改革（保健セクター改革）を発端とする EPI 関連業務の増大による末

端衛生人材の業務過多を懸念しており、日本側の提案する、プロジェクト残余期間に普及

のための研修を実施する点については、同事業のみを切り取った研修は困難との反応であ

り、合意に至らなかった。また、プロジェクトの成果報告会議についても同様で、対象 5

省以外の省の参加や、衛生部の別の会議を活用した他省への普及についても、前向きな発

言は得られなかった。プロジェクト終了までの約 6 カ月の間は、本事業に関するマニュア

ル改訂のほか、プロジェクト成果を中国側が主体的に普及し日本側がこれをモニタリング

する形で活動することとなったが、効果・効率的な普及計画、関連経費確保、政策的コミ

ットメント等に留意してモニタリングを進める必要がある。 

② 一方で、衛生部国際合作司副司長及び疾病予防コントロール局副局長、CCDC 副主任が

出席した終了時評価調査に係る合同調整委員会においては、プロジェクトの成果は高く評

価され、普及についても全国への普及が必要との前向きな発言が得られた。また、成果報

告会についても、対象 5 省だけでなく、他省も参加させ成果を共有すべきとのコメントも

あったため、このコメントをフォローしつつ、より広い範囲での成果共有・普及ができる

よう取り組んでいく必要がある。 

    

本プロジェクトは 1990年から開始されたポリオ対策、安全注射に続き、中国の予防接種部門を

支援する協力として行われてきたものであり、20 年にわたる協力の締めくくりに当たるものであ

る。開始当初のワクチン供与、機材整備を初めとする協力、技術力向上への協力から、今プロジ

ェクト後半で行った関連機関との連携を通じた横断的行政能力の強化、仕組みの強化という一連

の日本の協力は、中国の当該分野の発展と今後の自立発展に向けた取り組みとして妥当なもので

あり、一定の成果を上げたものと考えられる。 

今次評価調査において、プロジェクトにおける取り組みとその成果は日中双方に高く評価され

たが、これはプロジェクト推進にご協力いただいた関係者の皆様のご尽力の賜物であり、20 年間

の協力に、大きな成果をもって一区切りつけられることに、心より感謝申し上げたい。 

 



 

－61－ 

６－２ 感染症対策の観点から（吉倉団員） 

私の所感は、提言に既に反映されているが、繰り返しをいとわず書けば次のようになる。 

    

１．入学時接種証検査補足接種は制度として各省で確実に実行されるに至っている。しかし、問

題は、その非効率性である。それは、仕組みとしての論理性を重んじるあまり効率性が大きく

損なわれていること、特に各ステップでの保護者、衛生部門、学校それぞれの最終責任がどの

部門にあるか明確にされておらず、文書が 3者の間を行き来し、多大な労力と時間が費やされ、

全行程に半年という長時間がかかっていることにある。 

２．そもそも入学時接種証検査補足接種は、中国の児童が一生のうち 1 カ所に集まるチャンスが

小学校入学時のみであることを認識したうえでの提案である。前項に記載した状況では、次第

にその煩雑さ非効率さから有名無実になる可能性がある。入学後半年もすれば、特に貧困家庭

の児童は、転校したり学校に来なくなったりする状況もあり得る。 

３．本事業の効率化には、まず、児童の接種証あるいはそれに代わる証明書提出の責任は、保護

者自身にあることを認知させることである。そのためには、入学手続き前に十分な時間をとっ

て、広報により、このことを社会に周知徹底させる必要がある。同時に、これらの証明書を提

示できなければ児童は自動的に補足接種を受けることになることも社会に分かってもらう努力

をすべきである。接種歴確認後、再度、保護者に補足接種の許可確認をしている現状は、本事

業を著しく非効率化している。上のような広報の徹底により、公開の場で、事実上の保護者の

「インフォームドコンセント」を得る方向に向かう必要がある。 

４．上記のような整理のうえで、接種証提示は保護者に、接種証検査は学校に、補足接種は衛生

部門に主な責任があることを明確化し、作業の流れの中で責任を明確にし、透明性を保ちつつ

本事業を進めなくてはならない。 

５．中国では、予防接種副作用が社会的に問題になっており、一時の日本のワクチン反対運動を

思わせる世情がある。このためには、WHOや UNICEFに対し、国際機関の中立的な立場から必

要なメッセージを出すよう、働きかける必要がある。 

６．予防接種証検査による補足接種は、中国政府の方針である。しかし、他省庁に属する教育部

門保健部門が 1 つの机をはさんで話し合うことは、わが国でも困難であり、中国衛生部もそれ

を懸念していたところである。今期のプロジェクトで、それを可能にする仕組みができたこと

は画期的なことであり、これを省内のプロジェクト県から県外に、さらにはプロジェクト 5 省

から中国全省に広めることは今後の中国の予防接種作業への大きなインパクトとなる。 

７．同時に、学校での感染症の広がりを早期に抑えることは、感染症対策の重要な一環であり、

学校と衛生部門との密接な関係構築はそのために必須なことである。 

８．中国には、非感染疾患、例えば児童の肥満等の栄養や運動の問題、児童の精神衛生の問題も

少なくない。母子保健の問題は学齢期からその後の健康に大きな影響を及ぼす。本プロジェク

トの成果は中国の児童保健全般に大きな影響を及ぼす可能性を秘めている。 

９．残りの半年の活動についてであるが、以上のようなことに配慮しつつ、各省、中央政府の希

望に沿ったかたちで、本事業の成果を広め、必要な部分については補足していくのがよいので

はないだろうか。補足としては、各省で入学に先立って出す入学時接種証検査及び補足接種に

関する広報の内容を 5省間で取りまとめることが考えられる。成果の全省への拡大については、

中国衛生部と 5省が中心となったワークショップを開催し、5省の経験をシェアし、中国全体と
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しての戦略を考えてもらうことが考えられる。 

10．1990 年から続いた本事業の最終段階として、今期のプロジェクトの成果は非常に適切なもの

であり、JICAの今後の中国との協力を考えるうえで参考になると思われる。 

 

６－３ EPI行政の観点から（仲佐団員） 

（１）背景・経緯 

本プロジェクトは、中国中西部の 5 省・自治区（江西省、四川省、甘粛省、寧夏回族自治

区、新疆ウイグル自治区）を対象として、①臨床診断･実験室診断を含むサーベイランス水準

の向上、並びに、②予防接種事業の改善によってポリオフリーの維持及び麻疹、B型肝炎、日

本脳炎の発生率低減を図り子供の健康を改善すること、を目的として実施されている。 

ワクチン予防可能感染症のなかでは麻疹対策が最も重要であり、かつ困難である。1980 年

代から 2 回の定期接種を開始し、 2002 年から省ごとのキャンペーン（Supplementary 

Immunization Activities：SIA）を毎年 3～13省で行い、96～99％程度の高い接種率が報告され

ている。また 1980 年代に始まった入園入学時接種証検査及び補足接種事業を 2006 年から強

化し始めた。このように接種の機会が多いにもかかわらず、過去約 20年間の発症率には大き

な変化がなく、毎年人口 10万人当たり 5～10例である。2009年は人口 10万人当たり 3.95例

と過去 20 年間で最低の発症率であったが、国家目標（2012 年末までに麻疹消除＝年間人口

100万人当たり 1例未満）の達成には程遠い。 

主な理由は定期接種でもキャンペーンでもかなりの人数が接種対象から漏れていること、

流動人口及び留守児童にワクチンが届かないことなどである。2011 年 8 月の WHO 西太平洋

地域事務局（WPRO）におけるポリオ TAG委員会（Technical Advisory Group）においても、

中国における麻疹の消除は困難である、と発表されている。この原因は対象集団人口（接種

率計算の分母）の見積もりが正しくなく、多くの場合、過少評価されている。この問題があ

るために乳幼児期の接種は達成が難しい。一方、小学校入学率は 99％を超えると報告されて

おり、この時期が実質的に最後の接種機会と考えられる。 

ワクチン予防可能感染症のなかで最大の問題である麻疹を排除するために、「入園入学時接

種証検査及び補足接種」を効率的かつ効果的に利用すべきである。具体的には麻疹ワクチン

を最優先ワクチンと位置づけ、入園・入学時に可及的速やかに投与し接種漏れ児童を追加接

種の機会から逃さないようにすべきということから、プロジェクト後半の活動は、地域にお

ける「入園入学時接種証検査及び補足接種」に関しての活動を、新たに参加型の研修サイク

ル・マネジメント（TCM）という方法を用いて、実施した。 

 

（２）TCMを用いての接種証研修 

これまで、省や県の CDCが実施している研修は、多くの者を一堂に集め、講義する（文書

を読む）形のものがほとんどで、トップダウン形式の典型的なものであり、また、研修経費

も高く、費用対効果や持続性の点からも問題があることとなった。そのため TCM手法を用い

た「予防接種証マニュアルに関するトレーナー研修（TOT）」を実施した。参加型研修、ワー

クショップの中で「皆の意見と提言が取り入れられた」とか「皆の積極性が引き出された」

という実感が得られたことに加え、教育部門と衛生部門が協働して、マニュアルの有効な利

用の仕方やカリキュラム作成をするために相互理解しながら、「自分たちでつくる」という取
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り組みをしてきた。 

毎年 9 月から幼稚園及び小学校の入園・入学時に予防接種証検査が実施される前に、その

研修・講習会が開かれているが、慶城県と隆徳県ともにプロジェクトとしては想像していた

以上に、TCM 手法を取り入れて研修がなされていた。研修準備段階から教育部門と衛生部門

とが協力して、「両部門の管理者の理解と指示・支持」の下に行われていた。実務者レベルで

も協力が行われていて、研修内容や実施段階での相談などが行われていた。衛生部門からの

予防接種の説明や教育部門としてはグループワークのファシリテーターやロールプレーの導

入など、相互補完し合いながら実施されていた。 

接種証マニュアルに関しては、ネガティブな意見がほとんどなく、ポジティブな意見ばか

りであった。実際にあった事例の提示や使用するフォームを使用するだけなく、隆徳県沙塘

郷鎮では担当教師がパワーポイントを使ったプレゼンテーションなども交えながら研修を実

施していた。 

この 2つの県では、実務者の意見として、「TCMのメリットは、まず新たな知識観を教えて

くれた。なぜ新たな知識観かといえば、マニュアルの考え方は合理的かつ批判的な考え方で

教材を修正していくか、新しい創新的な考え方を身につけた。このような方法では、質問を

出し、議論し、フィードバックするというとてもいいやり方。新しい知識観、学習観念も与

えてくれた。以前の学習のやり方は受動的であったが、このやり方は自主的に理解を進める。

創新的である。自主学習のうちに、自分の知識の再創新がある。3番目に、新しいトレーニン

グ観念を出している。新たな交流観念を学んだ。以前の大人数のトレーニングよりは今の方

がいい。トレーナーが同じような方法を採ることで、予算経費的に節約できる。質も高くな

る。今後の仕事に応用すべきことだと思う。県の関連教育機関にこの方法を教えたら、きっ

と応用できると思う。」などといった意見が出されており、従来型の研修とは違い、自ら参加

できる方法への関心と定着の可能性がうかがえた。 

 

（３）EPI行政及びプロジェクトとの関係 

1990年から始められたポリオ事業を含む予防接種計画（EPI）関連事業への技術協力プロジ

ェクトである本プロジェクトでは、対象のプロジェクトの C/Pでは、中国 CDCであるが、そ

の窓口の直接のプロジェクト弁公室と実務機関である CDC、また、省衛生庁、CDCと数多く

との組織や人との関係構築が重要であった。 

基本的には、中国側の行政の中での活動であり、地方への出張には衛生部からの許可がい

るなど、タイムリーな活動を行うには、前広に計画を立てるなどの工夫も必要で、活動の制

限要因となっていた。EPI 行政に関しては、ポリオの流行が続いていた 1990 年の当時に比べ

ると長年にわたる日本の技術協力の成果により、行政組織も確立してきている。また、ここ

10年の中国の経済成長は著しく、EPIに対しても予算を大幅に増やしている。予算の対象が、

ワクチンの費用等だけであり、実施のための予算でないことは問題ではあるが、現実的には、

中国自身で EPI を実施しているのが実態である。今後は、共同研究や人事交流を実施するな

ど、これまでとは異なった形での協力がふさわしい。 
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